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第１章  

計画の基本的な考え方 
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第１章 計画の基本的な考え方 

１ 計画の目的 

基本計画は、区の施策を総合的かつ体系的に示すことにより、基本構想で掲げた将来

像「心やすらぎ 未来へはばたく 笑顔のまち 大田区」を実現することを目的として

います。 

 

２ 計画の期間 

基本構想は、令和 22年ごろ（2040年ごろ）を目標年次としています。 

基本計画の計画期間は、令和 7年度から令和 14年度（2032年度）までの８年間を第１

期、令和 15 年度（2033 年度）から令和 22 年度（2040 年度）までの８年間を第２期とし、

今回策定したのは第１期です。それぞれ４年目に中間見直しを行い、それまでの評価や区

を取り巻く状況の変化を踏まえた見直しを行います。実施計画の計画期間は３年間とし、

毎年度、更新します。  
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３ 計画の位置付け 

基本構想、基本計画、実施計画を合わせて、総合計画と位置付け、総合計画と個別計

画は、計画間調整を図ります。 

総合計画及び個別計画を下支えするものとして、区の経営資源を最適化し、最大限に

活用することで、持続可能性を確保する「持続可能な自治体経営実践戦略」を位置付け

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本構想：令和 22 年ごろ（2040 年ごろ）の大田区のめざすべき将来像を提示し、今後

のまちづくりの方向性を明らかにした、区の最上位の指針 

基本計画：基本構想で掲げた将来像を実現するための施策等をまとめたもの 

実施計画：基本計画の施策等を推進するための具体的な事業及びその年度別計画をまと

めたもの 

 

※総合計画は、まち・ひと・しごと創生法（平成 26 年法律第 136 号）第 10 条に基づく「デジタル田園都市国家構想総

合戦略」の目的や内容を備えていることから、「大田区デジタル田園都市国家構想総合戦略」として位置付けます。  
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４ 計画の進行管理 

基本計画では、施策ごとに指標（数値目標）を設定しています。進行管理に当たっては、

この指標を活用した施策評価を行います。 

また、実施計画の更新に当たっては、施策評価及び事務事業評価の結果を反映します。 

評価結果は公表し、区の説明責任を果たすとともに、透明性や事業の質の向上につなげま

す。 

基本計画で定める指標は、必要に応じて追加、削除及び修正を行います。 
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第２章 計画策定の背景 
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第２章 計画策定の背景 

１ 大田区の現状 

（１）位置、場所、面積、地域区分 

  大田区は東京 23区の最南端に位置し、東は東京湾、西・南は多摩川に面しています。

また、江東区、品川区、目黒区、世田谷区、神奈川県川崎市とそれぞれ隣接しています。 

  総面積は 61.86km²で、23区で最も面積が大きい区です。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

海苔づくりの歴史に触れることができる海岸沿いの地域
から、大森貝塚や馬込文士村など、歴史と文化の香りを
感じることができる内陸地域まで、いろいろな顔をもつエ
リア

東側に羽田空港があり、国際都市おおたの玄関口であ
る一方、緑豊かな多摩川に面しており、河口付近ではた
くさんの珍しい生き物が生息し、自然との調和がとれた
エリア

多摩川に面し豊かな自然が残る一方、多くの人で賑わう
蒲田駅があるほか、大小さまざまな事業所、ものづくり
の工場、住宅地が混在するエリア

区西部の多摩川沿いに位置し、水と緑に恵まれ、自然と
の調和がとれた、閑静な住宅街が広がる地域で、湧水
や池、小川なども多く、自然に親しみくつろげるエリア
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10.3% 67.3% 22.4%

0～14歳

15～64歳
65歳以上

大田区の年齢構成

（資料）区住民基本台帳データ（令和6年1月1日時点）

年 齢

（２）大田区の特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

61.86㎢

23区で1位

面 積

（資料）国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」（令和6年7月）

総人口は23区で３位

（資料）総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」

（令和6年1月1日時点）

人 口

918,141

741,540

733,634

693,223

689,961

572,927

572,843

539,108

467,000

408,280

世田谷区

練馬区

大田区

足立区

江戸川区

板橋区

杉並区

江東区

葛飾区

品川区

世界と繋がる日本の玄関口、

羽田空港

空 港

区民のおよそ25人に１人が外国人

※令和6年の外国人区民比率：3.9%

（資料）区住民基本台帳データ（令和6年1月1日時点）

外国人

 

区の   １  と ると  

  大    は民  、       
（資料）「               ー 」   に  （令和 年   ） 

区の   １  と ると 

  大    は民  、5,600 
（資料）「OTA            ー 」   に  （令和4年   ）

財 政

総務費 929円

民生費 5,600円
衛生費 1021円

土木費 796円

教育費 1,207円

公債費 63円

その他 384円
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新産業・イノベーションの拠点

「羽田イノベーションシティ」

新産業創造・発信拠点

商店街数は

都内 多！

商 業

新産業・イノベーションの拠点

「羽田イノベーションシティ」

新産業創造・発信拠点

大田区の銭湯は都内 多！

「黒湯」が有名

銭 湯

2023年度、「SDGs未来都市」・

「自治体SDGsモデル都市」にW選定！

S D G s

大田区の特徴である

羽田空港、桜、銭湯 PR
飛行機

風呂桶
桜

©大田区

大田区公式PRキャラクター

イノベーション拠点 

「羽田イノベーションシティ」 

製造業事業所数は 

都内 多！ 

 のづくり 

事業 



11 

 

  

 

 

 

 

 

2023年度、「SDGs未来都市」・

「自治体SDGsモデル都市」にW選定！

S D G s

資料：総務省・経済産業省「令和３年経済センサス-活動調査」を基に作成 

産業構造 

企業単位の売上高、付加価値額では製造業が 多、 

事業所単位の事業所数、従業者数では卸売業・小売業が 多 
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（３）これまでの総合計画とまちづくりの進展  

ア 「大田区基本構想」（昭和 57年度～）、 

「大田区長期基本計画」（昭和 58年度～平成 12年度）  

昭和 57年に、21世紀をめざしたまちづくりのため、「安全で快適な、活力と思いやり

のある、文化・福祉都市」を将来像として掲げた、大田区では初となる基本構想を策定

しました。 

大田区は、東京南部の工業地帯と住宅地の中核として発展していましたが、着実に進

む高齢化や、産業構造の変化への対応、公害などによる居住環境の悪化などが解決すべ

き課題となっていました。 

この時期以降、バブル経済の崩壊などの社会状況の変化がありましたが、区は、高齢

化に対応した福祉サービスの充実や産業振興拠点の整備、生活環境及び都市基盤の整備

などを進めました。 

 

イ 「大田区長期基本計画 おおたプラン 2015」（平成 13年度～平成 20年度）  

前計画の目標年次となる平成 13年度を迎える頃の社会は、ＩＣＴ技術の進展がグロー

バル化を後押しした時代でした。この頃は高齢化だけでなく、少子化についても社会課

題としての認識が強まっていました。また、平成 12 年に都区制度改革が実施された結果、

特別区は基礎的な地方公共団体として位置付けられ、区民に身近な事務が東京都から区

に移管されました。 

計画策定以降の社会を取り巻く状況は、ライフスタイルの多様化、国際競争の激化な

ど大きく変化しました。区では、子ども家庭支援センターの開設などの子育て支援体制

の充実や産業集積の維持・発展に向けた支援、京急蒲田駅を中心とした連続立体交差事

業などを推進しました。 
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ウ 「大田区基本構想」（平成 20年度～）、 

「大田区 10か年基本計画 おおた未来プラン 10年」（平成 21年度～平成 30年度） 

平成 20年に基本構想を策定し、「地域力が区民の暮らしを支え、未来へ躍動する国際

都市 おおた」を将来像に掲げ、「地域力」「国際都市」を区政のキーワードにしました。 

この 10年間は、世界同時不況による長期的な経済停滞や少子高齢化の更なる進行、羽

田空港の国際化、東日本大震災による防災意識の高まり、保育園待機児童の増加など、

大きな社会状況の変化がありました。 

区は、地域力の土台となる地域の担い手づくりや地域活動拠点の整備、地域力応援基

金の創設による活動助成などによって、地域との連携・協力を強化することで、防災・

防犯、福祉、子育て、教育など、様々な分野の地域課題解決に取り組み、「地域力」を活

かしたまちづくりを推進しました。「国際都市」の実現に向けては、外国人区民も暮らし

やすい生活環境整備や国際理解・国際交流などを推進しました。  

 

エ 「おおた重点プログラム」（令和元年度～令和２年度）、 

「新おおた重点プログラム」（令和２年度～令和６年度）  

令和元年の台風 19号の影響により、区内で大規模な被害が発生し、防災・減災を重視

したまちづくりが、より強く求められるようになりました。 

翌、令和２年からの新型コロナウイルス感染症の拡大は、社会情勢や区を取り巻く状

況を一変させ、区民生活や区内経済に大きな影響を及ぼしました。区は、全事務事業の

見直し・再構築を行うことで経営資源を再配分し、区民生活及び区内経済を支える緊急

対応等を迅速に実施しました。また、ポストコロナを見据えた、デジタル技術の活用に

よる地域活動支援やＩＣＴ教育の推進、公民連携や働き方改革等による新たな自治体経

営へのシフトなどを進めました。  

令和 4年６月、新空港線の整備に関する都区負担割合を含む事項について、東京都と

の合意に至りました。同年 10月には、第一期整備の整備主体となる第三セクター「羽田

エアポートライン株式会社」を設立するなど、新空港線を昭和 57年の基本構想に位置付

けて以来、実現に向けた大きな一歩を踏み出しました。令和 5年 11月には、新産業創

造・発信拠点である「羽田イノベーションシティ」がグランドオープンし、「先端」と

「文化」の 2 つの産業を柱に、地域経済の活性化、国際競争力の強化を推進しています。 

 

 

 

 

 



14 

 

（４）現状の人口、人口推計 

ア 大田区の総人口 

大田区の近年の総人口は、転入者数が転出者数を上回る転入超過により増加し続け、

平成 26年には 70万人を超えました。その後も増加傾向は続いていましたが、新型コロ

ナウイルス感染症の流行により、令和２年は転入超過数が大幅に減少し、令和 3年には

2,000人以上の転出超過となり、総人口は減少しました。その後、令和 5年に約 6,000人

の転入超過となったため、令和 6年は前年比で総人口が増加しました。 

令和 7年以降の人口推計では、当面の間、増加傾向で推移しますが、令和 24年ごろ

（2042年ごろ）をピークに減少傾向に転じる見込みです。 

 

図表 大田区の総人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：各年 1月 1日時点の人口で、令和６年以前は実績値、令和７年以降は推計値 

注 2：令和７年以降の人口は、コーホート要因法により推計 

資料：（令和６年以前）大田区住民基本台帳を基に作成 

（令和７年以降）大田区人口推計（令和６年４月）を基に作成 
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図表 大田区の転入者数・転出者数・転入超過数 

 

 

注１：平成 29年以前は日本人移動者数のみ、平成 30年以降は外国人移動者数を含む 

注 2：転入超過数がマイナス（－）の場合は、転出超過を示す 

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」を基に作成 
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イ 年齢 3 区分別人口の構成比 

近年、大田区における年齢 3区分別人口の構成比は、年少人口（0～14歳人口）及び

生産年齢人口（15～64歳人口）の比率が減少傾向にあり、高齢者人口（65歳以上人口）

の比率が増加傾向にありました。その後、年少人口の比率は減少傾向が続いている一方

で、生産年齢人口の比率は微増し、高齢者人口の比率は横ばいとなっています。 

今後の推計としては令和 22年（2040年）までの間に、年少人口の比率の減少が進む

見込みです。中長期的には、生産年齢人口の比率の減少、高齢者人口の比率の増加が見

込まれます。令和 27年ごろ（2045年ごろ）には、大田区の総人口のうち約 4人に 1人

が高齢者になると推計されています。 

 

図表 大田区の年齢 3 区分別人口の構成比 

 

注：各年 1 月１日時点の人口 

資料：（令和６年以前）大田区住民基本台帳を基に作成 

（令和 7年以降）大田区人口推計（令和６年４月）を基に作成 
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ウ 合計特殊出生率の推移 

合計特殊出生率とは、１人の女性が一生の間に出産するこどもの平均人数のことです。 

大田区の近年の合計特殊出生率は、平成 27年まで増加傾向にあり、その後はおおむね

減少傾向で推移しています。 

全国の合計特殊出生率と比較すると、大田区の合計特殊出生率はいずれの年において

も全国を下回っています。特別区部及び東京都の合計特殊出生率と比較すると、平成 26

年までは特別区部及び東京都の合計特殊出生率を上回る年が多かったものの、平成 27年

以降は、特別区部及び東京都の合計特殊出生率を下回る年が多くなっています。令和５

年度には１を下回り、0.96になりました。 

 

図表 大田区・特別区部・東京都・全国の合計特殊出生率の推移 

 

資料：東京都保健医療局「人口動態統計」、厚生労働省「人口動態統計」を基に作成 
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エ 年齢別転入・転出者数 

大田区の令和５年の 5歳階級別の転入者数は、20～24歳が最も多く、年齢が高くなる

につれて減少傾向にあります。５歳階級別の転出者数は 25～29歳が最も多く、同様に年

齢が高くなるにつれて減少傾向にあります。 

５歳階級別の人口動態が転入超過となっている年代は、15～19歳、20～24歳、25～

29歳のみですが、大田区全体では約 6,000人の転入超過となっています。一方で、０～

４歳及び 35～39歳は転出超過の人数が他の年代と比べて多く、子育て世帯の流出が示唆

されています。 

 

図表 大田区の５歳階級別転入・転出者数（令和５年） 

 

注：転入超過数がマイナス（－）の場合は、転出超過を示す 

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」を基に作成 
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オ 外国人人口 

大田区の外国人人口は、近年、おおむね増加傾向で推移しており、令和 6 年の外国

人人口は、平成 22 年比で約 1.5 倍となっています。総人口に占める外国人人口の割合

も増加傾向にあります。コロナ禍の令和３年、令和４年は外国人人口が減少しました

が、それ以降は再び増加傾向に転じています。 

 

図表 大田区の外国人人口の推移 

 

資料：大田区住民基本台帳を基に作成 
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カ 人口ピラミッド 

下図は大田区の人口ピラミッドで、男女別・年齢別の人口構成を示しています。平

成 22 年の大田区では、男女いずれも 35～39 歳人口が最も多く、次いで 30～34 歳人

口が多くなっていました。一方で、令和６年の大田区では、男女いずれも 25～29 歳人

口が最も多く、次いで 50～54 歳人口が多くなっています。 

 

図表 大田区の人口ピラミッド（平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 大田区の人口ピラミッド（令和 6 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：平成 22年は１月１日時点の人口で、外国人住民を含まない。令和６年は 4 月 1日時点の人口で外国人

住民を含む。 

資料：大田区住民基本台帳を基に作成 
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下図は令和 14 年（2032 年）及び令和 22 年（2040 年）の人口を推計し、その結果を

人口ピラミッドで示したものです。令和 14年（2032 年）の大田区では、男女いずれも

25～29 歳人口、30～34 歳人口、55～59 歳人口が特に多いと推計されています。 

 令和 22 年（2040 年）の大田区では、男女いずれも 25～29 歳人口が最も多く、次い

で 30～34 歳人口、35～39 歳人口が多いと推計されています。 

 

図表 大田区の人口ピラミッド（令和 14 年（2032 年）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 大田区の人口ピラミッド（令和 22 年（2040 年）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：大田区人口推計（令和 6年 4月）を基に作成  
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キ 昼夜間人口比率 

昼夜間人口比率とは、昼間人口（従業地・通学地による人口）を夜間人口（常住地に

よる人口）で除した値です。昼夜間人口比率が 100％を下回っている場合、大田区へ他

市区町村から通勤・通学する人口よりも、大田区から他市区町村へ通勤・通学する人口

の方が多い状態（流出超過）であることを意味します。 

大田区の近年の昼夜間人口比率は低下傾向で推移しています。また、いずれの調査年

においても 100％を下回っており、流出超過の状態が続いています。 

 

図表 大田区の昼間人口・夜間人口・昼夜間人口比率の推移 

 

資料：総務省「国勢調査」を基に作成 
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（５）都市構造 

ア 大田区の地形特性 

（ア）区の北西部（台地部） 

国分寺崖線及び南北崖線を境とした、武蔵野台地の東端にあたり、谷と丘が入り組

んだ起伏のある地形です。関東大震災後住宅化が進み、田園調布、雪谷、久が原、馬

込など、みどりの多い住宅地となっています。 

 

（イ）区の中央部（低地部） 

多摩川、呑川、内川が運んできた土砂が堆積した、比較的平坦な地形です。東海道

の街道筋だった地域では、交通の要所となり、古くから人の往来が多く、大正期以降、

中小工場が進出し、住宅や工場が近接する地域や商業地を形成しています。 

 

（ウ）区の東部（空港・臨海部） 

昭和の中頃から開始された埋立地からなる、平坦な地形です。空港をはじめトラッ

クターミナルやコンテナふ頭、市場など物流施設のほか、工場団地、野鳥公園など都

市機能施設が整備されています。 
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イ 中心拠点・生活拠点 

主要な都市機能や多様な生活関連施設が集まり、地域特性を活かした都市づくりの強

化・活性化を図る地域のおおむねの範囲を、大田区の主要な拠点となる「中心拠点」「生

活拠点」として設定しています。 

分類 考え方 拠点 

中心拠点 

商業・業務・公共など主要な都市機能、鉄道・バスな

ど主要交通の重要な結節機能などが集中して立地する地

区。区内全域及び周辺区市との連携・交流の拠点とな

る。 

都市機能や生活関連施設などの更なる集積を図り、広域

連携・交流の役割を担う拠点として、都市づくりを強化

していく。 

大森駅周辺、蒲田・京急蒲田駅周辺、 

HANEDA GLOBAL WINGS（羽田グロ

ーバルウイングズ） 

生活拠点 

暮らす・働くなどの生活を支える多様な機能を有す

る、若しくは今後機能向上を図る地区。身近な地域同士

など区内交流の拠点となる。 

 

 

地区ごとの生活関連施設の集積を進めるなど、地域

特性を活かしながら、生活の中心となる拠点として維

持・強化・活性化を行っていく。 

多摩川駅周辺、池上駅周辺、下丸子駅

周辺、平和島駅周辺、雑色駅周辺、田

園調布駅周辺、大岡山駅周辺、西馬込

駅周辺、雪が谷大塚駅周辺、洗足池駅

周辺、糀谷駅周辺、大鳥居駅周辺、穴

守稲荷駅周辺 

臨海部の玄関口としての立地特性を活かしながら、

働く人の生活を支える拠点として、交通結節機能など

を強化していく。 

流通センター駅周辺 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：大田区都市計画マスタープランを基に作成 



25 

 

（６）財政見通し 

ア 基本的な考え方 

区が抱える財政需要は、少子高齢化に伴う扶助費・特別会計繰出金といった社会保障

関係経費、学校・公共施設など区有施設の維持更新や都市インフラの強靱化に向けた投

資的経費などが増加傾向にあります。 

これまで地方財政においては、社会保障関係経費の増加を人件費、投資的経費、公債

費の削減で吸収してきました。しかし、我が国全体において、人件費の上昇、物価高、

金利上昇等の歳出の増加要因が拡大し、これまでの歳出構造から大きく変化する転換期

が到来しており、区も同様の傾向にあります。 

また、投資的経費は老朽化した公共施設の維持・更新経費等により、高水準で推移す

ると推計しており、今後の財政負担は社会保障関係経費の増に加え、特別区債の活用に

伴う償還経費の増
ぞう

嵩
すう

などを含め一層の増大が見込まれます。 

このような区財政を取り巻く環境においても、区は少子高齢化や世帯構成の変化など

伴う生活課題への対応、激甚化する自然災害への備えなど「今」なすべき行政課題に着

実に対応することが求められています。 

基本構想で掲げた将来像「心やすらぎ 未来へはばたく 笑顔のまち 大田区」の実

現に向け、成熟した大都市として持続的な成長・発展を遂げられるよう、区民の暮らし

の質やまちの価値を高める「未来志向の戦略的な投資」を力強く進める必要があり、そ

のためには財政の持続可能性を確保することが不可欠です。 

基本計画期間である８年間においては、財政計画期間を実施計画期間と同一、財政見

通し期間を令和 10年度から令和 14年度（2032 年度）までとし、計画で定めた事業に着

実に取り組めるよう、財源を裏付ける枠組みとしました。これまで培ってきた健全財政

を堅持し、将来世代に負担を先送りしない、今を担う現世代の責任を果たす持続可能な

自治体経営を実践します。 

 

イ 区財政を取り巻く状況 

（ア）日本経済の現状と国の動向 

令和６年10月に発表された月例経済報告では、「景気は、一部に足踏みが残るも

のの、緩やかに回復している。先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、

各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待される。ただし、欧米に

おける高い金利水準の継続や中国における不動産市場の停滞の継続に伴う影響など、

海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、物価上

昇、中東地域をめぐる情勢、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要があ

る。」としており、今後の動向には引き続き注視が必要な状況です。 



26 

 

令和６年６月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2024」では、財

政健全化の「旗」を下ろさず、これまでの目標に取り組むとともに、これまでの歳

出改革努力を継続することや、重要政策課題に必要な予算措置を講ずること等によ

りメリハリの効いた予算編成とすること、また、ＥＢＰＭやＰＤＣＡの取組を推進

し、効果的・効率的な支出を徹底するなど、中長期の視点に立った経済・財政・社

会保障の持続可能性の確保に向けた取組を進めるとしています。 

また、内閣府が令和６年７月に公表した「中長期の経済財政に関する試算」では、

令和７年度のＰＢは黒字化する姿を示し、今後は、金利上昇が債務に与える影響や

国債発行が市場金利に与える影響等について、これまで以上に注意を払っていく必

要があるとし、社会経済情勢に応じて、不断の見直しを行うべきとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【年度】 
資料：内閣府「中長期の経済財政に関する試算（令和６年７月 29 日経済財政諮問

会議提出）」を基に作成 
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（イ）区財政の現状 

① 歳出総額と一般財源の推移 

歳出総額と区が自由に使途を決めることができる一般財源（歳入）のギャップは

令和６年度当初予算で1,500億円を超えており、行政ニーズの多様化などにより、歳

出総額と基幹財源等のギャップは年々上昇傾向にあります。 

歳出においては、少子高齢化に伴う扶助費や特別会計繰出金といった社会保障関

係経費、学校・公共施設など区有施設の維持更新や都市インフラの強靱化に向けた

投資的経費などが増加傾向にあります。 

歳入においては、ふるさと納税など国による不合理な税制改正の影響を大きく受

けることや景気変動に左右されやすい不安定な歳入構造であることに十分留意し、

区政が直面する課題の着実な解決と財政の健全性を両立し、持続可能な行財政運営

を進めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【年度】 

【年度】 

資料：所管課実績を基に作成 
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② 経常収支比率の推移 

令和元年度以降、歳出構造の見直し・再構築により、経常収支比率は改善してい

ますが、経常経費に充当する一般財源等は増加傾向にあります。 

近年の改善は、基幹財源等（歳入経常一般財源等）の増収の寄与が大きいことに

留意が必要であり、減収局面を迎えた際、経常収支比率の急激な悪化を防ぐために

は経常経費の抑制が必要な状況です。また、大田区は特別区平均と比較した場合、

相対的に高い水準にあることにも留意が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 公債費負担比率の推移 

公債費が一般財源の自由度をどれだけ制約しているかを示す指標である公債費負

担比率は、特別区債の発行抑制や償還を進めたことで減少傾向にあります。 

今後、公共施設等の老朽化に伴う投資的経費はより一層高水準で推移することが

見込まれます。急激な公債費負担の増とならないよう、特別区債を戦略的に活用す

る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

  

【年度】 

資料：所管課実績を基に作成 

資料：所管課実績を基に作成 
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④ 基金残高の推移 

区はこれまで、リーマンショックや新型コロナウイルス感染症拡大に伴う経済活

動の停滞等による一般財源の減収局面においても、基金を適切に活用することで、

安定的・継続的に行政サービスを提供してきました。 

今後も、一般財源の減収や将来の財政需要に備えるため、計画的に基金残高を確

保する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 特別区債残高の推移 

区は、特別区債の発行抑制や償還を進めたことで、令和５年度末残高は152億円 

と、ピーク時の残高と比較して約９割減少しています。 

今後も将来負担を考慮しつつ、これまで培ってきた発行余力を活かし、計画的か

つ戦略的に特別区債を活用する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

  

【年度】 

【年度】 

資料：所管課実績を基に作成 

 

資料：所管課実績を基に作成 
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ウ 財政見通し 

（ア）財政見通し 

 

 

 

 

 

  

計画期間における具体的な財政フレームは、 

前述の基本的な考え方に基づき、現在精査を行っています。 
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（イ）財政指標目標値 

質の高い区民サービスの提供を維持し、自然災害や新たな感染症の蔓延などの予

期せぬ財政需要への機動的な対応や、未来への投資を着実に推進するためには、財

政の持続可能性を確保することが不可欠です。 

そのため、区は以下の財政指標の目標値を定め、絶えず施策の新陳代謝に取り組

み、経常収支比率の適正水準を維持するとともに、計画的な基金残高の確保や特別

区債の戦略的な活用など、財政対応力の堅持に向けた努力と工夫を行い、将来にわ

たり強靱な財政基盤を構築します。 

 

① 経常収支比率 

財政構造の弾力性を示す指標である経常収支比率は、令和５年度は78.6%となり

ました。 

今後、社会保障関係経費や公債費等の義務的経費が増加する見込みではあります

が、政策的経費に財源を配分する必要があること等から、80％台を目標とします。 

 

② 財政基金残高 

年度間の財源不足を調整する財政基金の令和５年度末残高は約490億円と、標準

財政規模の26％以上の残高を確保しています。 

今後も、一般財源の減収や将来の財政需要に備えるため、300～400億円程度（標

準財政規模の20％程度）を確保することを目標とし、計画的に基金残高を確保して

いきます。 

 

③ 公債費負担比率 

公債費が一般財源の自由度をどれだけ制約しているかを示す指標である公債費負

担比率は令和５年度0.8％となり、特別区債の発行抑制や償還を進めたことで発行余

力を蓄えてきました。 

今後、公債費負担が急激に増加することがないよう、投資的経費の財源として特

別区債を戦略的に活用する必要があり、３～５％程度に収めることを目標とし、中

長期的な視点に立ち、公共施設等の機能更新を計画的に進めていきます。 
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（７）職員数見通し 

ア 職員定数基本計画等に基づく職員定数の縮減と執行体制の強化 

職員数については「大田区職員定数条例」により職員定数を定め、これを上限とし

て定数管理を行っています。適正な職員定数を維持するために、これまで職員定数基

本計画等に基づき、業務の見直しと職員定数の縮減に努めてきました。 

一方で、職員定数を縮減するだけではなく、こどもまんなか社会の推進や重層的支

援体制整備事業の推進、新型コロナウイルス感染症対応、水防体制の強化など新たに

発生する幅広い行政需要に対応するため、執行体制の強化にも努めてきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 職員数の現状と今後の動向 

近年、少子高齢化の進行に伴う労働力人口の動向や民間企業における魅力ある職場

づくりなどを背景に、必要な職員数の確保が困難となっています。加えて、定年退職

を迎える職員は高水準で推移するとともに、普通・勧奨退職をする職員も増加してい

ます。 

また、職員の年齢構成や働き方の変化に伴う育児休業取得者の増加や高度化・複雑

化する行政需要の変化などによる病気休職者の増加も見られ、今後も同水準で推移す

ることが想定されます。 

 

  

計画名等 期  間 
職員定数の 

縮減実績 

職員定数の

増加実績 
備  考 

平成６年４月１日現在の職員定数 6,264人  

事務事業等適正化計画 

おおた改革推進プラン 21 

平成７～15

年度 
△1,055 人 419人 

職員定数増加は平成 12 年度

の清掃事務移管に伴うも

の。 

大田区職員定数基本計画 
平成 16 ～

22 年度 
△1,076 人   

大田区職員定数基本計画 
平成 23 ～

25 年度 
△248 人   

大田区職員定数基本計画 
平成 26 ～

28 年度 
△169 人  

フルタイム再任用職員の任

用開始（平成 26年度～）。 

大田区職員定数基本計画 
平成 29～ 

令和 3 年度 
±０人 

 

大田区職員定数基本計画 
令和４～ 

６年度 

定年年齢の引上げ（令和５

年度～）。 

職 員 定 数 増 減 合 計 △2,548人 419人  

令和６年４月１日現在の職員定数 4,135人  
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ウ 職員数と配分定数の推計 

これまでは業務の見直しに加えて、保育園の民営化や技能系職種の退職不補充など

を進めたことにより、業務量とともに職員数は減少してきました。しかしながら、民

間委託などを一定程度推進してきたことから、今後はこれまで以上に業務量を削減す

ることは困難となります。加えて、時代の変化とともに生まれる新たな行政需要に対

応するため、業務量の増加は引き続き見込まれます。 

一方で、実際に働く職員数については近年の動向を踏まえると減少していくことが

見込まれます。 

 

 
資料：所管課実績を基に作成 

 

今後の推計を踏まえると、これまでのように新たな行政需要に対応するため、職員

数を増やし続けることは困難であり、より一層効率的な組織運営を行うことが不可欠

となります。引き続き、大田区職員定数基本計画に基づき、適正な定数管理を行って

いきます。 

 

  

【年度】 

（人） 
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（８）公共施設マネジメント 

ア 区の公共施設等を取り巻く現状 

区では、高度経済成長期の急激な人口増加に伴い、昭和 30 年代から 50 年代を中心に、

多くの公共施設等（公共施設・インフラ施設）の整備を進めてきました。 

現在、区が保有する公共施設を施設分類別にみると、学校教育系施設の延床面積が最

も多く、公共施設全体の 50.1％を占めています。 

また、延床面積の約半数が築 40 年以上を経過しており、今後、これらの公共施設等が、

一斉に更新時期を迎えることになります。 

 

【築年別公共施設整備状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用途名 延床面積 構成比 用途名 延床面積 構成比 

学校教育系施設 
(小学校・中学校等) 

614,633㎡ 50.1% 
その他 
(防火倉庫、自転車駐車場等) 

56,491㎡ 4.6% 

区民文化系施設 

(区民センター・文化センター等) 
116,289㎡ 9.5% 

スポーツ・レクリエーション系施設 
(総合体育館、スポーツセンター等) 

41,659㎡ 3.4% 

公営住宅等 
(区営住宅・区民住宅等) 

104,406㎡ 8.5% 
産業系施設 
(工場アパート、産学連携施設等) 

28,289㎡ 2.3% 

行政系施設 
(本庁舎、特別出張所等) 90,450㎡ 7.4% 

社会教育系施設 
(図書館、郷土博物館等) 

25,778㎡ 2.1% 

保健・福祉施設 
(老人いこいの家、福祉園等) 

80,266㎡ 6.5% 

合計 1,227,251㎡ 100.0% 
子育て支援施設 
(保育園、児童館等) 68,990 ㎡ 5.6% 

資料：大田区公共施設等総合管理計画を基に作成 



35 

 

    

【公共施設分類別保有状況】 

 

    
資料：大田区公共施設等総合管理計画を基に作成 

 

 

 

【築年別整備状況】       【築 40年以上の施設種別割合】 

 

 
 

資料：大田区公共施設等総合管理計画を基に作成 
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また、今後も、学校の必要諸室の確保や施設のバリアフリー化等により、延床面積の

増加が予測され、施設の維持管理費や更新費用の大幅な増加が見込まれます。 

 

【公共施設等の整備費試算（40年間）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：大田区公共施設改築・改修等中期プランを基に作成 
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イ 「大田区公共施設等総合管理計画」等に基づく公共施設マネジメントの推進 

こうした状況を踏まえ、中長期的な視点を持って、公共施設等の計画的な維持・更新、

長寿命化による財政負担の軽減、平準化を図るなど、総括的な管理を行うため、「大田区

公共施設等総合管理計画」（平成 29年３月策定、令和４年３月改訂）（以下「総合管理計

画」という。）を策定しました。 

また、総合管理計画に基づき、計画的な維持管理・更新等の具体の対応方針を定めた

「個別ごとの長寿命化計画」を策定し、効果的・効率的な施設整備やライフサイクルコ

ストの削減に努めています。 

 

【大田区公共施設等総合管理計画の体系図】 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

※「長寿命化計画」「個別施設計画」ともに、総合管理計画に基づく「個別ごとの長寿命化計画」です。 

 

ウ 持続可能な公共施設マネジメントの推進 

これまで、総合管理計画等に基づき、公共施設等の維持・更新、長寿命化、既存施

設の有効活用、機能向上を目的とした複合化・多機能化等を進めてきました。 

今後も、社会経済情勢等の変化や社会的要請への対応により、公共施設の延床面積

の増加が予測されます。 

引き続き、総合管理計画で掲げたとおり、公共施設の延床面積を、平成 27 年（2015

年）と比べて令和 42 年（2060 年）までに、おおむね１割程度総量削減することを目

標として、長期的な視点に立った持続可能な公共施設マネジメントを推進します。 

 

大田区公共施設等総合管理計画 

（令和４年度～令和 23 年度（2041 年度）） 

令和４年３月改訂 

大田区営住宅等 

長寿命化計画 

（平成 30 年３月） 

個別施設計画 

橋梁長寿命化 

修繕計画 

（令和２年３月） 

大田区公共施設 

個別施設計画 

（令和３年３月） 

大田区学校施設 

個別施設計画 

（令和６年６月） 
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（９）公民連携の取組 

ア 公民連携とは 

行政と民間企業等が協働で、それぞれの強みを活かした公共サービスの提供などを行

うことをいいます。複雑化・多様化する社会課題やＳＤＧｓの目標達成のために、公と

民のそれぞれが持つ強みを活かし、未来を切り拓いていく手法です。 

 

強みを掛けあわせ、大田区をフィールドに新たな価値を生み出す 

 

イ 大田区公民連携基本指針 

区が行う公民連携に通じる基本的な考え方を示したものであり、区と連携パートナー

となる民間企業等とが共有する羅針盤としての役割を果たします。近年の民間企業等の

社会課題の解決に向けた連携機運の高まりを踏まえ、区と民間企業等との連携について、

より具体的に定め、各種団体や学術機関等を含む地域の様々な主体による連携・協働を

一層推進し、地域力の更なる強化をめざすものです。 
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ウ 大田区公民連携ＳＤＧｓプラットフォーム 

大田区では、様々な業種や分野のステークホルダーとパートナーシップを深め、公民

連携の取組を活性化させていくための意見交換を行う場として、「大田区公民連携ＳＤＧ

ｓプラットフォーム」を設置しています。民間企業等と行政が抱える地域課題とのマッ

チングや民間企業同士をつなぐハブ役を担うなど、大田区をフィールドに地域課題の解

決に向けた取組を活発化させていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 大田区公民連携デスク 

大田区公民連携デスクは、区内における公民連携の旗振り役として、民間企業等から

の提案や相談を一元的に受け付ける窓口です。民間企業等の提案と庁内事業部局をマッ

チングし、双方の強みが十分に発揮され区民・民間企業等・行政の「三方良し」が実現

する取組のストーリーを、ともに考え、伴走する役目を担います。 
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（10）ＳＤＧｓの推進 

ア ＳＤＧｓとは  

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）（持続可能な開発目標）とは、平成 27年

（2015 年）９月に開催された国連サミットにおいて採択された「2030 アジェンダ」の

中核となる、令和 12年（2030年）までに達成すべき国際目標です。 

ＳＤＧｓは、先進国を含む国際社会共通の目標として、持続可能な世界を実現するた

めの包括的な 17 の目標・169 のターゲットで構成されており、各国政府は「誰一人取り

残さない」社会の実現をめざし、経済・社会・環境をめぐる広範な課題に、統合的に取

り組むこととしています。 

また、ＳＤＧｓは、その達成に向けて政府や民間セクター等のあらゆるステークホル

ダー（利害関係者）が役割を担って取り組むこととされており、地方自治体もその一主

体として重要な役割を果たすものとして期待されています。 

 

イ 大田区におけるＳＤＧｓの推進 

区は令和４年３月に策定した「大田区におけるＳＤＧｓ推進のための基本方針」の下、

ＳＤＧｓに関する区職員や区民、事業者等の理解促進を図るとともに、各種計画等へＳ

ＤＧｓを反映し、多様な主体と連携しながら、目標達成に向けた様々な取組を推進して

います。 

また、令和４年４月には、大田区ＳＤＧｓ推進会議を設置し、区の現状や課題の整理、

令和 12 年（2030 年）にめざすべき姿、優先的にめざすべきゴール・ターゲットの検討、

重点施策の方向性などについて、有識者を交え議論を重ねました。 

そして、令和５年５月、区はＳＤＧｓの達成に向けて優れた取組を提案する都市とし

て、内閣府から「ＳＤＧｓ未来都市」に選定されるとともに、その中でも特に優れた先

導的な取組を行う「自治体ＳＤＧｓモデル事業」にも選定され、いわゆるダブル選定都

市となりました。 

 

  

【大田区オリジナルＳＤＧｓロゴマーク】 
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２ 踏まえるべき社会動向 

（１）こども・若者を取り巻く状況 

日本の総人口に対する年少人口（0～14歳人口）の割合は年々低下しており、少子化

が進行しています。日本の総人口に対する年少人口の割合は、令和５年時点で 11.4％で

すが、令和 22年（2040年）には 10.1％になると推計されています（国立社会保障・人

口問題研究所）。 

新型コロナウイルス感染症の拡大は、外出・接触制限による活動機会の喪失、黙食・

オンライン授業等によるコミュニケーションの減少、保護者のテレワーク増加による家

庭生活の変化など、こども・若者の生活に大きな影響を及ぼしました。 

こども・若者の現状に係る調査結果によると、令和４年度児童虐待相談対応件数は

214,843件（厚生労働省「福祉行政報告例（児童福祉関係の一部）の概況」）、令和４年度

小・中学校における不登校児童生徒数は 299,048人（文部科学省「児童生徒の問題行

動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」）となり、いずれも過去最多を更新しま

した。 

また、相対的に貧困の状態にあるこどもの割合は、令和３年時点で 11.5％となってお

り、特に、ひとり親世帯の貧困率は 44.5％と高くなっています（厚生労働省「国民生活

基礎調査」）。さらに、ＳＮＳに起因する犯罪の被害に遭ったこどもの数は、令和５年時

点で 1,665人となっており、近年高い水準で推移しています（警察庁「少年非行及び子

供の性被害の状況」）。  

このような状況の中、令和５年４月１日に、すべてのこどもが、将来にわたって幸福

な生活を送ることができる社会の実現をめざし、年齢によって必要な支援が途切れない

ようこども政策を総合的に推進する、こども基本法が施行されました。また、国は、常

にこどもの最善の利益を第一に考え、こどもに関する取組・政策を我が国社会の真ん中

に据える「こどもまんなか社会」の実現に向け、こども政策を強力に進めるための司令

塔となる行政組織としてこども家庭庁を設置しました。 

こどもや若者を権利の主体として認識し、当事者の視点で、取り巻く環境を視野に入

れ、権利を保障し、誰一人取り残さず、健やかな成長を社会全体で後押しすることが重

要であるとともに、こどもを産み、育てたいと考えるその誰もが希望を叶えられるよう、

若い世代が将来の展望を描ける環境の整備が求められています。 

 

（２）高齢者を取り巻く状況 

日本は欧米諸国に比べ、圧倒的な速さで高齢化が進行しています。令和７年には、団

塊の世代（昭和 22～24年に生まれた世代）すべてが 75歳以上の後期高齢者となり、医

療や介護の需要や、認知症高齢者の増加が懸念されています。また、令和 22年（2040
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年）には、団塊ジュニア世代（昭和 46～49年に生まれた世代）すべてが 65歳以上とな

り、日本の総人口に占める高齢者人口（65歳以上人口）の割合は約 35％になると推計さ

れています（国立社会保障・人口問題研究所）。 

さらに、高齢者人口に占めるひとり暮らしの人の割合も、一貫して増加することが見

込まれています。令和 22年（2040年）には男性 24.2％、女性 28.3％になると推計され

ており（国立社会保障・人口問題研究所）、住まいや、地域での暮らしに課題を抱える高

齢者の一層の増加も懸念されます。介護職員の必要数は今後も増加していきますが、こ

れに対し、人手不足を感じる事業所が増えてきており、人材確保のための取組が求めら

れています。 

こうした状況の中で、住み慣れた地域で安心して暮らせるまちが実現できるよう、住

まい・医療・介護・介護予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムに

関する取組が重要です。地域包括ケアシステムは、地域の自主性や主体性に基づき、地

域の特性に応じて深化・推進していくことが求められています。分野を越えて関係機関

や事業者等と連携しながら推進していくことが必要となっており、地域共生社会の実現

に向けた動きが進んでいます。 

 

（３）多様性を尊重する社会の推進 

平成 26年に、障がい者の人権や基本的自由の享有を確保し、障がい者の固有の尊厳の

尊重を促進するため、障がい者の権利に関する条約が発効しました。この条約締結を受

け、障がい者の権利の実現に向けた取組が一層強化されました。例えば、令和３年の障

害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の改正により、令和６年４月１日から、

事業者による障がい者への合理的配慮の提供が義務化されています。この他にも、障が

い者の法定雇用率が段階的に引き上げられていることから、希望する就労へ結びつくた

めの支援がより求められています。 

また、年齢や障がいの有無だけではなく、人種や国籍、性別、宗教、価値観等にかか

わらず、人々の多様性が尊重される社会の実現が求められています。しかし、例えば性

別による役割や思い込みを少しでも感じている人の割合が７割を超える（内閣府「令和

４年度 性別による無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）に関する調査結果」）

など、多様性を受容する環境が必ずしも十分であるとは言えません。この他、令和６年

６月末の在留外国人数は 359万人近くとなり過去最高を更新するなど、日本全体の外国

人住民及びその割合も増加していくことが見込まれています。これらを踏まえ、家庭や

職場、地域社会における男女共同参画、多文化共生の推進をはじめとする、多様性への

理解促進の取組を進めることが重要です。 
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（４）地域コミュニティの変化 

コロナ禍によって加速したライフスタイルの多様化やデジタル化の進展など、様々な

要因が重なり、地域コミュニティの希薄化が進んでいます。それに伴い、自治会・町会

の加入率の低下や加入者の高齢化、地域活動の担い手不足等の課題が生じています。地

域課題の解決には、区民一人ひとりの力を源として魅力ある地域を創造していく「地域

力」が不可欠であり、多様な主体の連携・協働などによる、地域コミュニティ活性化に

向けた対応が求められています。 

 

（５）人生 100年時代の到来 

日本の健康寿命は世界有数であり、今後の更なる健康寿命の延伸も期待され、「人生

100年時代」が到来すると言われています。人生 100年時代には、すべての国民に活躍

の場があり、元気に活躍し続けられる社会、安心して暮らすことのできる社会をつくる

必要があります。 

近年では、心身が健康であることだけでなく、社会的な面も含め満たされた状態であ

るウェルビーイングについても注目が高まっています。ウェルビーイングの向上は、健

康状態だけでなく、社会とのつながり、スポーツ・文化・学びを通じた生活の楽しさ・

生きがい等、様々な要因が絡みあうため、「健康」をより広い概念として捉えた取組が必

要です。 

 

（６）地域共生社会の実現に向けた動き 

上記（１）～（５）のように、現在の日本では、人口減少、少子高齢化、単身世帯の

増加、地域社会のつながりの希薄化等を背景に、個人を取り巻く生活課題は複雑かつ多

様なものとなっています。例えば、8050問題、生活困窮者の増加、社会的孤立、ひきこ

もり・ヤングケアラーへの支援などの課題が挙げられます。 

また、複雑化・複合化する地域住民の支援ニーズに対応するため、包括的な支援体制

が求められています。支援ニーズを有する地域住民を中心とし、制度・分野の縦割りを

越えて、地域全体に開かれた形で連携する支援体制の重要度が増しています。 

こうした中、平成 29年５月に改正された社会福祉法では、すべての人々が地域、暮ら

し、生きがいをともに創り、高めあうことができる「地域共生社会」の実現に向けた体

制整備等が自治体に求められることとなりました。こうした考え方を具現化するため、

令和２年６月の社会福祉法の改正により、属性を問わない「包括的相談支援」、多様な社

会参加に向けた「参加支援」及び「地域づくり支援」の３つの支援を一体的に実施する

重層的支援体制整備事業が創設されています。 

多様な人々がともに助けあいながら、すべての人が自分らしく生きがいを持って心豊
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かに暮らすことができる地域共生社会を、地域全体で実現するための取組を推進してい

く必要があります。 

 

（７）産業経済を取り巻く状況 

欧米をはじめとした諸外国同様、日本経済においても新型コロナウイルス感染症の流

行による打撃から回復傾向にあります。 

しかし、世界情勢の不確実性の高まりに起因した原材料・エネルギー価格の高騰やサ

プライチェーンの再構築など、経済を取り巻く環境は刻一刻と大きく変化しており、少

子高齢化に伴う影響と併せ、個々の企業等が抱えるビジネス環境は厳しいものとなって

います。 

一方で、コロナ禍においてデジタル化や国内回帰等の機運が高まり、これが企業の生

産性向上に向けた取組を後押しし、新たな付加価値・ビジネスが創出される機会が生ま

れています。また、商業・観光産業の側面においては、日本へのインバウンドが大幅に

回復したことに加え、日本人の旅行・観光消費も顕著に伸びており、更なる増加が期待

されます。 

こうした状況を踏まえ、産業の活性化を通じ、雇用やにぎわいを創出すべく、産業経

済の更なる成長を後押ししていくことが求められています。 

 

（８）自然環境の変化 

地球温暖化による気候変動や自然災害リスクの増大、化学物質やマイクロプラスチッ

ク等による水・大気・土壌等の環境汚染や生態系破壊など環境問題は今や危機的状況に

なっています。 

こうした状況の中、国は令和２年 10月に、2050年脱炭素社会の実現を目標として掲

げ、令和３年４月には、令和 12年度（2030年度）において温室効果ガスを平成 25年度

比で 46％削減をめざすこと及び 50％の高みに向け挑戦を続けていくことを表明しました。

令和５年３月には「生物多様性国家戦略 2023-2030」を策定し、令和 12年（2030年）

までの「ネイチャーポジティブ（自然を回復軌道に乗せるため、生物多様性の損失を止

め、反転させること）」の実現を掲げました。  

また、東京都は、令和 12年度（2030年度）までに、温室効果ガス排出量を平成 12年

度比で 50％削減することを目標に、再生可能エネルギー利用の標準化や水素エネルギー

の普及拡大等、エネルギーの脱炭素化を進めるほか、自然分野や都市環境分野等、各分

野の環境問題を包括的に解決することによって、「未来を拓くグリーンでレジリエントな

世界都市・東京」をめざしています。  

持続可能な社会を実現するためには、エネルギーの脱炭素化を進め、ごみの減量や資
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源循環に取り組むとともに、自然共生社会の実現に向け、生物の生息空間を守り、地域

の魅力を高める自然環境を次世代に引き継いでいくことが重要です。 

地域社会のすべての主体が、環境への理解と関心を深め、主体的に環境に配慮した行

動に取り組んでいくことが求められています。 

 

（９）大規模自然災害の発生 

令和６年能登半島地震、平成 28年熊本地震、平成 23年東日本大震災など、日本各地

で大規模な地震が発生し、甚大な被害が生じており、今後も、首都直下地震や南海トラ

フ地震等の巨大地震の発生が懸念されています。東京都が令和４年に公表した首都直下

地震の被害想定では、冬の夕方に都心南部直下地震が発生した場合、区内の死者数 726

人、負傷者数 7,815人と算出され、大田区では避難所避難者数を 208,667人と想定して

います。 

また、地球温暖化などに伴う気候変動により、区の平均気温は平成 20年の 16.2℃から

令和４年の 16.9℃へと上昇し、１時間の降水量が 50mmを超えるような豪雨の発生件数

も増加傾向にあります。令和元年東日本台風や西日本で発生した平成 30 年 7 月豪雨では、

記録的な降雨の影響により、日本各地で甚大な被害をもたらしました。 

大規模な地震や風水害などの自然災害や、新たな感染症の蔓延などのリスクへも対応

するため、強靱かつ迅速な復興が可能となる都市インフラやオープンスペースの整備、

地域防災力の向上などが求められています。 

 

（10）都市づくりの動向 

東京都は、令和３年４月に「臨海副都心」と「中央防波堤エリア」を舞台として、50

年・100年先の未来の都市像を描いた「東京ベイｅＳＧプロジェクト」を策定し、ゼロ

エミッションの実現や、水とみどりあふれる都市づくりなどを推進しています。 

大田区に近接する品川・田町周辺では、高輪ゲートウェイ駅直結の大規模開発をはじ

め、令和 16年（2034年）以降のリニア中央新幹線の品川ターミナル駅開業を契機とし

て、品川駅周辺における広域拠点性の更なる向上が進むと考えられます。また、羽田空

港アクセス線のうち、「東山手ルート」及び「アクセス新線」については、令和 13年度

の開業をめざし、令和５年６月から本格的な工事が始まりました。川崎市では、新産業

創出をめざす「殿町国際戦略拠点」が形成されるとともに、令和４年３月の多摩川スカ

イブリッジの開通により、羽田空港周辺地域及び京浜臨海部の連携が強化され、多摩川

両岸の国際競争力の強化及び成長戦略拠点の形成が期待されます。 

大田区は、これらの広域的な都市機能立地や広域交通ネットワーク形成の要の位置に

あることから、周辺区市とともに更なる活力向上を図っていく必要があります。 
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（11）デジタル技術の進展 

国は、デジタル社会形成の司令塔として、未来志向のＤＸを大胆に推進し、デジタル

時代の官民のインフラを一挙につくり上げることをめざして、令和３年９月にデジタル

庁を発足しました。以降、日々進展するデジタル技術の活用に向け、様々な取組を進め

ています。 

国内におけるデジタル技術の進展はめざましく、特にＡＩ（人工知能）や仮想空間

（メタバース）は各分野において実用化が進んでいます。 

ＡＩについては、ＡＩ技術を発展させた「生成ＡＩ」が急速に普及し、業務の効率化

や住民サービスの向上などに寄与することが見込まれます。モビリティ分野においても

ＡＩをはじめとしたデジタル技術が活用されており、令和５年４月の道路交通法の一部

改正により、特定条件下での完全自動運転、いわゆるレベル４での稼働が可能となりま

した。 

仮想空間については、仮想空間上で購入した商品が後日自宅に届くサービスが試験的

に実施されています。また、ビジネスの世界でも仮想的なワークスペースとして利用さ

れるなど、様々なシーンでの活用が期待されています。 

ただし、ＡＩや仮想空間の技術の進展とともに、プライバシーの保護や倫理的な課題

が浮上しているため、このような技術の利用に伴うデータ管理やセキュリティ対策を強

化していく必要があります。 

こうしたデジタル技術の動向を的確に捉えながら、更なる活用を進めるとともに、急

速なデジタル社会の進展に当たり、誰一人取り残されることのないよう、デジタルデバ

イド解消などの支援を併せて行っていくことも求められています。 
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第３章 ８年後の大田区  
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第３章 ８年後の大田区 

基本構想は、令和 22年ごろ（2040年ごろ）を目標年次とし、大田区の将来像「心やすら

ぎ 未来へはばたく 笑顔のまち 大田区」を掲げています。 

 基本計画は、これを実現するための施策等をまとめたもので、第１期の期間は８年間です。 

 令和 22年（2040年）以降、大田区では人口減少が見込まれています。人口規模が縮小す

るという大きな時代の転換期を目前に控える中において、今の時代の社会動向を踏まえた上

で、８年後（令和 14 年（2032 年））に実現すべき具体的なまちの姿を掲げます。これにより、

すべての施策でめざすべき方向性を合わせ、施策を総合的に推進する効果を高めます。 

 基本計画を構成する施策は、区民の生活を支えるソフト面の施策と、中長期的な視点で都

市づくりを行うハード面の施策に大きく分けられます。また、双方に共通して、デジタル技

術を活用する取組が、各施策に幅広く位置付けられています。 

 これら３つの視点から、８年後（令和 14年（2032年））のまちの姿を掲げ、実現すること

で、こども・若者から高齢の方まで、多くの人が住み続けたいと思える大田区をつくります。  
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子育てのしやすさや、地域とのつながり、 

保健・福祉サービスの充実などを実感できるとともに、 

文化やスポーツ、学びなど、それぞれの価値観や 

ライフスタイルに応じて自由に活動ができる 

多様な選択肢があることで、 

心豊かに生活を送ることができるまちになっています。 

駅周辺や公共施設、道路や公園、学校等の更新や    

民間活力による都市開発が続いています。 

新しさに加え、誰にとっても使いやすく、 

強靱で、環境にも配慮された、 

機能的な都市づくりが計画的に進んでいます。 

デジタル技術は、地域社会の生産性や区民の利便性を

飛躍的に高めます。 

日々進展するデジタル技術をまちづくりに取り込んで

いくことは、まちの未来を大きく左右します。 

行政手続をはじめ、あらゆる分野において、デジタル

技術を最大限に活用することで、利便性の高いまちに

なっています。 
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第４章  

計画実現のために共有すべき

大田区の課題（共通課題） 
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第４章 計画実現のために共有すべき大田区の課題（共通課題） 

前章の「８年後の大田区」の実現に向けた取組を進めるためには、多くの課題がありま

す。その中でも特に、令和 22 年（2040 年）以降に想定される人口減少社会を見据え、地

域の活力を維持し、発展していくために区が意識すべき課題を、基本計画において「共通

課題」と定義します。 

共通課題は、分野横断的かつ中長期的な視点から取り組む必要性が高く、地域社会全体

にも共通するものです。 

また、計画実現のために、区だけでなく、大田区に関わるすべての人々の間で共有すべ

きものでもあります。 

 共通課題に関連する取組は、実施計画で示します。現時点から必要な対策を講じること

で、基本計画を着実に推進していきます。 

 

⚫ 共通課題１ 少子化 

⚫ 共通課題２ つながりの希薄化 

⚫ 共通課題３ 担い手不足 

 

１ 少子化 

平成 27 年、大田区の合計特殊出生率は 1.21、出生数は 5,897 人でしたが、これをピ

ークに減少傾向にあり、令和５年には、0.96、4,548 人にまで減少しています。また、区

の年少人口（０～14歳人口）は、3,000 人を超える転出超過が４年以上続いています。 

区の人口推計では、令和 14 年（2032 年）の年少人口は 69,882 人と、令和５年の

76,917 人から約 7,000 人減少する見込みです。 

この状況を踏まえ、区は、こども・子育て施策や教育施策にとどまることなく、区の

総力を挙げて、国が示す「こどもまんなか社会」の考え方を踏まえた取組や、住まい方

を含む、子育て世帯の定住促進につながる子育て環境の充実などを一層推進することが

求められています。 
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２ つながりの希薄化 

都市部におけるつながりの希薄化は、これまでも危惧されてきましたが、新型コロナ

ウイルス感染症の流行による、他者との直接的なコミュニケーションの大幅な制限は、

孤独・孤立の問題を一層顕在化、深刻化させました。 

区においても、区民のおよそ４人に１人が、普段社会からの孤立を感じることがある

という調査結果が示されており、このほか、高齢単身世帯（ひとり暮らしの高齢者）も

今後ますます増加していくと見込まれています。 

他者とのつながりの重要性を強く認識し、人と人との交流が豊かな地域づくりや、居

心地のよい場所の充実が求められています。 

 

３ 担い手不足 

日本の生産年齢人口（15～64 歳人口）は、平成７年の約 8,700 万人をピークに減少し、

令和５年には約 7,400万人となりました。この傾向は今後も続くことが見込まれていま

す。また、女性や高齢者の労働参加が進んだことなどにより、いわゆる働き手の予備軍

も大きく減少しています。 

区においても、福祉分野における介護人材不足や、ものづくりや商業分野における後

継者不足等のほか、地域における自治会・町会や地域活動団体での担い手不足が課題と

なっています。 

新たな担い手の確保に加え、生産性の向上や、将来の地域を担う人材の育成に向けた

取組を進めることが求められています。 
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第５章 施策 
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第５章 施策 

１ 施策の体系 
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２ 各施策 

「施策」の見方 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

めざす姿 

第１期基本計画の目標

年次である令和 14 年

度（2032 年度）に実

現したい状態を示して

います。 

基本目標 

基本構想で掲げた将来

像を実現するためのま

ちの姿として定めたも

のです。 

施策 

基本目標を実現するた

めに、具体的にどのよ

うな取組を行うかを示

しています。 

指標 

現状からめざす姿にど

の程度近づいたかを測

るモノサシで、それぞ

れの施策を推進するた

めの目安になるもので

す。現状値と、令和

10 年度及び令和 14 年

度の目標値を定めてい

ます。 

現状値、目標値 

原則現状値は令和 7 年 1 月時点までに取得で

きた数値とし、併せて取得年度を記載してい

ます。 

目標値は、令和 10 年度及び令和 14 年度以外

に設定している場合、目標年次を併せて記載

しています。 
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現状と課題 

これまでの大田区の取

組や社会情勢の変化、

法制度の変更など、施

策を取り巻く現状につ

いて整理しています。

現状を踏まえ、計画の

目標年次を見据えた課

題についてまとめてい

ます。 

施策の方向性 

めざす姿を実現するた

めの具体的な内容を、

施策の方向性として定

めています。 

また、各施策の方向性

に関連するＳＤＧｓゴ

ールを示しています。 

※ＳＤＧｓマークの説

明は、資料編に記載し

ています。 

関連する個別計画 

施策の推進に関連する

主な区の個別計画等を

記載しています。 

また、略称がある個別

計画は【 】で示して

います。 
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基本目標１ 未来を創り出すこどもたちが夢と希望をもって健やかに育つまち 

施策１－１ こどもの権利が守られ、こどもたちが自分らしく育つ環境づくり 

 

▶ めざす姿 

① こどもの権利について本人及び社会の理解が深まるとともに、こどもが利用しやすい相談窓口が広

く認知されています。また、児童虐待に関する関係機関の緊密な連携による一体的な児童相談体制が

整備され、こどもの安全・安心が確保されています。 

② こども・若者が自宅・学校以外にも安全・安心に過ごせる多様な居場所が整備され、様々な体験や

交流、相談等が行えるほか、年齢を問わず相互に人格と個性を尊重しながら自分らしく過ごすことが

できています。 

③ こどもたちは、その生まれ育った環境によって左右されることなく一人ひとりが夢や希望をもち、

未来を切り拓く力を身に付けることができています。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

相談できるところを知っている

こどもの割合 

なし 

【参考値】 

小学生 74.0％ 

中学生 78.6％ 

高校生世代 82.9％ 

（令和５年度） 

(大田区子ども・子育て支

援計画改訂に向けたアンケ

ート調査「相談する所を知

っているこどもの割合」) 

85％ 100％ 

自分らしく過ごせたり、居心地

がよいと感じる居場所があるこ

どもの割合 

なし 現状値把握次第設定 現状値把握次第設定 

居場所を複数箇所選択したこど

もの割合 
なし 現状値把握次第設定 現状値把握次第設定 

将来の夢や目標をもっているこ

どもの割合 

小６ 80.7％ 

中３ 66.1％ 

（令和６年度） 

全国平均以上 
全国平均 

+1ポイント以上 
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▶ 現状と課題 

① 核家族化の進行や地域のつながりの希薄化等により、妊娠・出産・育児に関する不安を感じる方が

一定数います。児童虐待の相談件数は増加傾向にあり、ここ数年は年間 1,000 件以上で高止まりして

います。これらの現状を踏まえ、子ども家庭支援センターが児童相談所をはじめとする関係機関等と

の連携を更に強化し、児童虐待の未然予防及び深刻化や再発の予防に努める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：所管課実績を基に作成 

 

② 子ども家庭支援センターにこども自身から相談を寄せられることは少ないものの、こどもの置かれ

ている状況は、保護者の困りごとや養育上の悩みの相談、関係機関からの連絡・相談によって把握し

ています。こどもの人権・権利についての理解や意識の向上を図るとともに、相談先の周知等、こど

も自身が悩みや困りごとを相談しやすい環境を整える必要があります。 

 

 
資料：大田区子ども・子育て支援計画改訂に向けたアンケート調査報告書（令和６年５月）を基に作成  

 

 

(件) 
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③ 少子化や地域のつながりの希薄化等により、こども・若者が地域コミュニティの中で育つことが困

難になっています。また、一人ひとりが望む居場所は価値観とともに多様化しており、取り巻く課題

も複雑かつ複合化しています。こども・若者にとっての居場所の多さと自己認識の前向きさはおおむ

ね相関関係にあることから、取り巻く環境や多様化するニーズを的確に捉えながら、自宅・学校以外

にも育ちにつながる安全・安心な居場所づくりが求められています。 

 

 
資料：内閣府「令和４年版 子供・若者白書」を基に作成 

 

④ 小学校５年生のひとり親の保護者への近所付きあいに関するアンケートについて「相談できる人が

いる」と回答した割合が全体では 41.5％に対し、生活困難層は 29.6％と、相対的に近所付きあいが希

薄な傾向にあります。そのため支援を要するこどもやひとり親の保護者がやすらげる居場所づくりや、

身近な人に相談できる包括的な支援体制の整備が求められています。 

 

保護者の近所付きあい 

 
資料：大田区令和２年度ひとり親家庭の生活実態に関する調査を基に作成 

 

(か所) 
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⑤ 離婚後における養育費の受取状況について、ひとり親家庭の内、約７割が養育費を受け取れておら

ず、そのうち、７割近くが養育費に関する取決めを行っていませんでした（大田区令和 2 年度ひとり

親家庭の生活実態に関する調査）。養育費受給の有無は、こどもの健やかな成長に格差が生じる要因

となります。離婚前後における生活や養育費に関する相談体制、養育費の受給確保を支援し、こども

が健やかに成長するための取組が求められています。 

 

⑥ 小学校第５学年の保護者に、こどもにどの段階まで教育を受けさせたいかを尋ねたアンケートでは、

「大学またはそれ以上」と回答した割合は、全体で 74.8％、生活困難層では 51.0％となり、こどもの

進学に対する期待に差が見られます。家庭における経済的な理由がこどもの進学・就学の妨げとなら

ないよう、すべてのこどもの教育機会均等を図る取組が求められています。 

 

こどもへの進学期待 

 
資料：大田区令和２年度ひとり親家庭の生活実態に関する調査を基に作成 
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▶ 施策の方向性 

 

①こども・若者の意見を尊重する取組の推進        

  こども・若者の最善の利益を第一に考えながら、ともに社会をつくるパートナーとして、

その年齢や発達の程度に応じて、意見を表明する機会や多様な社会的活動に参画する機会を

確保し、こども施策に反映させる取組を推進します。 

②こどもの命と安全を守る児童相談支援体制の構築         

  こどもたちの生きる権利や育つ権利等を守り、支える拠点としての「（仮称）大田区子ども

家庭総合支援センター」を整備します。児童相談所機能と、区のこども家庭支援機能を一体

的に配置するメリットを活かし、こども・子育て家庭に寄り添う力の向上を図りながら虐待

の予防から専門支援までを一貫して提供することで、更に区の児童相談支援体制を強化しま

す。 

あわせて、こどもの権利について広く普及啓発を図ります。 

③こども・若者が安全・安心に過ごせる多様な居場所づくり          

  すべてのこども・若者が、身近に安全・安心に過ごすことができ、気軽に相談できる多く

の居場所を持ち、様々な学びや体験活動、交流等に接することができる機会を通じて自己肯

定感等を高め、健やかな子育ちに資することができるよう、多様な居場所づくりを推進しま

す。 

④「貧困の連鎖を断ち切る」相談支援体制の充実 

  ひとり親家庭等を対象に相談事業などを継続的に実施し、生活の安定を図れるよう支援を

行います。また、育つ環境や世帯の所得に関わりなく、学びの意欲を将来の夢につなげられ

るよう、進学及び就学支援の充実を図ります。 

 

▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 大田区子ども・若者計画 

2 大田区子どもの貧困対策に関する計画【おおた 子どもの生活応援プラン】 

3 
第４期大田区次世代育成支援行動計画、第２期大田区子ども・子育て支援事業計画 

【大田区子ども・子育て支援計画】 

4 第４期大田区教育振興基本計画【おおた教育ビジョン】 
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基本目標１ 未来を創り出すこどもたちが夢と希望をもって健やかに育つまち 

施策１－２ こども・子育て家庭を地域や社会全体で支える環境づくり 

 

▶ めざす姿 

① 妊娠期から切れ目なくサポートが受けられるようになり、すべての子育て家庭が孤独や孤立を感じ

ることなく安心してこどもを産み、喜びややりがいを感じて子育てをしています。 

② 地域住民、地域団体、学校などが相互の連携・協働によってこどもたちと子育て家庭をあたたかく

見守り、地域社会全体で子育ち・子育てを支えています。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

子育てに関して孤独や孤立を感

じている区民の割合 

なし 

【参考値】 

23.9% 

（令和５年度） 

(大田区子ども・子育て支

援計画改訂に向けたアンケ

ート調査「子育てに関して

孤独や孤立感を感じている

区民の割合」) 

※就学前児童の保護者対象 

22％ 20％ 

妊娠・出産・子育てについて相

談できる人がいる、又は、相談

先を知っている区民の割合 

なし 

【参考値】 

78.4％ 

（令和 4年度） 

（すこやか親子 21アンケ

ート（４か月健康診査時）

「育てにくさを感じた時に

相談先を知っているなど何

らかの解決方法を知ってい

る区民の割合」） 

85% 95% 

子育てに悩んだり困ったりした

時に相談できる人、又は、相談

できる場所がある区民の割合 

なし 現状値把握次第設定 現状値把握次第設定 

地域に見守られてこどもが成長

していると感じる保護者の割合 
なし 現状値把握次第設定 現状値把握次第設定 
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住んでいる地域がこども・子育

て家庭をあたたかく見守ってい

ると感じる区民の割合 

51.1％ 

（令和６年度） 
54% 56% 
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▶ 現状と課題 

① 大田区においても出生数は減少傾向にあり、令和４年に 5,000 人を下回りました。また、大田区の

合計特殊出生率は、令和元年の 1.10 から令和５年は 0.96 になり、少子化が更に進行しています。大

田区の合計特殊出生率は、全国の平均値よりも低く、東京都全体及び特別区の平均と比べてもやや低

い水準であり、安心して出産できる環境づくりを推進する必要があります。 

 

 
資料：東京都保健医療局「人口動態統計」を基に作成 

 

② 親族などのサポートが希薄であったり、精神疾患等の既往歴があったりなど支援を要する妊婦が増

えています。また、産後も身近な子育ての相談相手や支援者が少なく、育児不安が強い方が増えてい

ます。妊婦の状況を把握し、子育てが困難にならないよう予防的に支援する体制が必要です。さらに、

出産後に安定した育児を行うため、定期的に母子の心身の状況を確認し、必要な支援を継続的に実施

する必要があります。 

 

③ 乳幼児健康診査を実施し、必要な医療等へつないでいます。健診未受診のこどもについては、関係

機関と協力し、状況把握に努めています。各乳幼児健康診査の受診率を更に高めて、すべての乳幼児

の発達状況を把握し、必要な医療等へ早期につなぐほか、きめ細やかに支援できる体制づくりが必要

です。 

 
資料：母子保健事業報告年報を基に作成 
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④ 妊娠・出産・子育てに係る多くの情報を区ホームページや子育てハンドブックに掲載しているほか、

子育て応援メールで胎児やこどもの年齢に合わせた情報を定期的に配信しています。今後更に発信方

法や内容を整理し、すべての家庭が状況に応じた子育て支援情報を得られる環境づくりが必要です。 

 

 
資料：所管課実績を基に作成 

 

⑤ 出産後も就業を継続している女性が増えています。男性の育児休業取得率は上昇しているものの、

家事や育児の負担は女性側が高い傾向です。両親ともに仕事と家庭を両立しながら協力して子育てで

きるように、父親の主体的な子育てを更に推進するための支援が必要です。 

 

 
資料：所管課実績を基に作成 
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⑥ 核家族化の進行や地域のつながりの希薄化等により、児童虐待の一つの要因となる孤独・孤立を感

じながら子育てを行っている家庭が一定数存在しています。育児不安の解消や地域で子育てをサポー

トしやすい環境づくりなど、孤独・孤立を防止する対策の強化が必要です。 

 

⑦ 保育所の整備によって量の拡大が進んだ一方、障がいなど特別な支援が必要な児童の増加などに対

応することが求められています。保育の質の向上への取組に加えて、障がいなどがある児童に対する

支援を強化するなど、すべてのこどもに対する支援体制の整備が急務となっています。 

 

 
資料：所管課実績を基に作成 

 

⑧ こども・若者を取り巻く環境には、健やかな成長を阻むような有害な情報などがあふれており、実

際にトラブルに巻き込まれてしまう危険性があります。人格形成の途上にあるこどもたちが犯罪等に

より被害を受けた場合、その後の健やかな成長に与える影響は大きく、心身の不調等の精神的被害や

経済的被害、インターネット等を通じた誹謗中傷を含め、二次的被害に苦しむこともあります。こど

もたちが犯罪等に巻き込まれないよう、地域における見守り活動や環境浄化運動等に取り組むととも

に、こどもの心のケアにおいては、その悩みや不安を受け止めて相談にあたることや、関係機関が連

携して必要な支援を行っていくことが求められています。 

 

⑨ 新型コロナウイルス感染症流行の影響等により、生活におけるデジタル化の推進が加速する一方で、

こどもたちが社会性や協調性を育むことのできる地域活動への参加や多世代交流、こどもたちが主体

的に関わることのできる活動の場や機会が減少しています。地域で活動する団体のスキルアップを図

るとともに、地域での体験を通じ成長したこどもたちが次の活動の担い手となるなど、こども・若者

を主体とした地域活動が継続して循環していく仕組みが必要とされています。 

 

⑩ 地域のつながりや支えあいの希薄化等による地域社会の教育力の低下や、家庭教育が困難な現状が

指摘されています。また、急激な社会の変化に伴い、こどもたちや学校が抱える課題は、ますます複

雑化・困難化しています。そのような状況の中、学校・家庭・地域が総がかりでこどもたちを取り巻

く課題への対応や学びの充実に取り組み、こどもたちを育てていくことが求められています。 

（人） 
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▶ 施策の方向性 

 

①妊娠期から切れ目なく子育て家庭を支える支援の充実 

  妊娠・出産・子育てに関する不安や負担を軽減し、子育てに伴う喜びを実感できるよう、

保健と福祉の両面から親子に寄り添い、妊娠期から段階に応じた相談支援や子育てサービス

を切れ目なく提供します。 

 また、身近な場所で相談を受けられる体制を整備するとともに、こどもや子育て家庭に必

要な情報が必要な時期に届けられるよう、ＩＣＴを活用した発信を強化します。 

②こどもの健やかな成長を支える保健体制の充実 

  乳幼児の疾病や障がい等を早期に発見し、適切な治療や療育へつなぐため、出産後から就

学前まで切れ目のない健康診査を実施します。また、円滑な支援や就学につなぐため、健康

診査事業を更に充実させ、関係機関と連携して支援します。 

③仕事と子育ての調和がとれた暮らしの実現 

  積極的に子育てをする男性の割合を高め、家事・育児を男女の区別なく同様に行う意識の

醸成に向けた取組を推進します。 

 また、乳幼児期から学童期における多様な保育の場を確保し、必要な時期から保育を受け

られる環境の充実を図ることで、仕事と子育てを両立しやすい環境を整備します。 

④こども・若者の健やかな成長と子育てを支える地域づくり 

  こども・若者の健やかな成長を地域で支えるため、こどもの健全育成に寄与する活動や地

域コミュニティの核としての学校づくり、子育て家庭を支援する新たな担い手の発掘・養成

等を進め、地域社会全体でこどもや子育て家庭を支援します。 

 また、こども・若者にとって安全・安心な地域環境の整備を進めます。 
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▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 大田区子ども・若者計画 

2 大田区子どもの貧困対策に関する計画【おおた 子どもの生活応援プラン】 

3 おおた健康プラン（第三次） 

4 
第４期大田区次世代育成支援行動計画、第２期大田区子ども・子育て支援事業計画 

【大田区子ども・子育て支援計画】 

5 第４期大田区教育振興基本計画【おおた教育ビジョン】 
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基本目標１ 未来を創り出すこどもたちが夢と希望をもって健やかに育つまち 

施策１－３ 
豊かな人間性と確かな学力を身に付け、グローバル社会を創造

的に生きるこどもの育成 

 

▶ めざす姿 

① こどもたちが社会の様々な課題について主体的に考え、周りの人々と協働する学習を通して、課題

を発見・解決する力や新たな価値を創造する力が育まれています。また、情報社会に主体的に参画し、

情報技術を適切かつ効果的に活用していく力が育まれています。 

② 英語での実践的なコミュニケーション能力、我が国や郷土の伝統・文化を尊重する心、異なる文化

や価値観を理解しともに生きる態度などを備えた、世界とつながる国際都市おおたを担う人財が育っ

ています。 

③ 主体的な学習や話しあいによりお互いの考えを深める協働的な学習を通して、こどもたちはウェル

ビーイングを実感しながら自分らしく成長しています。 
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▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

５年生まで（１、２年生のと

き）に受けた授業では、課題の

解決に向けて、自分で考え、自

分から取り組んだ児童・生徒の

割合 

小６ 79.3％ 

中３ 81.4％ 

（令和６年度） 

全国平均以上 
全国平均 

+1.5ポイント以上 

地域や社会をよくするために何

かしてみたいと思う児童・生徒

の割合 

小６ 78.1％ 

中３ 73.9％ 

（令和６年度） 

全国平均以上 
全国平均 

+2ポイント以上 

自分とはちがう文化や考えを持

つ外国の人などと積極的に英語

でコミュニケーションをとって

話しあいたいと思う児童・生徒

の割合 

なし 現状値把握次第設定 現状値把握次第設定 

学級の児童（生徒）との間で話

しあう活動を通じて、自分の考

えを深めたり、新たな考え方に

気付いたりすることができてい

る児童・生徒の割合 

小６ 83.0％ 

中３ 84.6％ 

（令和６年度） 

全国平均以上 
全国平均 

+1ポイント以上 

自分には、よいところがあると

思う児童・生徒の割合 

小６ 83.4％ 

中３ 83.8％ 

（令和６年度） 

全国平均以上 
全国平均 

+2ポイント以上 

全国学力・学習状況調査におけ

る国語の平均正答率 

小６ 71％ 

中３ 59％ 

（令和６年度） 

東京都平均以上 
東京都平均 

+1ポイント以上 

全国学力・学習状況調査におけ

る算数・数学の平均正答率 

小６ 68％ 

中３ 54％ 

（令和６年度） 

東京都平均以上 
東京都平均 

+1ポイント以上 
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▶ 現状と課題 

① 総合的な学習の時間など、様々な学習の機会を捉えて地域・社会で活躍する人と関わり、地域課題

について学び、考える授業を展開しています。予測困難な未来社会を生きるこどもたちが、よりよい

社会を築いていくためには、課題を発見・解決する力や新たな価値を創造する力の育成が求められて

います。 

 

② 児童・生徒に１人１台のタブレット端末が配備され、ＩＣＴを活用した授業が定着しています。情

報技術が社会の中で果たす役割が増していく中、情報社会に主体的に参画していくための情報活用能

力の育成が求められています。 

 

 
資料：大田区教育委員会調査を基に作成  

 

③ 英語教育では、外国語教育指導員の活用等により、英語に慣れ親しみながら会話をする機会を増や

し、「聞く」「話す」「読む」「書く」の英語４技能を総合的に向上させています。グローバル化が進展

した社会において活躍するためには、英語での実践的なコミュニケーション能力を育成するとともに、

異文化に対する理解を深め、豊かな国際感覚を醸成することが求められています。 

 

英語検定３級以上を取得している生徒の割合（中学校第３学年） 

 
資料：大田区教育委員会調査を基に作成 



75 

 

④ 学校では、豊かな心や確かな学力、健やかな体の調和のとれたこどもを育てるため、豊かな情操や

道徳心の涵養、基礎学力の定着、体力向上や食育の推進などに取り組んでいます。今後の学校教育で

は、主体的な学習や話しあいによりお互いの考えを深める協働的な学習を通して、学びの質を高めて

いくことが求められています。また、こどもたちが幸福感や自己肯定感など自分自身のウェルビーイ

ングを実感しながら、社会の形成者として地域や社会全体の幸福を追求する心を育む学びが求められ

ています。 

 

⑤ 教師は、ＩＣＴ環境の効果的な活用やグローバル化への対応、特別支援教育の充実、いじめや不登

校等の生活指導上の課題への対応など、時代とともに変化する教育ニーズにも応えながら指導を行っ

ています。教育は人なりと言われるように、こどもたちの成長には教師の役割が大変重要です。教師

は、学校教育を取り巻く環境の変化に対応し、新しい知識・技能を学び続けるとともに、こどもたち

一人ひとりの可能性を最大限に引き出していけるよう、教師力を向上させていくことが求められてい

ます。 

 

⑥ 教師の長時間勤務が社会問題化する中、「大田区立学校における働き方改革推進プラン」を策定し、

学校における働き方改革の取組を推進しています。しかし、１か月の時間外在校等時間が 45 時間を

超える教職員の割合は依然として 32％にのぼります。教師が心身の健康を損なうことなく働けるよう、

勤務環境を整える必要があります。 

 

１か月の時間外在校等時間が 45時間を超える教職員の割合 

 
 

資料：大田区教育委員会資料を基に作成 
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▶ 施策の方向性 

 

①予測困難な未来社会を創造的に生きる力の育成 

  社会の様々な課題を自分ごととして捉え、主体的に考え、他者と協働し、課題解決してい

く意欲や、予測困難な未来社会を切り拓いていくために重要な創造力や課題解決力、情報活

用能力を育成します。 

②世界とつながる国際都市おおたを担う人財の育成 

  英語での実践的なコミュニケーション能力を着実に高めるとともに、我が国や郷土の伝統

や文化に触れ、尊重する心や、異なる文化や価値観を持つ相手と積極的にコミュニケーショ

ンをとりながら、相手の考え方を理解し、互いに認めあった上で合意形成を図ったり、協力

していく態度を育成します。 

 また、国際社会・地域社会に関心を持ち、持続可能な社会を形成していく態度を育成しま

す。 

③確かな学力・豊かな心・健やかな体の育成 

  こどもたちのウェルビーイングを高めながら、確かな学力や意欲を持って自ら学ぼうとす

る資質・能力を育てます。 

 また、読書習慣の定着や道徳教育、命の教育などにより豊かな情操や道徳心を培い、自立

した人間としてよりよく生きるための豊かな心を育みます。さらに、運動習慣の確立や食育

の推進などにより生涯にわたって健康の維持増進を図る態度を育みます。 

④こどもたちの可能性を引き出す学校力・教師力の向上 

  こどもたちの未来を創り出す力を育成するため、こどもたち一人ひとりの最適な学びを実

現する授業改善を推進します。また、学校における働き方改革を推進し、教師がこどもたち

に向きあう時間を確保するとともに、研修の充実等により教師が備えるべき資質・能力を高

め、教師の指導力を一層向上させます。 

 さらに、質の高い教育の実現や複雑化・困難化する教育課題に対応するため、地域と連携

しながら学校の組織的な運営力を向上させます。 

 

▶ 関連する個別計画 
 

No 計画名 

1 第４期大田区教育振興基本計画【おおた教育ビジョン】 
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基本目標１ 未来を創り出すこどもたちが夢と希望をもって健やかに育つまち 

施策１－４ 一人ひとりが自分らしく学べ、個性と能力を伸ばす教育環境の整備  

 

▶ めざす姿 

① いじめ、不登校などの様々な困難や悩みのあるこどもや、障がいの有無にかかわらず多様な個性と

能力のあるこどもの状況に合わせて切れ目なく対応、支援する教育環境が整えられています。また、

こどもが問題や悩みを相談しやすい環境が整備され、すべてのこどもが自分らしくいきいきと成長し

ています。 

② 安全・安心で快適に過ごせる魅力ある学校施設のもと、多様な学習活動に対応した柔軟で創造的な

学習空間が整備され、すべてのこどもの可能性が最大限に引き出されています。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

障がいのある人もない人も誰も

が平等に学べるようになってい

ると思う児童・生徒の割合 

なし 現状値把握次第設定 現状値把握次第設定 

困りごとや不安がある時に、先

生や学校にいる大人にいつでも

相談できる児童・生徒の割合 

小６ 64.4％ 

中３ 66.4％ 

（令和６年度） 

全国平均以上 
全国平均 

+2.5 ポイント以上 

築年数が 80 年を超えない学校

が整備されている割合（躯体
く た い

の

健全性調査結果を踏まえ、80 年

を超えて使用する学校を除く） 

100% 

（令和５年度） 
100% 100% 
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▶ 現状と課題 

① 学校は、障がいのあるこども一人ひとりの教育的ニーズを把握し、それに対応した適切な指導や支

援を行う特別支援学級や特別支援教室（サポートルーム）等を設置し、個々に応じたきめ細かな指導

を行っています。すべての教職員が障がいや特別支援教育に係る理解を深めるとともに、一人ひとり

の教育的ニーズに応じた多様な学びの場を整備していくことが求められています。 

 

特別支援学級・特別支援教室（サポートルーム） 児童・生徒数 

 
資料：大田区教育委員会資料を基に作成  
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② 大田区いじめ防止対策推進条例により、いじめの未然防止や早期発見・早期対応の取組を総合的か

つ効果的に推進しています。また、増加傾向にある不登校の未然防止や早期支援を行っています。引

き続きいじめ対策を徹底し、すべてのこどもが安心して学校生活を送れるようにする必要があります。

また、不登校のこどもに対しては、安心して過ごせる居場所づくりや学習機会の確保が求められます。 

 

 
資料：大田区教育委員会資料を基に作成 

 

③ 学校施設については、施設数や整備状況、建物の健全度などを踏まえた計画的な老朽化対策を進め

ています。今後大量に見込まれる学校施設の改築等の需要に対応し、工期短縮などを図りながら改築

等をペースアップしていく必要があります。また、災害時の避難所機能や環境に配慮した学校づくり

が求められます。 

区立小中学校の築年別延床面積の割合（令和５年度末時点） 

 
資料：大田区教育委員会資料を基に作成 

 

区立小中学校 

総延床面積 

約 60万㎡ 
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④ 児童・生徒や教師へのタブレット端末の配備や各教室への電子黒板の配備など、様々な学習の場面

においてＩＣＴを活用できる環境が整備されています。児童・生徒の可能性を引き出す学びの充実に

向け、ＩＣＴ環境はもとより、多様な学びの姿に対応した学習環境の整備が求められています。 

 

「タブレットや電子黒板などを使った授業は、分かりやすいですか」に対する児童・生徒の回答 

 

 
資料：新おおた教育ビジョン策定に向けた児童・生徒及び保護者アンケート（令和４年度）を基に作成 
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▶ 施策の方向性 

 

①自分らしくいきいきと生きるための学びの支援 

  いじめ対応や不登校のこどもへの支援を徹底するとともに、障がいのあるこどもの将来の

自立と社会参加をめざした特別支援教育を充実させるなど、こども一人ひとりの状況に合わ

せて切れ目なく対応、支援する教育環境を整えます。 

 また、多様化するこどもの問題や悩みに対する相談機能を充実させ、こどもがより相談し

やすい環境をつくります。 

②柔軟で創造的な学習空間と安全・安心な 

教育環境づくり 

  学校施設について、時代の変化に対応した教育環境の向上と老朽化対策の一体的な整備を

推進するとともに、防災機能の強化と環境負荷低減を図ります。 

 また、ＩＣＴ環境はもとより、多様な学びの姿に対応した学習環境を充実させるととも

に、こどもの安全・安心を向上させるための教育を推進します。 

 

▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 第４期大田区教育振興基本計画【おおた教育ビジョン】 
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基本目標２ 文化を伝え育み誰もが笑顔でいきいき暮らすまち 

施策２－１ 高齢者一人ひとりが充実した暮らしを送るための環境の整備 

 

▶ めざす姿 

① 地域の見守り活動等を通じて、高齢者が孤立化することなく、日常生活における様々なトラブルに

対しても、十分に守られながら安心して暮らせるよう、必要なサービスが地域の多様な主体により、

適切かつ円滑に提供される体制が整っています。 

② 互いに助けあい、尊厳を持って暮らせる社会の実現に向けて、社会参加や介護予防など、様々な活

動を支援することで、高齢者一人ひとりが生きがいや役割を持って輝けるまちが実現しています。 

③ 支援や介護が必要となった場合でも、高齢者が自分らしい暮らし方を実現できるよう、効果的かつ

効率的にサービスが提供される体制が確保されています。 
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▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

地域とのつながりを実感してい

る高齢者の割合 

46.7％ 

（令和６年度） 
50％ 55％ 

要介護・要支援認定を受けてい

ない高齢者（75 歳以上 85 歳未

満）の割合 

82.6％ 

（令和５年度） 
82.8％ 83.0％ 

社会参加の状況 

スポーツ関係 22.7％ 

趣味関係 27.0％ 

収入のある仕事 32.3％ 

（令和４年度） 

スポーツ関係 24％ 

趣味関係 28％ 

収入のある仕事 35％ 

スポーツ関係 25％ 

趣味関係 30％ 

収入のある仕事 40％ 

（令和13年度） 

地域密着型サービスの整備状況 

認知症高齢者グループ 

ホーム 43拠点・844人 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 ５拠点 

（看護）小規模多機能型 

居宅介護 ８拠点 

（令和５年度） 

認知症高齢者グループ 

ホーム 45拠点・880人 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 ８拠点 

（看護）小規模多機能型 

居宅介護 10拠点 

― 

介護サービス従事者の離職率の

縮小（定着率の向上） 

16.3％ 

（令和４年度） 
全国値を下回る 全国値を下回る 
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▶ 現状と課題 

① 大田区の高齢者人口及び高齢化率について、ここ数年は横ばいで推移しており、令和６年 10 月１

日時点の高齢者人口は 164,158 人、高齢化率は 22.2％となっています。令和 22 年には団塊ジュニア

世代が 65 歳となり、高齢者人口が増加する一方で、生産年齢人口が減少することから、高齢者がと

もに支えあう地域づくりや見守り体制の強化を進めていくことが求められています。 

 

高齢者人口（65 歳以上） 

 
資料：大田区住民基本台帳人口（各年 10月１日現在）を基に作成 

 

② 日常生活自立度Ⅰ以上の「何らかの認知症を有する」と判定される方は、区内の高齢者の 15～

16％程度と推計しており、今後増加していくことが見込まれます。認知症になっても住み慣れた地域

で安心して暮らし続けるためには、予防に向けた取組の強化や、早期に医療へつながる体制づくり、

また、成年後見制度の利用促進や老いじたくを推進して権利擁護を図ることが必要です。 

 

認知症高齢者数の推計 

 
資料：大田区による推計値を基に作成 
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③ 大田区内の要介護・要支援認定者数は、令和５年度時点で 32,449 人となっており、年によって増

減が見られるものの、増加傾向にあることがうかがえます。いずれの要介護度においても増加が見込

まれる中、特に要介護３以上の比較的重度な認定者の増加が予想されており、地域で支える体制の整

備や、介護予防・重度化防止に取り組む必要があります。 

 

要介護・要支援認定者数の推移と将来推計 

 
資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（各年 10 月１日現在）を基に作成、 

令和６年以降は大田区による推計結果を記載 
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④ 要介護・要支援認定者のうち、何らかの介護（予防）サービスを利用する人の割合は、平成 29 年

度から 80％を超えており、介護（予防）サービスの利用者数は、2.5～2.7 万人程度で推移しています。

認知症高齢者や要介護者等が環境変化の影響を受けやすいことに留意し、自宅を中心とする住み慣れ

た地域で生活を継続するためには、様々なサービスの提供を一層充実させていくことが求められます。 

 

介護保険サービスの利用状況 

 
資料：東京都国民健康保険団体連合会「介護給付実績分析システム」を基に作成 
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▶ 施策の方向性 

 

①高齢者の見守り体制の強化・推進 

  日々の高齢者の暮らしと接点のある新たな見守り推進事業者の参入を積極的に進めなが

ら、民生委員、自治会・町会、事業所等の連携を強化し、きめ細かに、緩やかな見守りを続

けられる体制の拡充に取り組みます。 

 また、地域で孤立した高齢者や身寄りのない高齢者など、他者との接点・交流が保ちにく

い高齢者が増える中、重層的支援体制整備事業を推進していくために、身近な相談窓口とし

て地域包括支援センターを核とした見守り事業の充実を図っていきます。 

②共生と予防を軸とした認知症高齢者への支援 

  認知症の人が尊厳と希望をもち、同じ社会でともに生きる地域共生社会の実現に向けて、

各種講座や研修等を開催することで、認知症について正しく理解し、認知症の人や家族をあ

たたかく見守ることができる地域づくりに取り組みます。 

 また、認知症の予防に向けた取組として、運動や社会参加等による生活習慣を改善するた

めの環境整備を進めていきます。 

③高齢者の就労・地域活動の支援 

  大田区 いきいき しごと ステーション（高齢者等就労・社会参加支援センター）、シルバー

人材センター、シニアステーション糀谷、シニアクラブなど、就労や社会参加を支援する多

様な機関の連携強化を進め、新たな職業スキルの習得や、生きがいとしての社会活動を通じ

て、多くの高齢者が地域の貴重な支え手として活躍できる仕組みづくりを推進していきま

す。 

 また、高齢者が継続して元気維持・介護予防に向けた取組を行えるように、体操教室等の

介護予防事業を実施します。 

④介護人材対策の推進と介護サービス基盤の充実 

  地域包括支援センターや介護サービス事業者等との連携による、地域包括ケアシステムの

深化・推進に向け、多様な介護サービスの基盤整備支援や、ＩＣＴを活用した業務の効率

化・外国人材を含む多様な介護人材の確保・育成・定着に向けた取組を進めます。 

 

▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 
大田区高齢者福祉計画・第９期大田区介護保険事業計画 

【おおた高齢者施策推進プラン】 
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基本目標２ 文化を伝え育み誰もが笑顔でいきいき暮らすまち 

施策２－２ 本人の意思に寄り添う権利擁護の推進 

 

▶ めざす姿 

① 本人意思の尊重と自己決定支援の重要性の理解があらゆる世代に深まっています。支援者の拡充と

地域連携ネットワークの強化が進み、誰もが住み慣れた地域の中で孤立せず、成年後見制度等の必要

な支援を受けられ、元気なうちから将来に備えて前向きに安心した生活を送ることができています。 

② 自己決定の阻害要因となりうる配偶者暴力（ＤＶ）の防止等に向けた相談体制の強化が行われ、被

害者が早期に適切な支援につながり、安全が確保されています。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

成年後見制度の理解度 
32.8％ 

（令和６年度） 
40％ 45％ 

成年後見制度の利用者数 
1,293件 

（令和５年度） 
1,350件 1,400件 

大田区ＤＶ相談ダイヤルの認知

度 

30.0％ 

（令和６年度） 
34％ 38％ 
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▶ 現状と課題 

① 区の施策検証等に向けた大田区区民意識調査によると、成年後見制度について内容まで知っている

人は 30％程度となっており、区民の権利擁護に関する理解度は十分とは言えません。権利擁護に関す

る理解の不足や支援の拒否等によって権利侵害につながるおそれがあることから、権利擁護に関して

分かりやすく正確な周知・啓発が求められています。 

 

 
注：令和２年度は、区民意識調査で設問としていないため未掲載 

資料：区の施策検証等に向けた大田区区民意識調査を基に作成 
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② 頼れる親族がいない高齢者や障がい者の単身世帯が増加する傾向にあります。本人に必要な医療・

介護・福祉サービス等が届いていない、また、適切な金銭管理が難しくなっていても周囲に気付かれ

ないなど、地域生活の継続のために権利擁護が必要となる世帯が増えています。家族機能の低下や地

域のつながりが希薄化する中でも、支援等を必要とする方が適切な意思決定支援を受け、身寄りのな

い方も安心して地域生活を送ることができる権利擁護支援の仕組みづくりが必要です。 

大田区の高齢単身世帯数の推移と将来推計 

 
資料：総務省「国勢調査」（各年 10 月１日現在）を基に作成、令和７年以降は大田区による推計結果を記載 

 

③ 単身世帯や認知症高齢者の増加により、終末期医療や死後のことについて備えていないために、本

人の意向が分からず意思を尊重した対応が困難な事例が増えています。人生 100 年時代と言われる今

日において誰もが生涯を健やかに安心していきいきと暮らすことができるよう、本人の意思を尊重し

て、その実現を支援できる体制を構築する必要があります。 

認知症高齢者数の推移 

 
資料：大田区による推計値を基に作成 
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④ 人権に関する意識調査によると、一人ひとりの人権を尊重すべきであると考える区民の割合は

86.0％である一方、区民からのＤＶ相談ダイヤルの相談件数は令和元年度以降毎年 200 件を超えてい

ます。特に家庭内でのＤＶは外から見えにくいため、被害者の孤独・孤立につながりやすい傾向があ

ります。ＤＶ被害経験者のうち、相談したことのある人は少ない状況です。暴力の未然防止に向けて

更なる意識啓発を行うとともに、早期発見や支援につなげるため、相談先の周知を進める必要があり

ます。 

 
資料：所管課実績を基に作成 
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▶ 施策の方向性 

 

①権利擁護の正しい理解と周知啓発 

  成年後見制度や老いじたく等の適切な利用が進むことで、本人の意思の尊重が重視され、

また、配偶者暴力（ＤＶ）防止に向けた意識啓発や相談先の周知によって自己決定の阻害要

因が取り除かれるよう取り組みます。区民の権利擁護に関する理解を深めるために、自ら備

えることも含めた広報と啓発の仕組みをつくっていきます。 

②地域の担い手の育成と相談体制の拡充 

  福祉関係従事者の権利擁護に関する知識と相談スキルの向上を図りながら、まちや地域に

おける支援の担い手のすそ野を広げられるよう、人材の確保と育成に取り組みます。 

 身近な地域で、困りごとを気軽に相談できる体制や専門的な相談にも対応できる体制を拡

充していくとともに、区民の方が支援を受ける受援力（人に助けを求めたり、受け取る力や

意欲）を高められるよう支援していきます。 

③地域連携ネットワークの強化 

  専門職団体や福祉関係機関、地域団体、医療機関、金融機関等と連携することで、地域で

の見守りの機能を強化し、認知症高齢者や障がい者など権利擁護支援が必要な方を早期発見

し、早期支援につなげていく仕組みを構築します。 

 地域連携ネットワークの支援機能を一層充実するとともに、複合的課題を抱える世帯につ

いては、重層的支援会議や権利擁護支援検討会議等と連携して、支援チームによる包括的な

支援体制を強化します。 

 

▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 大田区地域福祉計画・大田区成年後見制度等利用促進基本計画 

2 第８期大田区男女共同参画推進プラン 

3 
大田区高齢者福祉計画・第９期大田区介護保険事業計画 

【おおた高齢者施策推進プラン】 

4 

大田区障害者計画、第７期大田区障害福祉計画、第３期大田区障害児福祉計画、大田区発達障

がい児・者支援計画 

【おおた障がい施策推進プラン】 
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基本目標２ 文化を伝え育み誰もが笑顔でいきいき暮らすまち 

施策２－３ 障がいの有無等にかかわらず、安心して暮らせる支援の充実 

 

▶ めざす姿 

① 生活上の困りごとを抱えており、支援を必要とする誰もが住み慣れた地域で必要とするサービスを

自らの意思により選択し、自分の個性や強みを活かしながら社会活動や経済活動に参加し、安心して

暮らしています。 

② 誰一人取り残さない社会的包摂（ソーシャルインクルージョン）の視点から、福祉教育や啓発など

を通じて、障がいのある人もない人も、お互いにその人らしさを理解し認めあいながら、ともに生き

る社会が実現しています。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

障害福祉サービス等利用者の満

足度 

75％ 

（令和４年度） 
85％ 

90％ 

（令和 13年度） 

障害者差別解消法の理解度 
20.3％ 

（令和６年度） 
28％ 36％ 
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▶ 現状と課題 

① 令和４年度大田区障がい者実態調査の結果によると、生活における不安や困っていることとして

「親が亡くなった後のこと」が最も多くなっています。障がい者本人や介護者の高齢化、本人や家族

が抱えている親亡き後の不安等を踏まえ、介護者が不在の際や緊急時にも、安心して頼れる場所を確

保していくことが必要です。 

 

 
資料：令和４年度大田区障がい者実態調査を基に作成 

 

② 令和４年度大田区障がい者実態調査の結果によると、今後充実を希望する障がい施策として「相談

支援や情報提供の充実」と回答した割合は 26％となっています。親亡き後の不安、生活困窮、高齢化、

障がい者と要介護者の親の同居世帯への支援等、様々な課題に対して、包括的な相談支援体制の充実

が求められています。 

 

 
資料：令和４年度大田区障がい者実態調査を基に作成 
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③ 令和６年度区の施策検証等に向けた大田区区民意識調査によると、障害者差別解消法について、

「知らない」又は「聞いたことはあるが、内容までは知らない」と回答した割合が 78.7％となってい

ます。障害者差別解消法の内容及び合理的配慮について認知度が向上するよう、一層の普及啓発が必

要です。 

障害者差別解消法の理解度 

 
資料：令和６年度区の施策検証等に向けた大田区区民意識調査を基に作成 

 

④ 令和４年度大田区障がい者実態調査の結果によると、意思の伝達を図る際に道具や用具が必要であ

るにもかかわらず「使うことができない」方が一定数います。障がい特性に応じた意思疎通手段の利

用を促進するとともに、障がいの有無にかかわらず等しく情報取得が可能となるよう情報発信するこ

とが求められています。 

 

 
資料：令和４年度大田区障がい者実態調査を基に作成 
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▶ 施策の方向性 

 

①相談支援体制の充実・強化 

  障がい者や生活困窮者等、困りごとを抱える方が必要なサービスを利用しながら、自らの

個性や強みを活かし、自らの意思で選択・決定をし、自分らしく地域で暮らし続けられるよ

う、関係機関が相互に積極的に連携し、相談支援体制の充実・強化に取り組んでいきます。 

②障がい者等の地域生活の支援 

  障がい者一人ひとりの意思を尊重し自分らしく生きることができるよう、社会参加や社会

活動を充実させるとともに、障がいの重度化や、本人や介護者の高齢化、本人や家族が抱え

ている親亡き後の不安等を踏まえ、安心して頼れる場所を確保するなど、地域での暮らしを

支えるための支援体制の充実を図ります。 

③障がいへの理解の推進 

  障がいを理由とする差別の解消、意思疎通支援や情報保障の促進、地域との交流の促進

等、障がいのある人もない人も地域の中でつながり、支えあう共生社会の実現に向けた取組

を推進していきます。 

 

▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 大田区地域福祉計画・大田区成年後見制度等利用促進基本計画 

2 

大田区障害者計画、第７期大田区障害福祉計画、第３期大田区障害児福祉計画、大田区発達障

がい児・者支援計画 

【おおた障がい施策推進プラン】 
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基本目標２ 文化を伝え育み誰もが笑顔でいきいき暮らすまち 

施策２－４ 人や地域とのつながりでお互いに支えあう体制づくり 

 

▶ めざす姿 

① 多くの区民や多様な主体が地域活動に参加し、自治会・町会をはじめとした地域団体、行政、関係

機関等が連携・協力し、地域課題の解決に向け、継続的に活動しています。 

② 共生や社会的包摂の理念が広がり、区民、地域団体、企業等の誰もが、お互いを尊重し、「支え手」

「受け手」の関係を越えて、地域の支えあいのための活動に参加し、誰一人取り残されることなく、

つながりを感じる地域となっています。 

③ 悩みや困りごとが複数あったとしても、どこかの相談窓口につながれば、そこから課題に応じて必

要な支援サービスの提案を受けることができ、適した支援者のチーム一丸でのサポートにより、安心

して生活ができています。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

自治会・町会への加入世帯数 
244,470世帯 

（令和５年度） 
244,000世帯 244,000世帯 

自治会・町会が連携・協働した

地域の企業、団体、ＮＰＯ等の

団体数 

1,951団体 

（令和５年度） 
2,125団体 2,300団体 

現在住んでいるまちで何らかの

地域活動に参加したいと思う区

民の割合 

47.9％ 

（令和５年度） 
50％ 55％ 

ユニバーサルデザインの理解度 
67.6％ 

（令和６年度） 
70％ 85％ 

普段の生活について、孤立感や

孤独感がないと感じる区民の割

合 

66.7％ 

（令和６年度） 
70％ 72％ 
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▶ 現状と課題 

① 価値観の多様化や単身世帯の増加など、社会構造の変化により「地域のつながり」が希薄化し、自

治会・町会の加入率が年々減少しています。高齢者等の見守りや災害時の共助を推進するため、区民

の自治会・町会活動への理解を深め、加入促進を図る必要があります。 

 

 
資料：所管課実績を基に作成 

 

② 自治会・町会の担い手不足により、活動の停滞等のリスクが高まっている一方で、普段の生活の中

で近隣の住民同士が支えあうため、「日頃から声をかける」や「地域活動に参加する」など「できる

ことがある」と答えた区民の割合は 80％もおり、助けあいの基盤があることがうかがえます。自治

会・町会をはじめとした地域活動団体の困りごととして、担い手不足が課題となっている一方で、単

発・短時間での参加など特徴次第では参加したいと答えた方が 80％を超えており、地域活動への参加

方法の工夫が必要となっています。 

 

普段の生活で近隣の住民同士が自主的に支えあうために自分ができること 

 
 資料：大田区地域福祉計画実態調査報告書（令和５年３月）を基に作成 
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③ 単身世帯の割合が上昇し続けている中で、社会からの孤立を感じている方が約 25％もいます。そう

した方の中には誰にも相談できずに必要な支援につながれていない方がいます。地域や社会から孤立

している方をサポートし、地域社会資源等につなげる支援が必要です。そのためには、人と人がつな

がる、孤立を生まない・多様性を認めあう地域づくりが必要です。 

 

 
資料：大田区地域福祉計画実態調査報告書（令和５年３月）を基に作成 

 

④ 「ユニバーサルデザイン」の認知度は令和元年度と比較して高くなっていますが、定義までよく理

解している区民は約 30％にとどまっています。区民を対象とした普及啓発事業に多くの区民が参加で

きるよう工夫を重ね、ユニバーサルデザインへの理解が広まるよう取り組む必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：区の施策検証等に向けた大田区区民意識調査を基に作成 
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⑤ 区民が抱える困りごとを、世帯全体に及ぶ課題を含めて、年齢や分野などによる切れ目なく受け止

める相談支援体制が求められています。各相談窓口・支援機関が、本人に寄り添い、相談内容を丁寧

に聞き取り、必要に応じて他の専門機関につなぐなど、包括的な相談体制を強化していく必要があり

ます。 

 

 
資料：大田区地域福祉計画実態調査報告書（令和５年３月）を基に作成 
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⑥ 生活困窮やひきこもり状態、虐待など、福祉サービスを必要としている方の地域生活課題が、多様

化・複雑化しています。複合的な課題を抱える世帯に対して、支援分野を越えた多機関・多職種のチ

ームにより支援する体制を整備していく必要があります。 

 
資料：令和４年度大田区障がい者実態調査を基に作成 

 
資料：令和４年度大田区高齢者等実態調査を基に作成 
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▶ 施策の方向性 

 

①多様な主体が参加する支えあいのネットワークの構築 

  区民や地域団体、企業などの多様な主体が地域活動に参加するきっかけを創出するととも

に、これらの主体が集い交流する拠点づくりや、主体と主体、拠点と拠点をつなぐ機能を強

化します。 

 また、地域の居場所やコミュニティの場を増やし、そうした場が区民にとっての身近な相

談の入口となり、区の関係機関と連携して、必要な支援につなげることで、支えあいのネッ

トワークの構築を図っていきます。 

②自治会・町会との連携・協働の更なる推進 

  地域のつながりを強化することが、暮らしの活力の創出、こどもや高齢者の見守り、防

犯・防災対策などの課題解決につながります。 

 持続可能な地域コミュニティの形成に向け、自治会・町会との連携・協働を更に推進して

いきます。 

③ユニバーサルデザインのまちづくりの推進 

  障がいの有無、年齢、性別、国籍、個人の能力にかかわらず、すべての区民がお互いを尊

重し、支えあいながら安心して暮らせるよう、福祉教育にも取り組み、心のバリアフリーの

理念の普及啓発と、区民の声を活かしたユニバーサルデザインのまちづくりを推進していき

ます。 

④分野横断の包括的な支援体制の強化 

  誰もが必要な支援を受けられるようにするため、各相談窓口や支援機関において、孤立や

生活困窮など様々な困りごとを、分野にかかわらず包括的に受け止め、必要に応じて、関係

機関が連携して支援できるよう、社会福祉法による重層的支援体制整備事業を推進します。 

 また、福祉人材育成・交流センター等の研修を通じて、区内福祉従事者が、包括的な支援

の視点を身に付けるための人材育成を進めると同時に、連携強化に向けた関係性の構築を図

ります。 
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▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 大田区地域福祉計画・大田区成年後見制度等利用促進基本計画 

2 
大田区高齢者福祉計画・第９期大田区介護保険事業計画 

【おおた高齢者施策推進プラン】 

3 

大田区障害者計画、第７期大田区障害福祉計画、第３期大田区障害児福祉計画、大田区発達障

がい児・者支援計画 

【おおた障がい施策推進プラン】 

4 大田区ユニバーサルデザインのまちづくり基本方針 

5 大田区公共施設等総合管理計画 
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基本目標２ 文化を伝え育み誰もが笑顔でいきいき暮らすまち 

施策２－５ 人々の相互理解と交流の促進 

 

▶ めざす姿 

① 国際交流事業の実施や、海外都市との交流、グローバル人材の育成などが日常的に行われ国際理

解が深まっており、日本人区民と外国人区民の相互理解のもと、多様性を活かした誰もが住みやす

いまちになっています。 

② 情報提供の多言語化など、「伝える情報」から「伝わる情報」への転換が図られるとともに、日本

語及び日本の生活習慣について、外国人区民の理解が進んでいます。また、多様な団体と連携し、

個々のケースに対応したきめ細かな支援が行われ、外国人区民も地域の中で一層安心して暮らせる

ようになっています。 

③ 男女共同参画社会についての理解が進み、あらゆる分野において、誰もが個性と能力を十分に発

揮し、いきいきと活躍しています。また、性別だけでなく、年齢や出身、障がいの有無などの違い

にかかわらず、一人ひとりの人権が尊重され、多様な個性を認めあい、自分らしく生きられる社会

が実現しています。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

日本人と外国人が互いに認めあ

い、暮らしていると思う日本

人・外国人区民の割合 

日本人 57.4％ 

（令和６年度） 

外国人 79.8％ 

（令和４年度） 

日本人 60.5％ 

外国人 84.8％ 

日本人 63.5％ 

外国人 88.8％ 

現在住んでいるまちが暮らしや

すいと感じている外国人区民の

割合 

85.0％ 

（令和４年度） 
88.5％ 91.3％ 

家庭生活における男女の地位が

平等であると思う区民の割合 

46.1％ 

（令和５年度） 
50％ 55％ 

今の日本は、人権が尊重されて

いる社会だと思う区民の割合 

66.5％ 

（令和６年度） 
68.5％ 70.5％ 
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▶ 現状と課題 

① 地域の日本人の知り合いを「もっと増やしたい」と思う外国人区民が 50％以上であるのに対し、外

国人の知り合いを「もっと増やしたい」と思う日本人区民は 30％以下と低くなっています。多文化共

生のまちづくりに対する認識にも、日本人区民と外国人区民に違いが認められるなど、それぞれの多

文化共生意識の違いを示しており、相互理解に向けての更なる意識醸成が求められています。 

 

 
資料：令和４年度大田区多文化共生実態調査を基に作成 
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② 外国人区民が日常生活で困っていることとして、税金等の仕組みや日本語の理解についてが上位と

なっており、制度や言語の壁に直面していることが分かります。情報や事業が、適切かつ迅速に届く

よう、様々な媒体を活用して幅広く提供していくことが求められます。また、多岐にわたる課題に的

確に対応するために、多様性・包摂性のある取組が必要です。 

 

 
資料：令和４年度大田区多文化共生実態調査を基に作成 

 

③ 男女共同参画に関する意識調査や大田区政に関する世論調査の結果から、区民の男女平等に関する

意識は、決して高くない状況となっています。引き続き、「エセナおおた」にて男女共同参画を目的

とした講座を実施するとともに、情報誌や区報等を活用して広く男女共同参画について周知し、区民

の意識啓発につなげていく必要があります。 

 

 
資料：男女共同参画に関する意識調査を基に作成 
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④ 一人ひとりの人権を尊重すべきであると回答した区民の割合は 86.0％でした。その一方で、特に問

題があると思う人権問題については、様々な課題が選ばれています。これまでの人権問題に加え、近

年ではインターネット上での人権侵害が深刻化するなど、新たな課題が表面化しています。多様な個

性を認めあう人権意識の向上が求められています。 

 

「次の人権問題のうち、特に問題があると思うものはどれですか。（複数回答）」に対する回答 

 
資料：令和５年度大田区人権に関する意識調査を基に作成 
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▶ 施策の方向性 

 

①国際理解・国際交流の推進 

  日本人区民と外国人区民が相互に理解しあい、顔の見える関係となるよう、地域の特色

を活かした事業を通して交流を支援するとともに、多くの外国人区民が地域で活躍できる

環境を整えます。 

 また、海外諸都市との多彩な交流を行い、グローバル人材の育成を推進しながら、様々

な国際理解の機会を提供します。 

②コミュニケーション支援及び 

外国人区民も暮らしやすい生活環境整備 

  情報の多言語化を通して、外国人区民のライフステージ・ライフシーン別の行政情報を

効果的に発信し、生活や暮らしに密着した情報を分かりやすく提供します。 

 また、外国人区民の日本語習得の学習機会を増やすなど、大田区での生活を円滑に送る

ための取組を進めます。 

 日常生活での困りごとを気軽に相談できる多言語対応の相談窓口を運営するほか、様々

な団体とのネットワークを活かし、多文化共生施策を効果的に推進します。 

③人権と多様性を尊重する意識の醸成 

  あらゆる人の人権が尊重され、年齢や性別、出身、障がいの有無などの違いにかかわら

ず多様性を認めあい、差別やハラスメントのない社会づくりのための施策を進めます。パ

ネル展や講演会などの催しをはじめ、ホームページや啓発冊子などの媒体を通して、継続

的に啓発事業を推進します。 

 また、男女共同参画社会の実現に向け、男女平等推進センター「エセナおおた」で実施

する講座やセミナーのほか、情報誌や区報等を通して男女共同参画についての理解啓発に

取り組みます。 

 

▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 「国際都市おおた」多文化共生推進プラン 

2 第８期大田区男女共同参画推進プラン 
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基本目標２ 文化を伝え育み誰もが笑顔でいきいき暮らすまち 

施策２－６ 地域全体での健康づくりの推進と地域医療の充実 

 

▶ めざす姿 

① 効果的な啓発などにより誰もが健康に関心を持ち、学校、職場、地域などのつながりの中で一人ひ

とりが自分の価値観やライフスタイルに基づいた健康づくりに取り組み、次のライフステージも見据

えた生活習慣等を改善することで、生涯を通じて心身の健康が維持され充実した日々を送っています。 

② 住み慣れた地域で日常から適切な医療を受けられ、新たな感染症の発生などの健康危機発生時にお

いても、迅速に必要な医療を受けることができています。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

65歳健康寿命（要介護２） 

男性 82.35 歳 

女性 85.75 歳 

（令和４年） 

延伸 

（※65歳平均余命の

延伸分を上回る） 

延伸 

（※65歳平均余命の

延伸分を上回る） 

特定健診受診率（国民健康保険

被保険者） 

38.0％ 

（令和４年度） 
39.8％ 

40.0％ 

（令和 11年度） 

主観的健康感 
64.5％ 

（令和６年度） 
増やす 増やす 

かかりつけ医、歯科医、薬局い

ずれもある区民の割合 

29.5％ 

（令和６年度） 
31.0％ 32.5％ 
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▶ 現状と課題 

① 平成 28 年と令和４年の 65 歳健康寿命（要介護２）と 65 歳平均余命の差を比較すると、男性では

0.17 歳、女性では 0.22 歳縮小しています。若いうちから次のライフステージを見据えて生活習慣の

維持・改善、生活習慣病の発病予防等に取り組むことで、健康寿命の延伸を図り、不健康な期間（平

均余命と健康寿命の差）を短縮する必要があります。 

65 歳平均余命と 65歳健康寿命（要介護２）の推移 

 
資料：東京都保健医療局「都内各区市町村の 65歳健康寿命」を基に作成 

※65歳平均余命と 65 歳健康寿命（要介護２以上）の推移を比較しやすくするため、 

65歳平均余命は、実際の数値に 65 を加算した数値を用いて作図 

 

② 国民健康保険被保険者における特定健診受診率は令和４年度では 38.0％となっていますが、特別区

平均の 40.9％より低く 17 番目に位置しており、近年は下位層で推移しています。自身の健康状態を

把握し適切な予防や医療につなげていくために、科学的根拠や人工知能等を活用した効果的な健康啓

発・勧奨などを継続することで、健康への関心を高めていくことが必要です。 

 

特定健診受診率の特別区比較 

 
資料：大田区国民健康保険 第３期データヘルス計画を基に作成 

 

(年) (年) 
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③ 令和３年度実施の健康に関する質問票調査の結果等から、男女ともに、主観的健康感が高い区内地

区では、標準化死亡比（ＳＭＲ）が低い傾向が見えました。地域や事業者等と連携し、心身の健康づ

くりだけでなく、生きがいや社会とのつながりなど、様々な側面から「自分は健康だ」と感じられる

健康づくりの視点が求められています。 

 

18地区における主観的健康感と標準化死亡比（ＳＭＲ）の相関関係 

 
資料：令和４年度人生 100 年を見据えた健康寿命延伸プロジェクト事業業務委託報告書を基に作成 

 

④ 令和５年度実施の新たな大田区基本構想の策定に向けた区民アンケート結果によると、今の大田区

に対して、「健康に暮らせるまち」では「あてはまる」「ややあてはまる」が 62.2％の回答に対し、

「新たな感染症など、あらゆる脅威に強いまち」では 32.0％となっています。日常から誰もが住み慣

れた地域で暮らしていけるよう、関係機関等と連携した医療体制を提供するとともに、新たな感染症

の発生等においても迅速に対応できる体制を整える必要があります。 

 

今の大田区はどんなまちだと思いますか。アンケート結果（大人） 

 
資料：新たな大田区基本構想の策定に向けた区民アンケート結果（令和５年度）を基に作成 
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▶ 施策の方向性 

 

①生涯を通じた心身の健康づくりの推進 

  若い世代から生涯を通じて切れ目なく健康意識を高め、バランスの取れた食生活、定期

的な運動、適切な休養・睡眠、歯と口腔の健康、こころの健康などによる疾病のリスクを

低減し、生活習慣病などの発病を予防します。 

 また、区民の健康づくりの継続のため、地域や事業者などと連携して取り組み、心身と

もにいきいきと暮らせる健康まちづくりにつなげていきます。 

②科学的根拠に基づく健康啓発の展開 

  健康づくりは、区民の健康状態や地域の特徴を調査分析した上で、適切に評価しながら

効果的に実施する必要があります。 

 このため、各種健診・検診データなどの科学的根拠に基づき、勧奨や健康啓発、健康教

育などを展開します。 

③健康に関する安全・安心の確保 

  平常時から関係機関等と連携することで、地域医療体制の充実や食、生活環境などの安

全・安心を確保するとともに、新たな感染症などの健康危機に対しても安全・安心の体制

を整備していきます。 

 

▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 おおた健康プラン（第三次） 

2 大田区国民健康保険 第３期データヘルス計画 

３ 大田区感染症予防計画 

 

  



113 

 

基本目標２ 文化を伝え育み誰もが笑顔でいきいき暮らすまち 

施策２－７ スポーツの楽しさが広がる環境の整備 

 

▶ めざす姿 

① スポーツのイベントや施設を利用して、多くの区民がスポーツに取り組んでおり、性別や年齢、障

がいの有無にかかわらず誰もがスポーツを楽しみ、豊かな生活を送ることができています。 

② スポーツが区民の生活に根差し、健康的な生活を送ることができるよう、誰もが気軽に身近な場所

で、ウォーキングやランニングなどのスポーツに取り組む環境が整備されています。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

区民スポーツ実施率 
66.5％ 

（令和６年度） 
70％ 72％ 

区のスポーツ環境に対する満足

度 

22.4％ 

（令和６年度） 
26％ 30％ 
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▶ 現状と課題 

① 区民がスポーツを実施するきっかけづくりとして、スポーツ推進委員や大田区スポーツ協会等と連

携し、区民スポーツまつり等の各種スポーツ事業を行っていますが、区民のスポーツ実施率は近年横

ばいで推移しています。スポーツ実施のきっかけとなる事業の情報を、スポーツに興味がない方に対

して、どのように伝えるかが課題となっています。 

 
資料：区の施策検証等に向けた大田区区民意識調査を基に作成 

 

② 大森ふるさとの浜辺公園を中心とする「新スポーツ健康ゾーン」において、スポーツ健康都市のシ

ンボルゾーンとして利活用を図る取組を行っていますが、区民の認知度は低くなっています。ゾーン

の範囲が広く、一帯での事業展開が難しい状況です。スポーツ機能の集積地にもかかわらず、区民が

スポーツを目的に回遊できるエリアとはなっていません。 

 
注：令和３年は、新型コロナウイルス感染症の影響で区民スポーツまつりが中止となったため未掲載 

資料：区民スポーツまつり参加者アンケートを基に作成 

 

③ 区内のスポーツ施設では、週末や夜間は多くの方が利用し、予約が取りづらい状況である一方で、

平日日中の利用率が低い状況です。利用者ニーズや地域バランスなどを踏まえ、スポーツ施設の多目

的な利用方法やあり方を検討する必要があります。また、働く世代の利用が少ない時間帯については、

ターゲットを絞った教室を開催するなど、具体的な検討も必要です。 
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▶ 施策の方向性 

 

①誰もがスポーツを楽しめる機会づくり 

  すべての区民が健康で豊かに暮らせるよう、スポーツに親しみ、楽しめる機会を創出し

ます。 

 こどもには体を動かす楽しさに触れるきっかけづくり、働き世代・子育て世代には、気

軽にスポーツに親しめるきっかけづくり等、ライフステージに応じた取組を地域のスポー

ツ活動団体等とも連携して行い、継続的なスポーツの実施を推進します。 

②ニーズに即したスポーツ環境の整備 

  多様化している区民のスポーツに関するニーズを把握し、適切に対応するとともに、将

来的な状況変化にも柔軟に対応できるよう、体育館や公園内のスポーツ施設など、施設の

あり方を検討していきます。 

 地域間のバランスや需要を踏まえ、施設整備の検討を進めるとともに、利用率の低い時

間帯の多目的利用を推進するなど、スポーツ施設の有効活用を図ります。 

 

▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 大田区スポーツ推進計画（改定版） 
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基本目標２ 文化を伝え育み誰もが笑顔でいきいき暮らすまち 

施策２－８ 心ときめく豊かな地域をつくる 文化資源の創造と継承 

 

▶ めざす姿 

① 誰もが気軽にかつ身近に文化芸術に親しめる環境を整えることで、年齢やライフスタイルにかかわ

らず、文化に触れあいながら自分らしく誇りを持って暮らしを楽しんでいます。 

② 区の貴重な歴史・文化資源の調査研究成果が展示等により公開されることで、区民が地域の歴史や

文化を深く理解しており、地元に愛着を持ちながら文化資源を守り継承しています。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

区の文化芸術環境に対する満足

度 

19.2％ 

（令和６年度） 
25％ 40％ 

区の文化や歴史に触れる機会が

あった区民の割合 

38.0％ 

（令和６年度） 
40％ 50％ 
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▶ 現状と課題 

① （公財）大田区文化振興協会と連携し、幅広い世代に対して芸術の鑑賞機会や伝統文化等に親しむ

機会を提供してきましたが、区民は区内の歴史や文化、芸術に親しめる環境に必ずしも満足しておら

ず、区民自身による文化芸術活動もあまり活発ではありません。区の文化芸術資源の活用環境や活用

手法を多様化することなどにより、鑑賞・体験機会の創出を強化し、文化芸術が区民の身近にある環

境を整えることや、区民・団体の自主的な文化活動を支援することが重要です。 

 

 

 
 

② 歴史的資源を調査・研究し、区民へ展示等を通して還元するなど、文化を身近に感じてもらう環境

を提供していますが、文化財の公開に当たっては、その調査・研究に多くの時間を要します。限られ

た人材・環境で調査研究を続けていくため、人材育成や資料等のデジタル化などの環境整備にも力を

入れていく必要があります。 
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▶ 施策の方向性 

 

①文化芸術に親しむ機会の創出 

  区民が暮らしの中で身近に文化芸術に触れ、体験する機会を増やし、区民の心が潤い豊

かな感性が育まれた心ときめくまちづくりを進めます。 

 区内に点在する文化施設での多彩な公演や豊富な区所蔵美術品の更なる活用、教育・福

祉・観光など他分野と連携したアウトリーチ事業等を推進します。また、文化の発信者と

なる人の支援・育成を通じ、区民のウェルビーイングを高めていきます。 

②地域の文化資源の保護・活用の推進 

  区の貴重な財産である文化資源の掘り起こし、収集、記録、保存とともに、資料同士の

有機的な結び付きに目を向け、歴史的事実の復原及び新たな事実の解明にも努めます。 

 区民が地域の文化に誇りを持ち次世代へ継承できるよう、文化資源を積極的に公開し、

高齢者やこどもなど誰もが自由に文化を享受できる機会の充実を図ります。 

 

▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 大田区文化振興プラン 
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基本目標２ 文化を伝え育み誰もが笑顔でいきいき暮らすまち 

施策２－９ 生涯にわたる学びの支援 

 

▶ めざす姿 

① 生涯にわたる多様な学習機会が確保され、学びあいを通じたつながりを育む場が充実し、それらを

支える環境が整っています。あわせて、これにより新たなコミュニティ形成を促す好循環を生み出し、

区民一人ひとりがいきいきと暮らしています。 

② 区立図書館が区民の知と読書活動の拠点として区民から親しまれているとともに、資料を仲立ちと

して、人と人とを出会わせ、結び付け、地域活動へと誘う、居場所、憩いの場としての機能が充実し

ています。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

最近１年間に生涯学習を行った

区民の割合 

40.5％ 

（令和６年度） 
45％ 50％ 

年１回以上図書館を利用する区

民の割合 

48.5％ 

（令和６年度） 
55％ 60％ 
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▶ 現状と課題 

① 不透明・不確実な時代において、社会の急速な変化に対応し、豊かに暮らしていくために、社会人

の学び直しをはじめとする生涯学習の必要性が高まっています。学びへの意欲は高いものの、時間・

情報の不足や様々な障壁により、意欲があっても実行できていない区民がいます。多様なニーズに応

じた学習機会の提案により、学び始めの支援を拡充する必要があります。 

 

 
資料：令和３年度生涯学習区民アンケート調査を基に作成 

 

② 世帯構成やライフスタイルの変化に伴い、地域社会を支える地縁・血縁等のつながりが希薄化し、

孤独・孤立の問題が顕在化しています。区が生涯学習を推進することにより「地域におけるつながり

が増える」ことが期待されています。区民が学びあい、交流することは、学びを通したつながりや支

えあう地域コミュニティの形成の要因となることから、より多くの区民が主体的に参加・交流する機

会や場をつくる必要があります。 

 

 
資料：令和３年度生涯学習区民アンケート調査を基に作成 
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③ 窓口や 24 時間対応のネット予約により、希望する図書館で本の受取ができ、いつでもどこでも利

用できる図書館サービスに努めています。また丁寧な窓口対応やレファレンスにより利用者満足度は

高い状況にあります。一方で、継続利用者の満足度は高いものの、図書貸出数は伸び悩んでいるため、

新たな利用者確保に向け、ニーズに対応した取組が必要です。また、区民が気軽に利用できる身近な

図書館づくりが求められています。 

 

 

図書館等の利用頻度 

 
資料：令和６年度区の施策検証等に向けた大田区区民意識調査を基に作成 

 

図書館利用者満足度 

 
資料：令和５年度大田区立図書館利用者アンケートを基に作成 
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▶ 施策の方向性 

 

①個人の学びの充実 

  区民が社会の構造的な変容に対応し、一人ひとりが豊かに暮らし、地域社会全体のウェ

ルビーイングを実現するため、生涯を通じた多様なニーズに応える主体的な学びの機会充

実に取り組みます。 

 また、様々な理由により学びの場に参加できていない区民も含む、誰一人取り残すこと

のない学びの条件整備を進めます。 

②学びを通じたつながり・活用の場の創出 

  学んだことを発表する機会や学びを通じて交流する機会を創出することで、個人の学び

を深めるとともに、学びを通じたつながりを育み、地域の課題解決や活性化につなげま

す。 

 区施設等を活用し、区民の学びあいを通じた地域コミュニティ形成を促します。 

③地域の学びを支える環境整備 

  区内では、多様な主体が特色ある区の資源を活用しながら学習機会を提供しています。

それらの資源を最大限活かし、区民の学びを支援するため、多様な主体と連携し、学習・

活動環境を整備します。 

 また、各主体別に提供している様々な学習情報を体系化し、区民が学びたいことと学び

の機会をつなげる情報発信を行い、地域の学びを支えます。 

④図書館機能の充実 

  いつでも、どこでも、誰でも利用しやすい図書館サービスの提供を実現し、知の拠点、

人と人を結び生涯学習などへつなげる地域の特色を活かした交流拠点としての機能整備

や、気軽に利用できる身近な図書館づくりに取り組みます。 

 また、ポストコロナの価値観の変化や、学びのスタイルの変化を踏まえ、中央図書館を

含む区立図書館の今後のあり方について検討を行います。 

 

▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 おおた生涯学習推進プラン 

2 第４期大田区教育振興基本計画【おおた教育ビジョン】 
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基本目標３ 豊かな環境と産業の活力で持続的に発展するまち 

施策３－１ 脱炭素化の推進と豊かな自然の継承 

 

▶ めざす姿 

 ① 省エネ・創エネ・蓄エネを通じたカーボンハーフの取組の進捗とともに、次世代クリーンエネル

ギーや新技術の社会実装が始まる中、「2050 年までの脱炭素社会の実現」に向けて、区民・事業

者・区が一体となって温室効果ガス排出量の削減に取り組んでいます。 

 ② 誰もが自然に配慮しながら人間活動を営んでおり、自然と共生する生活空間や職場環境が実現し

ています。生物多様性の恵みにより、区民の生活がより豊かとなり持続可能な環境負荷の低い経済

活動が成立しています。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

大田区内における温室効果ガス

排出量の削減率 

▲13.9％ 

（令和３年度） 
▲44% ▲55% 

大田区役所の温室効果ガス排出

量の削減率 

▲31.5% 

（令和５年度） 
▲45% ▲56% 

「生き物の豊かさ」の満足度 
27.0% 

（令和５年度） 
― 

40.0% 

（令和 12年度） 

みどり率 
25.30% 

（平成 30年度） 
27.86% 

28.37% 

（令和 12年度） 
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▶ 現状と課題 

① 令和３年度の大田区内における温室効果ガス排出量のうち、 CO2 が 91.5%を占めています。残り

8.5％の「その他ガス」は、ほとんどがエアコンの冷媒などに使用される代替フロンガスです。日常生

活や経済活動の中で排出する温室効果ガスの多くを占める CO2 を削減するため、区民・事業者・区が

一体となって、再生可能エネルギーの導入拡大や省エネ機器・設備の導入、省エネ行動による削減を

進める必要があります。 

 
 

 

 資料：オール東京 62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」による算定結果を基に作成 
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② 令和３年度の部門別 CO2排出量のうち、家庭部門は 30%を超え、大きな割合を占める排出部門です。

また、区民の大部分が何らかの省エネ行動を取っていますが、その取組内容に広がりが見られません。

家庭においては省エネ機器や再生可能エネルギーの導入を進めるとともに、区民一人ひとりが自分ご

ととして、日常生活の中で環境に配慮した省エネ行動を実践し、持続可能な生活様式へ転換していく

ことが重要です。 

 

 
資料：オール東京 62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」による算定結果を基に作成 

 
 

資料：大田区政に関する世論調査（環境配慮行動の取組数別人数割合）を基に作成 

 

平成 30 年 令和３年 令和５年 
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③ 令和３年度の CO2 排出量において、業務部門（事業所ビルや飲食店等のサービス関連産業及び公共

機関）は、基準年度の平成 25 年度以降減少傾向にありますが、部門別では 34.7％と２番目に多く、

産業部門（主に製造業）を合わせると約半分近くを占めています。環境と産業の好循環を生むために、

区の CO2 排出量の多くを占める業務・産業部門の脱炭素化は欠かせない課題です。各事業者は未来を

見据えて自ら行動変容を起こし、脱炭素化に向かう世界から選ばれる存在となる必要があります。 

 
資料：オール東京 62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」による算定結果を基に作成 

 

④ 大田区は東京の東南部に位置しており、多摩川、東京湾沿いの干潟、砂浜、魅力ある公園など多様

な自然があります。東京にはヒト・モノ・カネが集中することから、人間活動による環境負荷、温暖

化などの環境変化、外来種による影響などの諸課題を抱えています。地球規模の気候変動、ヒートア

イランド現象などに対応するため、生物多様性に配慮する必要があり、区民・事業者・区などあらゆ

る主体が自然と共生する豊かな社会をめざすことが求められます。 

 

生物多様性保全に貢献する取組を行っている区民の割合 

 
 

資料：大田区環境基本計画の策定に係る区民アンケート調査を基に作成 
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▶ 施策の方向性 

 

➀脱炭素ライフスタイルへの転換 

  地球温暖化を「自分ごと」として、日常生活や経済活動の中で環境配慮行動を実践し、

温室効果ガスの排出を最小限に抑える持続可能な生活様式「脱炭素ライフスタイル」への

転換を推進していきます。 

 取組成果の「見える化」と実践のサイクルを通じて、更なる取組強化を促すとともに、

区民・事業者・区などあらゆる主体が互いに「つながる」ことによって、「脱炭素ライフス

タイル」への行動変容の輪を広げていきます。 

 また、豊かな地球環境を継承していくため、未来を創り出すこどもたちの環境意識を高

め、持続可能な未来をつくる行動変容を促します。 

②脱炭素まちづくりの推進 

  区有施設の再生可能エネルギー導入や省エネルギー・省資源対策の徹底等、区自らが率

先して行動し、区役所の業務に起因するエネルギー消費量及び CO2 排出量を削減していき

ます。 

 あわせて、国や東京都の脱炭素施策の動きと連動し、区内全域への太陽光発電設備等の

再生可能エネルギー導入や省エネ機器・設備の導入を促進するとともに、次世代クリーン

エネルギーや新技術の社会実装を見据えた先駆的な取組を進め、区が牽引役となって区内

の建築物及び移動手段の脱炭素化を推進していきます。 

 区民・事業者・区が一体となって環境と産業の好循環を生む持続的な発展によって、に

ぎわいのある脱炭素まちづくりをめざします。 

③豊かな自然の継承 

  大田区の豊かな自然を後世に継承するため、誰もが生物多様性の価値を認識し地球環境

に配慮した社会づくりを進めます。区民・事業者・区などあらゆる主体による協働を推進

し、自然環境分野における環境教育を普及していきます。 
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▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 大田区環境アクションプラン 

2 大田区脱炭素戦略 

3 
大田区役所エコオフィス推進プラン（第６次）(大田区地球温暖化対策実行計画［事務事業

編］) 

4 大田区産業振興ビジョン 

5 大田区ＳＤＧｓ未来都市計画 

６ 大田区緑の基本計画グリーンプランおおた 
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基本目標３ 豊かな環境と産業の活力で持続的に発展するまち 

施策３－２ 持続可能な循環型社会の構築 

 

▶ めざす姿 

 ① 区民・事業者・区がそれぞれの役割と責任を認識し、ごみを出さない・つくらない工夫が日常生

活や事業活動などで定着しています。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

区民１人１日当たりのごみと資

源の総量 

585g 

（令和５年度） 
560g 524g 

 

▶ 現状と課題 

 ① 過去 10 年の区民１人１日当たりのごみと資源の総量は減少傾向にあります。また、令和５年度

に実施した大田区一般廃棄物組成分析調査では、可燃物として排出されたごみのうち、新たに資源

として取り扱っているプラスチックを含む資源物は 29.6%であり、可燃ごみに占める食品ロスの割

合は 10.4%でした。大田区一般廃棄物処理基本計画において重点施策とした「プラスチックごみの

削減」及び「食品ロスの削減」を中心とし、引き続き、資源やごみの適正排出を促進し、ごみの減

量やリサイクルの推進について、普及啓発に取り組む必要があります。 

 
 資料：大田区一般廃棄物処理基本計画を基に作成 



130 

 

② プラスチックの回収地域について令和４年 11 月から令和５年９月までを第Ⅰ期（約２万世帯）、令

和５年 10 月からを第Ⅱ期（約 12 万世帯）として対象地域を拡大しました。また、第Ⅱ期において

「プラ曜日」を設定したことで、残渣率
ざんさりつ

（プラスチック以外の混入率）が第Ⅰ期と比較して約 15％減

少しました。大田区環境アクションプランで掲げる温室効果ガスの削減に向け、令和７年４月からプ

ラスチック回収の区内全域実施を開始する予定です。今後、プラスチックが可燃ごみとしてではなく、

資源として出される割合の向上をめざし、普及啓発に取り組む必要があります。 

 

プラスチックの回収量 

 
資料：大田区一般廃棄物組成分析調査を基に作成 

  

▶ 施策の方向性 

 

①３R＋Renewable の推進 

  区民や事業者に対して、発生抑制（Reduce）、再使用（Reuse）を心がけるよう、様々

なツールを活用し、継続的かつ効果的な情報発信を行い、可能な限りごみを排出しない生

活様式の定着を図ります。排出される不要物については、可能な限り再生利用（Recycle）

に向けた排出を促し、再生可能な資源を無駄なく循環利用（Renewable）することを通じ

て、区民や事業者の意識改革と行動変容を促進し、環境負荷の低減に努めます。また、サ

ーキュラーエコノミー実現に向けた事業者の取組を促します。 

 

▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 大田区環境アクションプラン 

2 大田区一般廃棄物処理基本計画 

３ 大田区分別収集計画（第 10期） 

令和４年度 令和 5 年度 
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基本目標３ 豊かな環境と産業の活力で持続的に発展するまち 

施策３－３ 区内企業の自己変革の促進 

 

▶ めざす姿 

① 変化の激しい環境が続く中でも、区内企業が自社の本質的な課題を理解して、デジタル技術の積極

的な活用や新たなビジネスの創出、環境にやさしいものづくりに挑戦することで自己変革が進み、国

内外の需要を持続的に取り込んでいます。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

区内全産業の付加価値額 
1,920,871百万円 

（令和３年度） 

1,988,101百万円 

（令和８年度） 

2,057,685百万円 

（令和 13年度） 

付加価値額が増加した区内企業の

割合 

42.4％ 

（令和６年度） 
45% 50% 

デジタル化の取組意向のある区内

企業の割合 

57.8% 

（令和５年度） 
65% 70% 
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▶ 現状と課題 

① 国際情勢の変化をはじめとする不確実性の高まりやニーズの多様化など、区内企業は多岐にわたる

課題に直面しています。環境変化に対応するための自己変革力を向上させるとともに、大田区産業が

成長・発展するための機会と捉え、ビジネスチャンスにつなげていく必要があります。 

 

② 産業構造の変化に伴い、既存市場の縮小が懸念されています。特に、ものづくり企業を取り巻く市

場環境では、価格競争の激化、国内需要の低迷といった変化が見られます。区内企業の強みである卓

越した技術と提案力、仲間まわしネットワークを活かした販路拡大・顧客開拓のため、マーケティン

グ力を強化し、国内外への多角的な市場展開を推進することが求められます。 

 

市場・競争環境の変化の内容 

 
資料：令和元年度大田区ものづくり産業等実態調査を基に作成 
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③ 業務を効率化して競争力を高めるために、デジタル技術の活用は不可欠ですが、デジタル化を進め

る上で、個々の企業や個店の取組には限りがあります。企業規模や経営課題等に適合するとともに、

経営戦略に則った最適なデジタル化を進めることで、業務効率化やビジネスモデルの変革を図る必要

があります。 

 

ＩＴ を活用した業務効率化・生産性向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：大田区の景況（令和５年７月から９月期）を基に作成 



134 

 

▶ 施策の方向性 

 

①変化への対応・高付加価値化 

  各種経営支援の実施やマーケティング力の強化支援を実施することで、区内企業の稼ぐ

力を強化します。区内企業の強みである「仲間まわし」及び試作・開発力を活かしたプラ

ットフォームの拡大の推進、海外展開支援等により、区内企業の新分野進出、販路拡大に

加え、新ビジネス・イノベーションの創出を促進します。 

②脱炭素化・デジタル化の促進 

  脱炭素化への取組や、デジタル技術を活用した業務効率化による生産性の向上と、高付

加価値化を実現するための取組を推進します。脱炭素化への取組支援施策に加え、ものづ

くり企業や商店街・個店をはじめとして、多様な産業のデジタル化・キャッシュレス化を

促進します。 

 

▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 大田区産業振興ビジョン 

2 大田区ＳＤＧｓ未来都市計画 
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基本目標３ 豊かな環境と産業の活力で持続的に発展するまち 

施策３－４ ものづくりの次世代への承継と立地支援 

 

▶ めざす姿 

① 日本の産業を支え、牽引するものづくり産業集積地の一つとして、多様な基盤技術と職人・匠のノ

ウハウや知恵が維持され、次世代へ着実に継承されています。また、次世代を担う人材が確保・育成

され、さらに地域での新たな変革や連携を先導することで、区内の産業競争力が高まっています。 

② 企業の成長段階に応じたハード・ソフト両面のきめ細かな支援により、ものづくり産業とそれを支

える幅広い産業が重層的に集積しています。「産業のまち大田区」として、住工の調和がとれた操業

環境が維持され、大田のものづくりの認知度が向上することで、企業立地や人材確保などに好循環が

生まれています。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

新規採用人数が充足している区

内企業の割合 

28.8％ 

（令和 6年度） 
30% 30% 

事業承継の意向のうち、事業承

継について考えていない区内企

業の割合 

34.2％ 

（令和元年度） 
30％ 25% 

区内製造業の粗付加価値額 
1,850億円 

（令和３年度） 
1,850億円 1,850億円 

大田区のイメージについて、も

のづくりのまちを選んだ割合 
なし 現状値把握次第設定 現状値把握次第設定 
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▶ 現状と課題 

① 区内ものづくり企業の数が減少しており、産業集積の維持に影響が出ています。産業集積の維持や

高度な基盤技術、仲間まわしネットワークの維持のためには、事業や技術の承継が重要です。しかし、

事業承継についての調査では、約 20％の企業が廃業、約 35％の企業が事業承継について考えていな

いと答えており、事業承継についての意識が低いことがうかがえます。次世代への事業承継は、準備

に時間がかかるため、事業承継に対する意識を高め、できるだけ早く具体的な準備につなげていくこ

とが求められています。 

 

事業承継の意向 

 
資料：令和元年度大田区ものづくり産業等実態調査を基に作成 

 

 

② 少子高齢化により労働力人口が減少し、慢性的な人手不足が区内の中小ものづくり企業でも重要な

経営課題となっており、企業規模が大きいほど、人材不足が事業展開に及ぼす影響が大きくなってい

ます。また、区内企業は９人以下が約 70%を占めるため、賃金や就業条件面、町工場のイメージなど

により採用力が弱い状況です。就業環境の改善や人材育成の支援、採用機会の創出やマッチングのサ

ポートなどの人材確保策が求められています。 

 

人材不足が事業展開に及ぼす影響度＜会社全体の従業者規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和元年度大田区ものづくり産業等実態調査を基に作成 
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③ 羽田空港から至近、産業集積の好立地、工場アパート人気などにより大田区の立地ニーズは高くな

っています。一方で、住宅への転用などにより、産業立地や物件が不足しており、需要と供給が見合

っていません。区内企業の留置、区外からの誘致を進めるため、貴重な区内産業用地、物件を効率よ

くマッチングすることが求められています。また、ものづくりを支える関連産業や付加価値の高い企

業の誘致により、地域経済への波及効果を高めていくことも重要です。 

 

 
資料：国土交通省「建築着工統計」調査を基に作成 

  

④ 工場跡地の住居転用が進んでいることに伴い、区民生活への配慮などがより重要となっているため、

住民の理解、住工の調和がとれた操業環境を維持していくことが必要です。また、若い層ほどかつて

のものづくりのまちのイメージが低下しており、産業集積の強みを活かした経営や人材確保などへの

影響が考えられます。そのため、次世代につながる若年層への訴求が求められています。 

 

 
資料：令和５年度大田区シティプロモーション調査を基に作成 
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▶ 施策の方向性 

 

①基盤技術の維持、次世代への承継とものづくり人材育成・確保 

  小規模なものづくり企業の高密度な集積と、強みの仲間まわし機能を維持するために、

事業承継への意識を高め、具体的な行動に結びつくための支援体制を整備します。また、

個社の強みを受け継ぐ次世代のものづくり人材を育成できるような教育・研修等を行い、

関係各所との連携を積極的に推進する人材を確保・活用できる体制を整備します。 

②立地・拡張ニーズへの対応と、産業と暮らしの調和 

  企業の成長段階や幅広い産業分野に合わせた立地・拡張ニーズに対応するために、需要

と供給をマッチさせる取組を実施し、企業誘致・留置を進めていきます。また、住工の調

和がとれた操業環境を維持するために、ものづくり産業への区民の理解を深め、「産業のま

ち大田区」としてのイメージを確立させていきます。 

 

▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 大田区産業振興ビジョン 

2 大田区ＳＤＧｓ未来都市計画 
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基本目標３ 豊かな環境と産業の活力で持続的に発展するまち 

施策３－５ 新たな挑戦への支援と企業同士の交流・連携機会の創出 

 

▶ めざす姿 

① 新規創業や新分野進出等に意欲を持つ誰もが挑戦しやすい環境があり、継続的に新たな産業やサー

ビスが生み出されることにより、区内によい経済循環が生まれて産業が活性化しています。 

② 羽田イノベーションシティを起点とし、区内企業はもとより、スタートアップなどの国内外の多様

な主体が集まり交流することで、区民生活の向上や地域課題の解決につながるイノベーションが生ま

れています。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

区内の新設法人数 
1,051社 

（令和５年度） 
1,114社 1,167社 

羽田イノベーションシティ及び

「HANEDA×PiO」を活用した

交流・連携による区内企業との

オープンイノベーション創出数 

2件 

（令和５年度） 
2件 3件 

羽田イノベーションシティを起

点とした新技術の区内実装数 

1件 

（令和５年度） 
2件 3件 

 



140 

 

▶ 現状と課題 

① 経営総合相談窓口として「PiO フロント」を設け、令和５年度は、年間 884 件もの創業相談に応じ

ました。また創業支援施設「六郷 BASE」では、新規創業及び中小企業者の新分野進出の促進を図っ

ています。地域経済への波及、相乗効果を高めていくためには、継続的に新しい事業が生まれて、育

っていくことが重要です。創業支援窓口や支援施設の活用を促し、区内での創業、立地につなげてい

くことが求められています。 

 

② 羽田イノベーションシティ及び「HANEDA×PiO」でのフォーラム開催時等に合わせて、国内外の

様々な主体による企業交流イベントが開催されています。交流で終わることなく、交流をきっかけと

した新製品・新技術の開発など、区内ものづくり企業の新たな取組をこれまで以上に促進する必要が

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：所管課実績を基に作成 

 

③ 羽田イノベーションシティは様々な実証実験を行う「テストベッド」であることを活かし、地域課

題解決に向けた実証実験を恒常的に行っています。羽田イノベーションシティでの実証だけに留める

ことなく、実際に課題を抱える区内現場での実装に向け、切れ目なく総合的に支援していく必要があ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：所管課実績を基に作成 
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▶ 施策の方向性 

 

①新たな挑戦への支援（創業支援）  

  経営総合相談窓口「PiO フロント」にて創業相談を行うとともに、東京都等と連携し、

区内での新たなチャレンジを支援します。また、創業支援施設「六郷 BASE」では、区内

における新規創業及び中小企業者の新分野進出の促進を図るための活動の場を提供しま

す。 

②産業交流拠点の形成 

  羽田イノベーションシティや「HANEDA×PiO」で、（公財）大田区産業振興協会や企業

が有するネットワーク等を活用したイベントを行うとともに、多様な主体のコミュニティ

化と活発な交流を促進し、区内企業の新たな連携機会を創出します。また、羽田空港近接

地であることを活かし、海外企業を区内へ誘引し、連携を生み出すためのプロモーション

を行います。 

③イノベーション創出の推進 

  羽田イノベーションシティにおいて、公民連携により事業を進めることで、区内産業の

活性化等の実現を図ります。また、羽田イノベーションシティで実証実験を行った企業等

のうち、質が高く地域課題解決に資する技術について、区内での実証実験及び社会実装を

支援・促進します。 

 

▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 大田区産業振興ビジョン 

2 大田区ＳＤＧｓ未来都市計画 

3 羽田空港跡地まちづくり推進計画 
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基本目標３ 豊かな環境と産業の活力で持続的に発展するまち 

施策３－６ 活気あふれる商店街づくりと魅力ある観光資源の創出・発信 

 

▶ めざす姿 

① 魅力的で繁盛する個店が増え、店舗や商店街に区内外から多くの人が訪れ、地域に元気と活気が生

まれています。また、商店街の運営機能が向上し、主体的ににぎわいを創出するなど、商店街が地域

コミュニティの中心としての機能を担い続けています。 

② 区内来訪者向けのサービスが充実し、利便性が高くにぎわいのある魅力的なまちとなっています。

羽田空港を擁する大田区が国内観光の拠点として認知され、国内外に区の魅力が発信・拡散されるこ

とで、来訪者の増加・地域経済の活性化につながっています。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

買い物や食事、イベント等で商

店街を利用している割合 

89.8％ 

（令和６年度） 
90% 90% 

区内における年間観光消費額の

推計値 

132,595百万円 

（平成 29年度） 
165,000百万円 172,000百万円 
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▶ 現状と課題 

① 商店街は、身近な買い物の場としての機能に加え、地域のコミュニティとしての役割が期待されて

いますが、高齢化や若手人材不足などが商店街運営の大きな課題となっています。商店街がにぎわい

を創出し、地域コミュニティの核としての役割を担い続けるためには、商店街の組織力強化や運営を

担う人材育成を図る必要があります。 

 

都内商店街が抱える問題点 

  
資料：令和４年度東京都商店街実態調査報告書を基に作成 

 

② 消費者ニーズの多様化やデジタル技術の発展、大型店の展開など、個店を取り巻く経営環境は大き

く変化しています。また、飲食店、小売業などの非製造業は、製造業と比べ労働生産性が低い傾向に

あります。経営力があり魅力的な商品・サービスを提供できる店舗へ成長するためには、各個店が、

事業計画の見直しや新規顧客獲得等、新たな取組に積極的にチャレンジしていく必要があります。  
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③ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響でインバウンド需要が消滅し、国内旅行需要も減少していま

した。現在ではこれらの需要が急速に回復し、新型コロナウイルス感染症拡大前の水準を超える勢い

です。また、羽田空港の乗降客数は右肩上がりの状況で、今後も堅調な推移が予想されます。しかし、

来訪者は区外を目的地に設定しているケースが多く、区内での活動が限定的であることが課題です。 

 

 
資料：日本空港ビルデング株式会社「羽田空港 旅客ターミナル利用実績」を基に作成 

  

④ 訪日リピーターが増加傾向にあり、主要観光地に加えて、地域固有の体験を求める傾向が強まって

います。大田区は都内近郊の観光拠点として好立地であり、多種多様な目的を持った人々が訪れてい

ます。大田区は「観光地」としての認知獲得は難しい一方、羽田空港を擁する立地特性から、国内観

光の拠点となり得るポテンシャルがあります。来訪者が求める「大田区ならでは」の魅力の創出と情

報発信が必要です。 

 
資料：観光庁「令和元年訪日外国人消費動向調査」を基に作成 
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▶ 施策の方向性 

 

①商店街の持続的な運営とにぎわい創出等の支援 

  商店街環境の整備、地域の特性を活かしたイベントなど、商店街が起点となり主体的に

にぎわいを創出する事業への支援や個店の継続的な成長につながる援助を行うとともに、

商店街運営の効率化、次世代の担い手の育成等、商店街の自立的で持続可能な運営基盤を

強化するための取組を進めます。 

②区の魅力の発信と来訪者の利便性向上 

  大田区ならではの歴史や文化、食の魅力、銭湯や商店街など、地域資源を見える化し、

磨き上げ、魅力を創出していくため、回遊促進事業等の取組を引き続き行っていきます。 

 また、羽田空港を擁する大田区だからこそできる来訪者の利便性向上につながる取組等

を、企業等との連携も視野に検討していきます。 

 観光関連情報を観光ＰＲサイトや各種ＳＮＳで積極的に発信し、大田区の更なる認知度

向上につなげます。 

 

▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 大田区産業振興ビジョン 
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基本目標４ 安全・安心で活気とやすらぎのある快適なまち 

施策４－1 災害に強く回復しやすい減災都市の実現 

 

▶ めざす姿 

① 区内住宅等の耐震化・不燃化が進むとともに、避難等に有効な道路幅員、延焼遮断や避難所・防災

活動拠点等となる学校・公園などを有する市街地が形成されることで、区民の生命・財産を守る災害

に強く安全・安心で良好な住環境が整えられたまちが実現しています。 

② 橋梁をより強靱にすることで、区民の生命を守り、生活の再建を促し、企業活動の再開へとつなが

る道路ネットワークが構築されています。 

また、無電柱化の推進により、道路閉塞の一因を無くし災害早期復旧を可能にするなど、都市防災

機能の強化、安全・安心で快適な歩行空間の確保とともに、良好な都市景観を創出します。 

③ 気候変動により激甚化・頻発化している水害の危険性に対し、建築物や公園など公共施設を活用し

た垂直避難の場所が確保されています。また、高層階の公共施設が無い場合にも、民間施設との協定

を締結するなどして、発災時に区民の命を守る「高台」が確保されています。 
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▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

住宅の耐震化率（旧耐震基準） 
91％ 

（令和２年度） 

約 98％ 

（令和７年度） 
― 

住宅の耐震化率（新耐震基準） 調査中 
現状値把握 

次第設定 

現状値把握 

次第設定 

東京都防災都市づくり推進計画の

重点整備地域における不燃領域率

（東京都推計値） 

大森中地区：

64.3％ 

羽田二・三・六丁

目地区：49.4％ 

補助 29号線沿道地

区（大田区）：

52.5％ 

(令和４年度) 

― 

大森中地区： 

70％超 

羽田二・三・六丁目

地区：60％超 

補助 29号線沿道地

区（大田区）： 

70％超 

(令和 12年度） 

耐震性能を把握した橋梁数 
39橋/156橋 

（令和５年度） 
59橋 75橋 

耐震・強靱化を進めた橋梁数 

（落橋対策） 

30橋/156橋 

（令和５年度） 
35橋 39橋 

無電柱化整備延長 
13.47㎞ 

（令和２年度） 
17.53㎞ 

20.79㎞ 

（令和 12年度） 

高台避難場所の充足率 検討中 検討中 100％（検討中） 
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▶ 現状と課題 

① 旧耐震基準の住宅等の助成開始から 10 年以上経過し、所有者の高齢化、集合住宅の合意形成等の

課題で耐震化が困難な住宅等が増加傾向にあります。また、新耐震基準の木造住宅の耐震化で首都直

下地震の全壊棟数、死者数は約 80％減少すると推計されています。そのため、旧耐震基準の耐震化率

98％をめざし、各種助成事業の普及啓発、個別相談等の支援を進めるとともに、令和６年度から開始

した新耐震基準の診断助成の結果も検証しながら、耐震化支援を更に拡充する必要があります。 

 

② 新防火規制、不燃化特区による建替え等支援、羽田地区の道路拡幅等整備により、木造住宅密集地

域の不燃化が進んでいますが、不燃領域率目標値 70％（延焼焼失率がほぼゼロとなる値）までは達成

していない状況です。引き続き、建築物不燃化の個別相談・建替え支援、羽田地区での災害時避難路

確保、延焼防止となる道路軸・広場・公園等整備促進、無接道敷地解消等を進めて、不燃領域率 70％

をめざす必要があります。 

 

③ 区が管理する橋梁 156 橋（公園橋は除く）のうち、約半数は昭和 40、50 年代に整備され、旧耐震

基準（昭和 55 年以前）が適用されています。耐震補強については、過去の地震、津波被害にも対応

した耐震基準を基本に進めています。しかし、東京都や旧国鉄から移管された橋梁が多く、設計計算

書や地盤情報が不足しているため、現行基準での耐震性能が不明であり、これを把握する必要があり

ます。また、耐震補強の効果を踏まえた上で、地震に対する早急な対策が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：橋梁耐震整備計画を基に作成 

 

④ 無電柱化は全国的に進められていますが、区が管理する区道の総延長に対する無電柱化整備延長

（無電柱化率）は、令和２年度の時点で 1.7%となっています。無電柱化（電線共同溝の敷設）に必要

な道路空間の確保が難しく、高額な整備費用（約 5.3 億円／km）や長い工事期間（道路延長 400ｍで

設計から工事まで７年程度）を要しています。 

 

⑤ 多摩川が想定最大規模で氾濫した場合、区の約 37％のエリアで浸水が想定されており、区役所本庁

舎やＪＲ蒲田駅周辺も浸水区域内に立地しています。また、浸水エリアには、区の人口の約 60％が居

住しています。区の高台（浸水位よりも地盤や建物等の床が高く、浸水に対する安全性の高い場所）

が不足している箇所への早急な対応が求められており、建物群、公園等公共施設、高規格堤防を組み

あわせながら整備する必要があります。 

管理橋梁の架設年代 （橋） 
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▶ 施策の方向性 

 

①倒れないまちづくりの推進 

  旧耐震基準で建てられた住宅等の耐震化を推進するとともに、新耐震基準で建てられた

課題のある木造住宅の耐震化を進め、首都直下地震など大規模な震災による被害を最小限

に抑えられる、倒れないまちづくりを進めます。 

②燃えない・燃え広がらないまちづくりの推進 

  災害に強く安全で安心して暮らせる「燃えない・燃え広がらないまちづくり」推進のた

め、特に不燃化促進が必要な地区では、修復型まちづくりの手法により道路拡幅整備や防

災広場・公園等整備を進めます。また、東京都の不燃化特区制度を活用した建替え等支援

により、不燃領域率の向上を図ります。 

③橋梁の強靱化による発災後の道路ネットワーク確保、 

復旧の強化 

  区が管理する橋梁の耐震性能を把握し、発災時における自宅から避難所までの円滑な避

難や緊急車両の通行のリスクを最小化します。また、発災直後から刻々と変化する状況を

仮想空間でのシミュレーション等により想定し、実社会での道路ネットワークにおける路

線の位置付けや耐震性能を踏まえ、優先対策橋梁の耐震整備を推進します。 

④多様な整備手法による無電柱化の推進 

  電線共同溝方式以外の低コスト手法の採用や、道路外の公共用地等の活用を検討すると

ともに、緊急輸送道路以外の区道における新たな電柱の設置抑制や、単独地中化による無

電柱化の推進を民間等開発事業者に要請するなど、区内における無電柱化を総合的に推進

します。 

⑤水害から命を守る高台まちづくりの推進 

  高台まちづくりの実現に向けて、短・中・長期での検討を行います。短期では、建築物

を利用した垂直避難、命を守る避難場所の確保の検討、中期では、高台の公園や建物を拡

充した避難拠点の確保の検討、長期では、多摩川流域に高規格堤防を整備し、高台まちづ

くりを推進します。 
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▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 大田区都市計画マスタープラン 

2 大田区国土強靱化地域計画 

3 大田区地域防災計画 

4 大田区耐震改修促進計画 

5 防災都市づくり推進計画（東京都） 

6 橋梁長寿命化修繕計画 

7 橋梁耐震整備計画 

8 大田区無電柱化推進計画 
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基本目標４ 安全・安心で活気とやすらぎのある快適なまち 

施策４－２ 地域力を活かした防災対策の推進 

 

▶ めざす姿 

① 大規模災害発生時、消防・警察・自衛隊・医療関係機関等の連携により、要救助者が救助され、病

院・緊急医療救護所等で傷病の程度に応じた医療が提供されるとともに、区民一人ひとりが｢自らの

命は自らが守る｣という意識のもと、隣近所の協力や助けあいによって地域力が高まり、要配慮者を

支援できる社会が実現しています。 

② 大規模災害発生時にも、全区民が安心して生活を継続できるよう、避難の形態にかかわらず、必要

とする方に支援物資が行き渡る強靱な物流体制や、生活環境の保全と公衆衛生を確保できる災害廃棄

物処理体制が構築され、１日も早い生活再建と安定の事前対策が整っています。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

総合防災訓練と地域の自主防災訓

練との訓練成果の共有率 

0％ 

（令和５年度） 
100％ 100％ 

災害から身を守るために取組をし

ている区民の割合 

85.6％ 

（令和６年度） 
100％ 100％ 

災害ケースマネジメントを担う関

係機関との協議数 

２団体 

（令和５年度） 
７団体 11団体 
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▶ 現状と課題 

① 現行の関係機関の体制（※）で、首都直下地震発生時に予想される被害者を救助するためには、区

災害対策本部の情報収集、指揮・統制能力を向上させ、関係機関の能力・特性に応じた適切な勢力配

分により、救命・救助率を高めていく必要があります。また、災害拠点病院等が発災時の混乱により

機能不全に陥ることのないようトリアージ、軽症者処置を行う緊急医療救護所（軽症者救護所）の体

制を構築していますが、こうした災害時医療救護体制の運用には、スタッフ側のスキルアップに加え、

地域住民の緊急医療救護所等に対する認知度の向上が必要となります。 

※ 消防 【区内４署（大森・田園調布・蒲田・矢口）・消防救助機動部隊の一部】 

  警察 【区内５署（大森・田園調布・蒲田・池上・東京空港）】 

  自衛隊【第１普通科連隊１個小隊（約 30人）】 

 

② 令和６年度区の施策検証等に向けた大田区区民意識調査において、14.4％の方が「（災害から身を守

るための取組を）特に何もしていない」と回答しました。区の防災対策や日頃の備えの重要性につい

て広く周知していくために、区の防災に関わるすべての事業と地域の自主防災訓練等を連携させ、よ

り多くの区民が訓練等の成果を共有できる環境を構築し、防災意識の高揚を図る必要があります。避

難行動要支援者(約１万７千人)に対しては、区が優先的に支援する対象者と本人・家族が作成する対

象者とに区分し、個別避難計画の作成を進めています。より多くの方の個別避難計画の作成を進める

ことで福祉避難所や要配慮者スペースの整備・拡充など計画の実効性確保に努めています。また、地

域住民とともに要配慮者の避難・誘導・避難生活訓練を実施することも必要です。 

  

③ 災害時、支援物資を民間事業所に集積し、各種避難所ごとに仕分けを行ったのち、放射線状に輸送

する物流システムを令和６年に構築しました。災害時、支援物資を必要とする方に滞りなく供給する

ためには、平時の備蓄管理体制を整備するとともに、帰宅困難者をはじめ在宅避難者や要配慮者にも、

きめ細かに支援物資を供給できる強靱な物流体制を構築していく必要があります。また、首都直下地

震発生時には、区のごみ総排出量の 19 年分に相当する災害廃棄物の発生が予想されます。このうち、

し尿や生ごみを含んだ生活系廃棄物の長期堆積は、生活環境を悪化させる要因となります。区民の生

活環境の保全・公衆衛生を確保するためには、し尿や生ごみ等の生活系廃棄物を優先収集する体制の

構築が必要となります。 

 

④ 住家被害認定調査拠点や、り災証明書交付拠点を複数設置するとともに、各業務のシステム導入や、

災害の規模に応じたゾーニングによる業務戦略確立により、調査・交付体制の迅速化を進めています。

さらに、専門知識を持つ関係機関と定期的に研修会を開催し、ワークショップにより、被災者支援の

「相談窓口業務」の理解を深めてきました。生活再建に必要な支援は多岐にわたるため、専門分野を

持つ様々な機関と連携を深め、被災者一人ひとりの被災状況や生活状況の課題等を把握し解消する

「災害ケースマネジメント」を推進する必要があります。 
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▶ 施策の方向性 

 

①区民の生命・身体を災害から保護する 

救命・救助・救護体制の構築 

  デジタル技術なども活用した区（災害対策本部）の情報収集体制を強化し、関係機関

（消防・警察・自衛隊・医療関係機関等）との高度な連携訓練の積み重ねにより、区の指

揮・統制能力の向上を図り、強靱な救命・救助・救護体制を確立します。また、実災害等

から得た教訓を迅速に防災対策に反映できる検証サイクルを確立し、区民の生命・身体を

災害から保護します。 

②多くの区民が成果を共有できる普及環境の構築と 

防災意識の高揚 

  区の応急対策の検証と区民の声を反映することを目的とした「総合防災訓練」と、地域

で計画する自主防災訓練や防災に関わる各種事業を密接に連携させ、より多くの区民が訓

練等の成果を共有できる普及環境を構築します。 

 これにより、区民一人ひとりの防災に関する意識の高揚を図り、自らの判断で避難行動

等をとれることをめざすとともに、区と地域及び事業者の連携で要配慮者等の避難を協力

して助けあえる関係づくりをめざします。 

③必要な方に物資を供給できる物流体制と 

生活系廃棄物処理体制の構築 

  大規模災害発生時、区の備蓄を必要とされる方に供給できる備蓄管理体制を整備すると

ともに、学校防災活動拠点に緊急支援物資を滞りなく届けられ、在宅避難者や要配慮者は

もとより帰宅困難者等にも、きめ細かに支援物資を供給できる強靱な物流体制を構築しま

す。 

 また、し尿や生ごみ等の生活系廃棄物を優先収集する体制を構築し、地域の集積所や各

種避難所に長期間堆積される状態を回避し、生活環境の保全と公衆衛生を確保します。 

④災害ケースマネジメントの実施準備 

  平時から災害ケースマネジメントの実施について検討を行い、連携が想定される機関と

顔の見える関係を構築し、事前に災害時の連携協定を締結するなど、発災直後から円滑な

連絡・調整を実施できるよう準備を進めます。 

 これらの体制が整った段階で災害ケースマネジメントを地域防災計画に位置付けるほ

か、デジタル技術なども活用した円滑な被災者の生活再建と、１日も早い復興のための事

前対策を推進します。 

 

▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 大田区地域防災計画 

2 大田区災害廃棄物処理計画 
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基本目標４ 安全・安心で活気とやすらぎのある快適なまち 

施策４－３ 治安がよい美しいまちの実現 

 

▶ めざす姿 

① 地域団体、関係機関と連携して犯罪を許さないまちづくりを推進するとともに、区民に防犯対策が

普及・浸透することにより、防犯意識が高まり、区民の安全・安心が実現されています。 

② 区民一人ひとりの消費者力が高まり、悪質商法などによる消費者被害が防止されています。 

③ 分煙環境の整備が進み、区民や地域団体等の様々な主体が自主的に美化活動に取り組んでいる清潔

で美しいまちが実現しています。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

治安のよさの満足度（体感治安） 
60.4％ 

（令和５年度） 
65％ 70％ 

区内特殊詐欺被害件数 
151件 

（令和５年） 
112件 72件 

消費者相談の解決率 
98.6％ 

（令和５年度） 
99％ 99％ 

蒲田駅東西口の喫煙禁止重点対策

地区における路上喫煙者数 

16人 

（令和５年度） 
11人 7人 
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▶ 現状と課題 

① 区内刑法犯認知件数は令和３年まで減少傾向にありましたが、新型コロナウイルス感染症の状況が

落ち着いたことによる人流復活に伴い、近年は増加傾向にあります。そのため、自治会・町会などの

地域団体や警察などの関係機関と連携・協力の上、社会全体で犯罪を許さない環境をつくる必要があ

ります。 

 
 資料：警視庁資料を基に作成 

 

② オレオレ詐欺、還付金詐欺などの特殊詐欺は、全国的には増加傾向にある一方で、区内ではほぼ横

ばいですが、撲滅までには至っていません。手口が巧妙化する特殊詐欺においては、電話にすぐ出な

いなど、犯人との接点を無くす取組が必要となっています。 

 

 
 資料：警視庁資料を基に作成 

 

7,858件
6,692件 6,254件 5,871件 5,335件 5,031件

4,084件
3,361件 3,654件 3,851件

0

2000

4000

6000

8000

10000

区内刑法犯認知件数の推移

99件
79件

105件
130件

154件

199件

154件
181件 186件

151件

0

50

100

150

200

250
区内特殊詐欺被害件数の推移



156 

 

③ 令和５年における区内自転車盗難件数は 1,426 件で、区内刑法犯認知件数の約 40％を占めており、

近年は人流復活に伴い、増加傾向にあります。また、盗難に遭った自転車の約 60％は無施錠であり、

自転車利用者の防犯意識を高める必要があります。 

 

 

 
資料：警視庁資料を基に作成 

 

④ デジタル社会の進展と個人投資への関心の高まりなどに伴い、従来にない契約トラブルが発生して

います。成年年齢の引下げやオンライン取引が急速に増えていることにより、悪質事業者のターゲッ

トとなりやすい消費者が増加しています。そのため、新たな契約トラブルにも対応可能な消費生活相

談体制を整え、啓発を強化するとともに、行政、福祉関係者、自治会・町会などの連携により、消費

者被害防止及び見守り活動を進める必要があります。 

 

 
資料：所管課実績を基に作成 
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⑤ 令和２年４月に改正健康増進法及び東京都受動喫煙防止条例が施行され、たばこを吸える場所が減

る一方、分煙環境に対する区民の意識は高まっています。公衆喫煙所の設置・運用による分煙環境の

整備を進めるとともに、喫煙マナー指導員の派遣、路面表示シートの貼付を行うなど、より一層の喫

煙マナー周知が求められます。 

 
資料：所管課実績を基に作成 

 

 

⑥ 地域美化活動支援として、自主的清掃活動へ支援用品の配布を行っています。しかしながら、清掃

活動を行っている層が固定化されているため、清掃活動に興味がない方への更なる啓発が求められま

す。 

 

 
資料：所管課実績を基に作成 
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▶ 施策の方向性 

 

①地域団体及び関係機関との連携・協力による区民の安全・安心の確保 

  区民が安全・安心に暮らせるまちを実現するために、地域団体による自主防犯活動など

を支援し、積極的な情報交換等を通じて警察をはじめとした関係機関との連携をより強固

にします。また区民の防犯意識を高めることで、社会全体で犯罪を許さないまちをつく

り、体感治安の向上を図ります。 

②特殊詐欺被害、消費者被害防止に向けた取組の強化 

  特殊詐欺に対して有効な対策ツールである自動通話録音機の普及活動及び特殊詐欺被

害、消費者被害防止対策に関する広報啓発活動を推進し、被害防止や解決に向けた対応力

向上を図ります。 

 また、インターネットを通じた犯罪、消費者トラブルに巻き込まれやすい若者や高齢者

などに対する家族や地域による見守りを促進します。 

③喫煙対策及び環境美化の推進 

  喫煙する人としない人が共存できる環境の実現に向け、喫煙マナーを周知徹底するとと

もに、分煙環境の整備など総合的な取組を推進します。 

 また、区民や地域団体等の様々な主体による自主的な美化活動を支援し、地域の美化を

推進します。 

 

▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 
大田区高齢者福祉計画・第９期大田区介護保険事業計画 

【おおた高齢者施策推進プラン】 

2 大田区環境アクションプラン 

3 大田区自転車等総合計画 
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基本目標４ 安全・安心で活気とやすらぎのある快適なまち 

施策４－４ 地域の魅力を活かした拠点づくり 

 

▶ めざす姿 

① 地域特性を踏まえながら、限られた空間を最大限有効に活用した魅力的な都市づくりが進んでいま

す。また、拠点駅では交通結節点や憩いの場となる駅前広場等、安全・安心かつ快適で利便性の高い

都市空間が計画的に整備されています。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

住んでいるまちが魅力的である

と感じる区民の割合 

68.5％ 

（令和５年度） 
70％ 72％ 

駅周辺の整備が進んでいると感

じる区民の割合 

43.6％ 

（令和６年度） 
46％ 48％ 

 

▶ 現状と課題 

① 「大田区都市計画マスタープラン」に基づき、複雑化する都市の課題解決に向け、設定した都市づ

くりのテーマや各部門に対して横断的・戦略的に都市づくりを推進しています。大田区を取り巻く状

況や東京都・周辺区市の動向、将来の変化等を予測した都市づくりを進めていく必要があります。 

 

② 蒲田駅周辺では、東口駅前広場の地下自転車駐車場の整備が進められ、新空港線整備を契機とする

中長期的な都市基盤施設整備や、まちの機能更新、建築物の共同化・再開発等による市街地の更新を

検討しています。また新空港線整備のほか、既存の公共施設の再編も視野に、現在のまちの姿を快適

性、利便性、魅力の向上という視点で整備し、中心拠点として持続的に発展する蒲田の再生が求めら

れています。 
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③ 大森駅周辺では、東口駅前広場の暫定整備が終了し、地域団体がイベント等で活用しています。駅

西側は、補助線街路第２８号線（池上通り）と大森駅西口広場の整備が都市計画事業として進められ

ています。駅西側の整備を踏まえ、駅舎や暫定整備となっている東口駅前広場も含め、まちの将来像

と中長期的な基盤施設整備を示し、にぎわいの創出や良好なまちなみ形成など中心拠点としてのまち

づくりを推進する必要があります。 

 

④ 下丸子駅・池上駅・洗足池駅・平和島駅の拠点駅周辺では、地域の状況や特色を踏まえたまちづく

りの検討が進められています。今後は地域の課題解決に向けてまちづくりへの機運を高め、区民や事

業者など多様な主体の参加と連携により、財政状況を踏まえながら計画的にまちづくりを進める必要

があります。 

 

⑤ 「地域力を生かした大田区まちづくり条例」に基づき、地元団体や関係地権者などと協働でまちづ

くりを進めています。多様なライフスタイルに応じ、「まちづくりの基本理念」の実現に向けて、地

域住民をはじめ地域に関わる様々な主体が、それぞれの責務を果たすことにより、暮らしやすさの向

上や地域の課題解決を図る必要があります。 
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▶ 施策の方向性 

 

①蒲田駅周辺のまちづくり 

  羽田空港を擁するポテンシャルを最大限に活かし、関係事業者と連携を図りながら、新

空港線整備と連動した蒲田駅周辺の都市基盤施設整備（東西駅前広場・東西自由通路な

ど）やまちの機能更新を一体的に進めます。また、蒲田駅及び京急蒲田駅周辺では、地区

計画や都市開発諸制度など、まちづくりの様々な手法を活用しながら、建築物の共同化・

再開発等を促進し、土地の高度利用と市街地の更新を図ります。 

②大森駅周辺のまちづくり 

  中心拠点の一つである大森駅周辺のまちの機能更新・強化を図るとともに、歴史・文

化、景観などまちの魅力を向上させるため、補助線街路第 28号線（池上通り）の拡幅をは

じめとする、都市基盤施設整備実現に向けた取組を進めます。また、臨海部への玄関口に

必要な機能の検討を深めるとともに、地域住民等との合意形成を図ります。 

③身近な地域の魅力づくり 

  下丸子駅周辺地区では、下丸子１号、２号踏切の法指定踏切対策について、駅周辺のま

ちづくりとともに、踏切解消に向けた取組を推進します。池上駅周辺地区、洗足池駅周辺

地区、平和島駅周辺地区ではグランドデザイン等に掲げる将来像の実現に向け、地域とと

もにまちづくりに取り組み、まちの魅力や機能向上を図ります。 

 

▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 大田区都市計画マスタープラン 

2 おおた都市づくりビジョン 

3 大田区景観計画 

4 大田区鉄道沿線まちづくり構想 

5 蒲田駅周辺地区グランドデザイン 

6 大森駅周辺地区グランドデザイン 

7 下丸子駅周辺地区まちづくり構想 

8 池上地区まちづくりグランドデザイン 

9 洗足池駅周辺地区まちづくり方針  
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基本目標４ 安全・安心で活気とやすらぎのある快適なまち 

施策４－５ 誰もが移動しやすく利便性の高い多様な交通ネットワークの形成 

 

▶ めざす姿 

① 新空港線整備に向けた機運が高まっており、第一期整備（矢口渡～京急蒲田間）の工事が着実に進

められています。 

② 公共交通不便地域への対策が進むとともに、こどもから高齢者まで区民誰もが、安全・安心・快適

に利用できる交通ネットワークが形成されています。 

③ 区民・事業者・区が、ハード・ソフト両輪によるバリアフリー整備を進めることで、「移動しやす

いみち、使いやすい施設でみたされる街」になっています。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

蒲田駅と京急蒲田駅をつなぐ鉄道

路線の新設を望む区民の割合 

35.9％ 

（令和６年度） 
45％ 50％ 

大田区内の公共交通機関が利用し

やすいと感じている区民の割合 

89.2％ 

（令和６年度） 
91% 92% 

「大田区バリアフリー基本構想 お

おた街なか“すいすい”プラン」に

おける特定事業の進捗率 

75% 

（令和５年度） 
― 

100% 

（令和 13年度） 
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▶ 現状と課題 

① ＪＲ・東急蒲田駅と京急蒲田駅は約 800ｍ離れており、鉄

道での移動ができない状態です。そのため、羽田空港への移

動も便利とは言えません。区内の東西方向の交通が分断され

ていることから、この区間に鉄道路線を整備し、分断を解消

することが求められています。また、羽田空港へ直通するた

めには、東急線と京急線の軌間幅（線路幅）が異なる課題を

解消する必要があります。 

 

 

 

 

② 区内には 10 か所に公共交通不便地域があり、平成 21 年度より矢口地域でコミュニティバス（たま

ちゃんバス）を導入し、現在は本格運行となっています。また、令和５年７月より１年間にわたり南

馬込地区・西蒲田地区でデマンド型交通実証実験を実施しました。引き続き、公共交通不便地域の改

善のため、既存の公共交通の充実を図るとともに、区民の交通へのニーズに十分対応する必要があり

ます。 

 

  

 

資料：大田区ホームページを基に作成 

公共交通不便地域 

資料：平成 19年度 大田区コミュニティバス導入検討会報告書を基に作成 
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③ 都市計画道路の整備は、「東京における都市計画道路の整備方針（第四次事業化計画）」に基づき、

整備路線を選定して事業を進めています。第四次優先整備路線策定（平成 28 年度～令和７年度）か

ら８年経過していますが、区施行路線で着手しているのは約 36％（817m／2290ｍ）と低く、早期の

整備完了が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【参考】 

区内全体の都市計画道路では、区内総延長約 107km に対して整備済延長は約 52km と約 49％（令和５

年度末時点）の進捗です。 

 

  

資料：東京における都市計画道路の整備方針（第四次事業化計画）、着手済延長は所管課実績を基に作成 

第四次優先整備路線（区施行）延長一覧表 
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④ 「大田区自転車ネットワーク整備実施計画」に基づく区道の自転車走行環境の整備（約 170km、主

にナビマーク･ナビライン）が令和５年度におおむね完成しました。一方、区内の国道・都道等の整

備は完了していません。ネットワークを確保するためには国道・都道等の整備について、道路管理者

である国・都と連携し事業展開を図るとともに、連続性や効果の検証を行う必要があります。 

 

 

自転車走行環境の整備延長（区道） 

       

 

 

⑤ 「大田区移動等円滑化促進方針」及び「大田区バリアフリー基本構想」を策定し、区における面

的・一体的なバリアフリー化の方針を示すとともに、具体的な施策を定め、街なかのバリアフリー化

を推進しています。バリアフリー整備を進めるに当たり、事業の検討を行っていても、施設の構造や

予算上の課題から、整備時期が未定な事業があります。そのため、整備を行う事業者と連携・協議を

図りながら、継続的な検討が必要です。 

年度 

資料：所管課実績を基に作成 
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▶ 施策の方向性 

 

①新空港線の整備促進 

  ＪＲ・東急蒲田駅と京急蒲田駅を結ぶ新空港線の第一期整備に向け、羽田エアポートラ

イン株式会社の取組を支援するとともに、京急蒲田駅から先の第二期整備に向けた検討を

進めます。 

②区内公共交通の改善 

  電車やバスなどの既存公共交通の利便性向上を図るとともに、次世代モビリティなど、

多様な移動サービスとの連携を推進することで、実証実験等の結果も踏まえ区内公共交通

の改善を進めます。 

③広域的な道路ネットワークの整備推進 

  広域連携軸を構成する幹線道路のうち、事業中区間の都市計画道路の早期完成と未整備

区間の早期解消を図り、他区・隣接県を広域的に連絡する道路ネットワークの形成を進め

ます。 

④誰もが安全で快適に自転車を利用できる環境の整備 

  自転車を安全で快適に利用できるようにするための自転車ネットワーク整備について、

これまでの整備に対する効果検証を踏まえ、今後の方向性について検討します。あわせ

て、関係機関と連携しながら、未整備の都市計画道路や国道・都道等における自転車ネッ

トワークのミッシングリンク解消をめざします。 

⑤街なかのバリアフリー化の推進 

  区におけるまちづくりの動向を踏まえ、鉄道や公共施設等の高齢者・障がい者等が利用

する施設や経路を対象に、区全域の面的・一体的なバリアフリー化の推進を図ります。 
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▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 大田区都市計画マスタープラン 

2 おおた都市づくりビジョン 

3 大田区鉄道沿線まちづくり構想 

4 蒲田駅周辺地区グランドデザイン 

5 蒲田駅周辺地区基盤整備方針 

6 大田区交通政策基本計画 

7 東京における都市計画道路の整備方針（第四次事業化計画） 

8 大田区自転車等総合計画 

9 大田区自転車等総合計画前期アクションプラン 

10 大田区自転車ネットワーク整備実施計画 

11 大田区移動等円滑化促進方針おおた街なか“すいすい”方針 

12 大田区バリアフリー基本構想おおた街なか“すいすい”プラン 
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基本目標４ 安全・安心で活気とやすらぎのある快適なまち 

施策４－６ 誰もが快適に暮らし過ごせる都市基盤と住環境の整備 

 

▶ めざす姿 

① 生活に密着した道路や狭あい道路の整備が進むとともに、橋梁の劣化や損傷の発生がデジタル技術

の活用等により予測・予防されており、いつでも、誰もが安全・安心に過ごせる快適な市街地が形成

されています。 

② 生活様式の多様化や社会情勢の変化に適応しながら既存住宅の良質化が進み、誰もが安心して住み

続けられる住環境が整備されています。また、空家等が所有者やその関係者により適切に管理されて

います。 

③ 誰もが正しく交通ルールやマナーを守っています。また、自転車等駐車場が適切に整備され、放置

自転車が無く安全かつ快適に自転車が利用できるまちになっています。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

住んでいるまちの生活環境におけ

る、道路整備に対する満足度 

63.6% 

（令和５年度） 
65％ 70％ 

狭あい道路の区内総延長 261km

（両側 522km）に対する延長及び

後退率 

21.6％ 

（令和５年度） 
24.6％ 27.0％ 

橋梁点検における健全性判定Ⅱ以

上の割合 

97％ 

（令和５年度） 
100％ 100％ 

住んでいるまちの生活環境におけ

る、住宅事情に対する満足度 

71.5％ 

（令和５年度） 
76％ 80％ 

区が把握している適切に維持・管

理のできていない空家等件数 

742件 

（令和５年度） 
707件 679件 

放置自転車台数 
307台 

（令和６年度） 
毎年減少 ― 
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▶ 現状と課題 

① 区が管理する道路等のインフラの数量は増え続けており、近年では労務単価や諸経費率の上昇によ

り、維持管理コストが上昇しています。また、幅員４m 未満の狭あい道路は、防災、通風、採光など

の面で十分とは言えず、緊急車両等の円滑な通行に支障をきたしています。今後もサービスの質を維

持・向上するためには、新技術や新手法の活用によるコスト縮減を図り、持続可能な道路の維持管理

を進めていく必要があります。なお、狭あい道路の拡幅には、建築物等の移動が伴い、建替えの機会

を捉え、建築主等と円滑に協議を進め、工事を実施することが必要です。 

  

② 区が管理する橋梁 156 橋（公園橋は除く）のうち、建設後 50 年を経過する橋梁は 44%を占め、30

年後には 92％に達する状況となっています。供用期間が長くなることで、偶発的な損傷が発生する可

能性が高くなり、これに比例して修繕対策に必要となる対策費が上昇を続けるため、修繕対策費の抑

制、縮減に努める必要があります。 

 
資料：橋梁長寿命化修繕計画（令和４年度一部改定版）を基に作成 

 

③ 安全で快適な住まいづくりを支援するため、既存住宅の良質化や長寿命化を支援する必要がありま

す。また、民間賃貸住宅への入居に課題がある住宅確保要配慮者に対する、住まい探しや入居後にお

ける複合的な支援体制を整える必要があります。安全・快適に住み続けられるための住宅リフォーム

助成の見直し、高経年分譲マンションの適正管理に必要な支援の拡充、住宅確保要配慮者の住まい確

保のため、貸主等が安心して住宅を貸すことができる支援体制の整備が課題です。 

 

89橋,

56% 53橋,

34% 34橋,22%
13橋,8%

69橋,

44% 105橋,

66%
124橋,

78%
145橋,

92%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

現在 10年後 20年後 30年後

（割合）

（経過年）供用後50年未満 供用後50年以上

供用 50 年以上経過した橋梁の推移 
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④ 区が把握している課題のある空家等の数は、令和５年度末現在 742 件となっています。所有者不在

や相続問題、建物の維持管理や解体費用が捻出できないなどの理由から適切に管理されていないもの

も多くあります。適正に管理されていない空家等は周辺環境に悪影響を及ぼすことから、早期対応や

空家等の発生予防が重要です。民間企業等とも連携した区民等への啓発活動や所有者等への働きかけ

のより一層の充実が課題です。 

 

 

 

 

資料：所管課実績を基に作成 

 

⑤ 区営自転車等駐車場の収容台数の確保については、基本的に既存施設の活用により進めています。

ただし、駐輪需要の高い駅や放置自転車が集中している駅など、現時点で駐輪問題が発生している駅

周辺地域については、その問題の程度に合わせて効果的・効率的な対策が重要です。駐輪需要に対し

て既存施設での収容に限界があるため、将来需要に対応しきれない駅が発生し、また施設の老朽化が

進む中で、施設の廃止、長寿命化等を含めた方針を定める必要があります。また近年、環境負荷の少

ない自転車の需要が高まる一方、自転車事故も増加傾向にあり、自転車活用の推進と同時に安全運

転・マナー啓発の強化を図る事業展開が課題です。 

 

課題となる空家等の新規把握数 
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▶ 施策の方向性 

 

①生活道路等の整備 

  

  ユニバーサルデザインのまちづくりの視点を踏まえ、日常生活に密着した道路の整備や

維持管理、狭あい道路の拡幅等を推進することで、区民の歩行のみならず、日常的に車が

利用しやすく、緊急車両の通行も確保された環境を整備します。 

②新技術等を活用した予防保全型の橋梁の維持管理 

  区が管理する橋梁に対して新技術やデジタル技術を活用した点検や管理を段階的に導入

します。また、橋の構造や環境条件、定期点検結果や耐震性能等を踏まえて、予防保全の

手法を選定することで、橋梁の健全性の維持向上を図ります。 

③安心で快適な住環境の確保 

  住宅の長寿命化や分譲マンションの維持管理の支援を進め、長期にわたり使い続けられ

る住まいの「質」の確保を推進します。また、民間賃貸住宅への入居に課題がある住宅確

保要配慮者に寄り添い、民間賃貸住宅への入居が円滑にできるよう、住宅確保に向けた支

援を推進します。 

④空家等対策の推進 

 区民等への啓発活動や所有者等を対象とした相談体制を充実させるなど、適正に管理され

ていない空家等の発生を予防するとともに、早期の働きかけにより管理不全空家や特定空家

の発生を抑止します。また、空家等を地域資源として捉え、公益的に活用する取組を促進し

ます。 

⑤年齢層に合わせた交通安全教育機会の充実 

  交通安全教育は、年齢層ごとに学ぶべき交通ルールが異なりますが、高校生や社会人に

おいては十分な環境が整っていないことから、こうした年齢層にも交通安全教育を受ける

機会を充実し、また既に取り組んでいるこどもや高齢者への交通安全教育については、コ

ンテンツの充実を図りながら今後も継続していきます。 

⑥自転車等利用総合対策の推進 

  定期・一時自転車等駐車場の利用状況に基づいた将来需要予測を行い、時代の移り変わ

りに適切に対応した柔軟性のある自転車駐輪環境の整備を進めます。また、蒲田駅東口地

下自転車駐車場の整備を契機とした指定管理者制度の導入の検討やデジタル技術の活用等

により放置自転車対策を強化します。さらに、安全かつ快適に自転車を利用できる仕組み

づくりなどを行い、自転車等利用総合対策を推進します。 
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▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 大田区公共施設等総合管理計画 

2 橋梁長寿命化修繕計画 

3 大田区住宅マスタープラン 

4 大田区空家等対策計画 

5 大田区自転車等総合計画 

６ 第 11次大田区交通安全計画 
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基本目標４ 安全・安心で活気とやすらぎのある快適なまち 

施策４－７ 世界と日本をつなぐ空港臨海部のまちづくり 

 

▶ めざす姿 

① 埋立島部や羽田空港等からなる空港臨海部の「東西軸」「南北軸」「周遊軸」の交通網が強化・形成

され、産業・観光・レジャー・自然が調和したまちづくりが進んでいます。 

② 空港に隣接し、みどりと水辺に囲まれた立地を活かした、多様な人々が行き交う新産業創造・発信

拠点として、世界とつながるまち「HANEDA
ハ ネ ダ

 GLOBAL
グ ロ ー バ ル

 WINGS
ウ イ ン グ ズ

」が形成されています。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

空港臨海部に魅力を感じる区民の

割合 

46.0% 

（令和６年度） 
50% 55% 

HANEDA GLOBAL WINGS への来

街者数（１日当たり） 

8,885人 

（令和５年度） 
10,800人 11,200人 
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▶ 現状と課題 

① 臨海部の主要幹線道路は、慢性的な交通渋滞が発生しており、かつ、島部へのアクセスは路線バス

が主流ですが、交通渋滞やバスの運転手不足により運行本数が減便になるなど、利便性が高いとは言

えない状態です。また、主要幹線道路の整備が進み、物流拠点の強化が図られ交通量はますます増加

する可能性があります。そのため、内陸部と臨海部におけるアクセス改善のため、新たなモビリティ

の導入やバスの利用環境改善などによる持続可能な地域旅客運送サービスの確保が必要です。 

 

② レクリエーション施設の点在、低未利用な公有地など、にぎわいの場所としてのポテンシャルを十

分発揮できていません。公園やスポーツ施設など点在する魅力ある資源を十分に活用できる散策路整

備等、にぎわいを創出するための施設整備、機能強化が必要となっています。 

 

③ 羽田空港跡地について、羽田イノベーションシティのオープンやソラムナード羽田緑地等の整備な

ど各計画を基に事業を着実に進め、まちづくりを推進している一方、整備事業への認知度は 40％台を

推移しています。世界中から誰もが訪れたくなるような魅力あるまちづくりを進め、整備した事業を

積極的に情報発信することで、空港臨海部のにぎわい創出につなげていく必要があります。 

 

 
資料：区の施策検証等に向けた大田区区民意識調査を基に作成 
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▶ 施策の方向性 

 

①移動しやすく、 

働く場所・遊ぶ場所として魅力ある空港臨海部の形成 

  内陸部と臨海部における交通アクセス改善のため、次世代モビリティの導入検討を進め

るとともに、国道 357 号線の立体化及び多摩川トンネルなどの整備を促進します。また、

「産業資源」などを活用した観光や、既存の公園や海域にレジャー環境の整備等を進める

ことで、空港臨海部の「働く場」「遊ぶ・憩う場」としての魅力を高めます。 

②HANEDA GLOBAL WINGS のまちづくり 

  羽田空港に隣接する HANEDA GLOBAL WINGSの特性を最大限に活用し、公園やソラム

ナード羽田緑地等において、民間活力を活かして、多様な人々を呼び込む魅力的なまちづ

くりを進め、憩いとにぎわいを創出します。また、羽田空港跡地第１ゾーンを世界と地域

をつなぐゲートウェイとして、国内外に日本のものづくり技術や日本各地域の魅力を発信

する「新産業創造・発信拠点」の形成を進めます。 

 

 

 

 

▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 大田区都市計画マスタープラン 

2 空港臨海部グランドビジョン 2040 

3 大田区交通政策基本計画 

4 羽田空港跡地まちづくり推進計画 

5 羽田空港跡地第１ゾーン整備方針 

6 羽田空港跡地かわまちづくり計画（国土交通省） 

  



176 

 

基本目標４ 安全・安心で活気とやすらぎのある快適なまち 

施策４－８ 多彩で魅力ある公園・緑地づくり 

 

▶ めざす姿 

① 年齢や障がいの有無、国籍、区民・来訪者等を問わず、誰もが、レクリエーションや余暇、スポー

ツなどを自由に楽しめ、充実した時間を過ごすことができるような魅力ある大規模公園・緑地づくり

が進んでいます。 

② 地域に身近な中小規模の公園では、子育てや健康づくりがしやすく、こどもたちが楽しく自由に遊

べるようになっています。また、地域が主体となった活動が盛んに行われるなど特色のある公園づく

りが進んでいます。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

地域の拠点となる公園の満足度 
40.0% 

(令和６年度) 
50％ 60％ 

身近な公園の満足度 
50.0% 

（令和６年度） 
60％ 70％ 
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▶ 現状と課題 

① 令和５年度区の施策検証等に向けた大田区区民意識調査の結果によると、公園でしてみたいことと

して、「自然を楽しむ」や「ゆっくり休憩する」、「カフェ等で飲食をする」、「手軽な運動」、「キッチ

ンカー等で飲食物を買って公園内で食べる」等ニーズが多岐にわたっています。少子高齢化の急激な

進行など、区を取り巻く社会情勢が変化する中、多様化するニーズに応えられる公園づくりが求めら

れています。 

 

公園でしてみたいこと 

 
 資料：区の施策検証等に向けた大田区区民意識調査（令和５年度）を基に作成 

 

 

② 区立公園のうち約 60％が 1,000 ㎡を下回る公園である上、大半が市街地内に整備されていることか

ら、敷地条件や周辺の影響に配慮した画一的な整備となり、公園が利用されていない状況です。公園

は、都市部でみどりを体験できる貴重な憩いの場でもあるとともに、地域の交流の場としても利用で

きる場所です。今後、小規模な公園を再整備するなどして魅力ある場としていく必要があります。 

 

   
 資料：区の施策検証等に向けた大田区区民意識調査を基に作成 

 

 
公園の利用状況 

 

R５年度 

R４年度 
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③ 地域の方々が身近な公園の日常清掃・花壇づくりなどにより公園の利活用等を行っている「ふれあ

いパーク活動」の団体数は、団体会員の高齢化やコロナ禍の影響もあり近年減少傾向にあります。公

園は都市部において、貴重なみどりを有するオアシスであり、地域の方々の日常生活に潤いを提供す

る場です。今後、公園が荒廃し、オアシスとしての機能を損なわないよう、公園の利活用を推進して

いく必要があります。 

 

 
資料：都市基盤整備部事業概要を基に作成 

 

ふれあいパーク活動団体数 

年度 
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▶ 施策の方向性 

 

①誰もが利用したくなる魅力ある公園の実現に向けた仕組みづくり 

 

  区を取り巻く社会情勢や多様化するニーズに対応し、地域から愛され、誰もが利用した

くなる公園の実現に向けて、地域で公園を育む仕組みを含めた公園・緑地づくりの羅針盤

となる計画等を策定します。策定した計画等を踏まえて、やすらぎや防災などの公園が持

つ様々な機能が最大限発揮された、魅力ある公園の整備や活用を推進します。  

②大規模公園・緑地の魅力向上 

  都市計画事業などによる計画的な整備推進や民間の知識・ノウハウ・資源等を活用する

公募設置管理制度や指定管理者制度といった公民連携手法を取り入れることによって、多

様なニーズに応え、誰もが訪れたくなる魅力ある公園づくりを進めます。 

③身近な公園・緑地の魅力向上 

  地域に身近な中小規模の公園を対象に、こどもから人気の高いボール遊びができる公

園、子育てや健康増進等に寄与する公園への機能転換や再編、公園を有効活用する地域団

体の支援等といった利用促進に取り組みます。また、清潔で安心して利用できるトイレや

遊具といった既存施設の更新や地域の意見要望を踏まえ、計画的な公園拡張を推進するこ

とで公園の量と質を向上させ、こどもから大人まで多くの人に望まれる多様な特色を持つ

公園をつくります。 

 

▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 大田区都市計画マスタープラン 

2 大田区緑の基本計画グリーンプランおおた 
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基本目標４ 安全・安心で活気とやすらぎのある快適なまち 

施策４－９ 水とみどりのネットワークでやすらげる環境づくり 

 

▶ めざす姿 

① 区内のみどりが増え、身近な場所で水やみどりに親しむことができ、多様な生物も息づくやすらぎ

のあるまちづくりが進んでいます。 

 

▶ 指標 

 

指標 現状値 
目標値 

（令和 10年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

身近な場所で水や緑に親しめると

感じる区民の割合 

58.8％ 

（令和６年度） 
60％ 65％ 

緑被率 
18.32％ 

（平成 30年度） 
21％ 

21.5％ 

（令和 12年度） 
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▶ 現状と課題 

① 土地利用の転換や枯死などにより、緑被率が 20.47％（平成 21 年度）から 18.32％（平成 30 年度）

に減少するなど、区内のみどりが減少しています。みどりを守り未来につなげるため、地域課題を整

理しながら改善策を検討するとともに、既存のみどりを最大限活用した効果的・機能的なまちづくり

が求められています。また、区民・事業者・区がそれぞれの役割を把握し、連携して行うみどりの取

組を充実・強化する必要があります。 

  

② 近年、猛暑日や集中豪雨の増加、台風の勢力拡大など、気候変動の影響が顕在化しています。今後

も、気候変動に伴い、気温上昇と降水量の更なる増加が見込まれ、風水害の激甚化につながる可能性

があります。CO2 の吸収、ヒートアイランド現象の緩和、生物多様性の保全、まちの景観を形づくる

骨格としての役割、雨水の浸透機能など、みどりが持つ多くの機能を最大限活用することが求められ

ています。 

 

 

 
資料：気象庁ホームページを基に作成 

 

１時間降水量 80mm以上の年間発生件数 

：長期変化傾向 

：5 年移動平均値 
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③ 呑川のＢＯＤは 70ｍg/L 近くまで悪化していましたが、下水道をおおむね 100％整備したことによ

り、環境基準の８mg/L 以下に改善しました。総合的な水質浄化対策を講じていますが、区民が不快

と感じるスカムや悪臭は春から秋にかけて未だに発生しており、更に浄化対策を進め、これらを縮減

する必要があります。 

 

 
資料：所管課実績を基に作成 

 

 

 

呑川に関する区への苦情件数 
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▶ 施策の方向性 

 

①みどりの保全、創出、活用の推進 

  新たなみどりの創出や水とみどり空間の保全・活用により、みどりの取組を「量」と

「質」の両輪で進めることで、防災対策や地域振興等に寄与するまちづくりを推進しま

す。また、みどり空間を活用する「グリーンインフラ」の普及を図るとともに、みどりの

魅力向上を計画的に推進するため、「（仮称）グリーン基金」の運用を図ります。 

②魅力的な水とみどりのネットワークの形成・拡充 

  

  河川や海など、貴重な自然環境資源を活かし、区民にとって身近で親しみやすく、魅力

的な観光資源となる水とみどりのネットワークの形成・拡充を推進します。また、グリー

ンインフラが持つ多様な機能に着目しながら、散策路整備等を進めることにより、安全で

快適な都市環境を形成し、魅力あるまちづくりを推進します。 

③河川の水質浄化対策の推進 

  呑川をはじめとする区管理河川において、水環境の改善を図るため関係機関と連携し、

河川対策や下水道対策など総合的な水質浄化対策を推進します。 

 

▶ 関連する個別計画 

 

No 計画名 

1 大田区緑の基本計画グリーンプランおおた 

2 大田区景観計画 

3 大田区環境アクションプラン 
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第６章 資料編 

１ 基本計画策定の経過 

（１）大田区基本計画懇談会の概要 

 ア 大田区基本計画懇談会条例 

令和６年３月 11日 

条例第２号 

（設置）  

第１条 大田区の基本計画及び実施計画を策定するに当たり、その参考となる意見を求めるため、

区長の付属機関として大田区基本計画懇談会（以下「懇談会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 懇談会の所掌事項は、次のとおりとする。 

(１) 基本計画及び実施計画の基本的な考え方及び政策体系に関すること。 

(２) 前号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項に関すること。 

（組織） 

第３条 懇談会は、次に掲げる者のうちから、区長が委嘱する 33 人以内の委員をもって組織する。 

(１) 区民 

(２) 区の区域内の公共的団体の代表者 

(３) 学識経験者及び有識者 

(４) 区議会議員 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱をした日から令和７年３月 31日までとする。 

（会長） 

第５条 懇談会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、懇談会を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指定する委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第６条 懇談会は、会長が招集する。 

２ 懇談会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 懇談会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

（委任） 

第７条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

付 則 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この条例は、令和７年３月 31日限り、その効力を失う。  
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 イ 大田区基本計画懇談会委員名簿 

 氏 名 ふりがな 区分 

会  長 牛山 久仁彦 うしやま くにひこ 学識経験者 

会長代理 奥 真美 おく まみ 学識経験者 

委 員 澁谷 昌史 しぶや まさし 学識経験者 

委 員 有村 久春 ありむら ひさはる 学識経験者 

委 員 石渡 和実 いしわた かずみ 学識経験者 

委 員 西脇 祐司 にしわき ゆうじ 学識経験者 

委 員 小林 真理 こばやし まり 学識経験者 

委 員 下村 芳樹 しもむら よしき 学識経験者 

委 員 中西 正彦 なかにし まさひこ 学識経験者 

委 員 松山 知規 まつやま ともき 有識者 

委 員 森 英男 もり ひでお 団体代表者 

委 員 中島 寿美 なかじま すみ 団体代表者 

委 員 深尾 定男 ふかお さだお 団体代表者 

委 員 広瀬 安宏 ひろせ やすひろ 団体代表者 

委 員 北見 公秀 きたみ ただよし 団体代表者 

委 員 西 義雄 にし よしお 団体代表者 

委 員 牧野 ふみよ まきの ふみよ 団体代表者 

委 員 三木 伸良 みき のぶよし 団体代表者 

委 員 星山 知之 ほしやま ともゆき 公募区民 

委 員 浜 洋子 はま ようこ 公募区民 

委 員 赤星 剛史 あかぼし たけし 公募区民 

委 員 永井 隆 ながい たかし 公募区民 

委 員 松原 秀典 まつばら ひでのり 区議会議員 

委 員 大橋 たけし おおはし たけし 区議会議員 

委 員 えびさわ 圭介 えびさわ けいすけ 区議会議員 

委 員 田島 和雄 たじま かずお 区議会議員 

委 員 佐藤 伸 さとう しん 区議会議員 

委   員 
三沢 清太郎 

(令和６年 11月１日をもって懇談会委員辞任) 
みさわ せいたろう 区議会議員 

委 員 犬伏 秀一 いぬぶし ひでかず 区議会議員 

委 員 おぎの 稔 おぎの みのる 区議会議員 

委 員 庄嶋 孝広 しょうじま たかひろ 区議会議員 
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ウ 大田区基本計画懇談会及び専門部会の開催経過 

 開催日 主な内容 

第１回懇談会 
令和 6 年 

5 月 31 日 

・新たな大田区基本計画・実施計画の策定 

について 

・今後の進め方等について 

第１回専門部会 

基本目標 1 

基本目標 2 

基本目標 3 

基本目標 4 

 

8 月 19 日 

8 月 23 日～９月２日(※) 

8 月 23 日～９月２日(※) 

８月 26 日～９月 3 日(※) 

・施策内容について 

・区民ワークショップの開催結果  

第 2 回懇談会 10 月 10 日 

・第１回大田区基本計画懇談会のご意見に 

ついて 

・専門部会の検討状況報告について 

・共通課題について 

・行政評価について 

第２回専門部会 

基本目標 1 

基本目標 2 

基本目標 3 

基本目標 4 

 

11 月 8 日 

11 月 11 日 

11 月 13 日 

11 月 14 日 

・修正した施策内容について 

・主要事業について 

第 3 回懇談会 12 月 12 日 
・大田区基本計画・実施計画（素案）につ

いて 

※ 第１回専門部会基本目標２・３・４は、台風 10 号の影響により、書面開催としました。 
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（２）区民参画の概要 

ア 区の施策検証等に向けた大田区区民意識調査 

調査対象 大田区内に居住する満 18 歳以上の男女個人（外国人を含む） 

調査方法 配付は郵送方式、回答収集は郵送又は電子申請方式 

調査期間 令和６年８月 1 日～８月 22 日 

調査の内容 
①区の施策における満足度及び重要度に関する調査 

②区の施策における指標の現状値に関する調査 

有効回収数 
①671 件（郵送 464件＋電子申請 207 件） 

②713 件（郵送 445件＋電子申請 268 件） 

 

イ 新たな大田区基本計画・実施計画の策定に向けたワークショップ 

開催日 会場 対象者 

７月 27 日（土） 池上会館 集会室 
区内在住・在勤・在学の高

校生以上の方 

８月１日（木） 
大田区民ホール・アプリコ 

展示室 

区内在住・在学の小学校５

年生～中学校３年生 

８月３日（土） オンライン開催 
区内在住・在勤・在学の高

校生以上の方 

８月６日（火） 
大田区民ホール・アプリコ 

展示室 

区内在住・在勤・在学の高

校生以上の方 

※ 意見交換の内容 

基本構想に定める４つの基本目標を実現するために優先的に取り組むべき課題

と重要な取組について 

 

ウ 大田区区民意見公募手続（パブリックコメント） 

期間 令和６年 12 月 27 日～令和７年１月 17 日 

閲覧場所 
区ホームページ、企画課窓口、区政情報コーナー、特別出張所、

図書館、区民センター、文化センター等 
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２ 大田区基本構想 

（１）基本理念（基本構想全体を貫く考え方） 

基本理念とは、基本構想全体を貫く考え方です。平和で、人権が尊重される社会を

前提とし、大田区に関わるすべての人々に共通する考え方として、以下の基本理念を

掲げます。 

 

１ 地域力を高める  

地域のつながりを強化することは、防犯・防災対策、安心して子育てできる環境づ

くり、暮らしの活力の創出など、多様な分野の課題解決につながります。区民一人ひ

とりの力を源として魅力ある地域を創造していく「地域力」をより一層高め、区民、

企業、地域団体や行政など、組織や世代を越えて大田区に関わるすべての主体が連携・

協働することにより、安心して暮らせるあたたかいまちをつくります。 

 

２ 多様な個性が輝く 

一人ひとりがお互いの個性を尊重し、支えあうことで、それぞれの力が発揮され、

新たな価値観の発見や可能性の創造につながります。ありのままの自分で生きること

ができ、多様な個性がそれぞれの持ち味を活かすことにより、誰もが自分らしく活躍

できるまちをつくります。 

 

３ 豊かなまちを未来へつなげる 

区の歴史や文化を引き継ぎ、未来にわたって持続的な発展をしていくためには、先

を見据えながら、変化の激しい時代にしなやかに対応することが重要です。区の特徴

を踏まえ、長期的な視点を持って、柔軟かつ利便性の高いまちづくりを進めることに

より、誰もが豊かに暮らし続けることができるまちを次世代に引き継ぎます。 
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（２）将来像 

  2040 年ごろ（令和 22 年ごろ）の大田区のあるべき姿として、以下の将来像を掲げます。 

 

心やすらぎ 未来へはばたく 笑顔のまち 大田区   

 

これまで築いてきた地域のつながりを大切にし、暮らす人・働く人・学ぶ人・訪れ

る人の誰もが、安心して心穏やかな日々を送ることができるまちをつくります。 

また、こどもから大人まで、誰もが夢や希望をもち、未来を切り拓くことができる

活力あるまちをつくります。 

日々のやすらぎと未来への希望により、笑顔があふれるまちの実現をめざし、「心や

すらぎ 未来へはばたく 笑顔のまち 大田区」を将来像として掲げます。  
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（３）基本目標（将来像を実現するためのまちの姿） 

基本目標１ 未来を創り出すこどもたちが夢と希望をもって健やかに育つまち 

 

こどもたちが、よりよい未来を創り出す力をもち、笑顔で元気に育つことが、大田区の

明るい未来へとつながります。 

また、こどもたちが豊かな愛情に包まれ、自分らしく成長することにより、まちは思い

やりと活気に満ちあふれます。 

明るく活力のある社会を築くためにも、こどもたちが夢と希望をもって健やかに育つま

ちをめざします。 

 

⚫ こどもの権利が守られ、こどもたちが将来に希望をもって育っています。 

⚫ こどもたちが安全・安心で自分らしく過ごせる居場所や楽しくのびのびと遊ぶ場所が

充実しています。 

⚫ こどもたちをあたたかいまなざしで包み、こどもの声に耳を傾けながら、地域全体で

子育ち・子育てを支えています。 

⚫ 希望する誰もが、安心してこどもを産み、育てることができ、こどもたちが愛情を注

がれて健やかに成長しています。  

⚫ 世界の人々と積極的に関わりながら、よりよい未来を創り出す人財が育っています。 

⚫ 一人ひとりに寄り添う学びにより、すべてのこどもが自分らしく輝いています。 
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基本目標２ 文化を伝え育み誰もが笑顔でいきいき暮らすまち 

 

心と体どちらも健康でいることは、いつまでも充実感のある毎日を過ごすことにつなが

ります。 

そのためには、文化や芸術といった、心を豊かにしてくれるものとふれあい、それらを

伝え育むことで、笑顔あふれる暮らしを送ることが大切です。 

また、すべての人々に活躍の場があり、つながりあえることで、元気に暮らせる社会を

つくることも重要となります。 

こどもから高齢者まで、障がいの有無や、性別、国籍などにかかわらず、個性をお互い

に認めあいながら、生涯にわたり、誰もが笑顔でいきいき暮らすまちをめざします。 

 

⚫ 一人ひとりに、社会の中での役割や生きがいがあり、誰もが自分らしい暮らしを送っ

ています。 

⚫ 社会全体で包み込むように支えあう考え方が日常に溶け込み、つながりを感じるあた

たかさあふれるまちになっています。 

⚫ 言語や慣習をはじめ、属性の異なる人々がお互いを尊重しあい、笑顔で自然に交流し

ています。 

⚫ 気軽にスポーツを楽しみ、健康づくりに取り組むことで、生涯にわたっていきいきと

した生活を送っています。 

⚫ 多彩な文化や芸術、歴史や伝統が暮らしとともにあることで、心が潤い、豊かな感性

が育まれています。 

⚫ 自由に学びを深められることで、質が高く心地よい暮らしを送ることができています。 
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基本目標３ 豊かな環境と産業の活力で持続的に発展するまち 

 

環境は、経済・社会などわたしたちの暮らしの基盤です。地域社会のすべての主体が環

境に配慮した行動をともに起こし、将来の世代によりよい形で引き継いでいくことが大切

です。 

そして、環境が守られた上で、国内有数の産業集積の維持・発展と新産業の創造を通じ、

産業が持続的に成長することが、区の活力を将来にわたって高めていくことにつながりま

す。 

一人ひとりに環境への意識が浸透して具体的な行動につながるとともに、多様な産業が

たえまなく成長することで、持続的に発展するまちをめざします。 

 

⚫ 自分の行動が未来の環境を大きく左右するという意識を持ち、環境に配慮した行動を

実践しています。 

⚫ 次世代クリーンエネルギーや新技術の活用を含む脱炭素への積極的な行動により、カ

ーボンニュートラルの実現に向けた歩みを着実に進めています。 

⚫ 資源を無駄なく利用する意識が浸透し、循環型社会が形成されています。 

⚫ 区内企業が社会環境の変化に柔軟に対応することにより、生産性の向上や産業集積の

維持・発展につながっています。 

⚫ 誰もが新たにチャレンジできる環境で、業種の垣根を越えたより一体的な協力関係の

形成により、新たな産業やサービスが生み出され、区内企業の「稼ぐ力」が向上して

います。 

⚫ 磨き上げられた「大田区ブランド」が世界の人々を魅了し、多くの人が訪れることで、

にぎわいや経済の活性化につながっています。 
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基本目標４ 安全・安心で活気とやすらぎのある快適なまち 

 

安全なだけではなく安心であり、日々の生活を心穏やかに快適に過ごせることは、誰も

が住み続けたいと思えるまちの実現につながります。 

また、23 区で唯一空港を有している強みをはじめ、様々な地域の特色をまちの活力につ

なげていくことも重要です。 

都市の強靱化を進めるとともに、多様な地域特性を踏まえて、活気とやすらぎのある快

適なまちをめざします。 

 

⚫ 強靱な都市基盤の整備と地域の連携の強化により、心から安心できるまちになってい

ます。 

⚫ 利便性の高い交通ネットワークの整備により、誰もがどこへでも気軽に移動できるよ

うになっています。 

⚫ 鉄道沿線から広がる活気あるまちづくりや、空港を持つ強みを活かしたまちづくりを

通じてにぎわいと交流が生み出されています。 

⚫ 安心で快適な住環境の整備により、ずっと住み続けたいまちになっています。 

⚫ 地域の特性を活かした、多様な特色を持つ公園が充実しています。 

⚫ 身近な場所でふれあえる水やみどりがあり、やすらぎを感じられるまちになっていま

す。 
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（４）基本構想を実現するために 

基本構想を着実に実現するために、区の方針を以下のとおり掲げます。 

 

１ 基本計画の策定 

基本構想で描いた将来像を実現するためには、その道のりを未来から現在へさかの

ぼり、戦略的に政策体系を整理した基本計画を策定し、着実かつしなやかに推進する

ことが重要です。  

基本構想の目標年次である 2040 年ごろ（令和 22 年ごろ）だけでなく、2030 年Ｓ

ＤＧｓの達成や 2050年脱炭素社会の実現といった、他の重要な目標の達成年次や社会

情勢等を踏まえた上で、戦略的に政策を展開します。 

また、計画の進捗状況について評価・分析を行うとともに、社会情勢の変化等に応

じて適時見直しを行うことで、不確実性の高い時代においても、基本構想の実現に向

けた取組を着実に進めていきます。 

 

２ 持続可能な自治体経営 

区を取り巻く社会経済状況が変化する中においても、基本構想で描いた将来像を実

現するためには、将来にわたり区政の持続可能性を確保することが重要です。 

その実現に向け、人材・財源などの区が有する経営資源の最適化や、デジタル技術

を用いた業務の抜本的な変革など、生産性向上に資する取組をまとめた具体的な戦略

を策定し、実践します。 

  

３ 区民や地域団体、企業との連携・協働  

基本構想で描いた将来像を実現するためには、大田区に関わるすべての人々が力を

合わせてともに取り組んでいくことが重要です。そのため、様々な機会や手段を通じ

て、迅速かつ着実に情報発信を行うとともに、区民の様々な声を大切にし、区政への

区民の主体的な参画を推進します。 

さらに、自治会・町会、企業、団体・ＮＰＯ及び学術機関等の様々な主体による連

携・協働を一層推進し、多様化する地域課題に迅速に対応します。 

また、企業等と行政のそれぞれが持つ強みを活かし、新たな価値を創出するととも

に、区民・企業等・行政の真の「三方良し」を実現します。 
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４ シティプロモーションの強化 

基本構想で描いた将来像を実現するためには、住む場所・働く場所・学ぶ場所・訪

れる場所として選ばれ、まちの活力を維持・向上させていくことが重要です。そのた

め、多様な魅力や地域資源を踏まえた戦略的なプロモーションにより、区の認知度や

ブランドイメージを向上させます。 

また、大田区での暮らしに愛着や誇りを持てるよう、区民に対しても積極的に区の

魅力を伝えていきます。 

 

５ 職員一人ひとりの意識・資質の向上 

基本構想で描いた将来像を実現するためには、職員一人ひとりが、自ら考え、行動

することが重要です。 

社会変化や技術革新の動向も見据え、職員は、区政を担うプロフェッショナルとし

て職務に取り組むとともに、常に区民目線に立ち、丁寧かつスピード感を持って対応

していくことが求められます。 

新たな知識や技能の習得だけでなく、幅広い視野や経営的な感覚を持ち、多様化す

る行政課題への迅速・的確な対応に向けた専門性の向上を図ることで、区民サービス

の質の向上につなげていきます。 
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３ 個別計画一覧 

計画名 根拠法令 策定（改定）年月 計画期間 備考 

基本目標１ 未来を創り出すこどもたちが夢と希望をもって健やかに育つまち 

大田区子ども・若者計画 
子ども・若者育成支援推進

法 
令和３年３月 ５年  

大田区子どもの貧困対策に

関する計画【おおた 子ど

もの生活応援プラン】 

こどもの貧困の解消に向け

た対策の推進に関する法律 

子供の貧困対策に関する大

綱 

令和４年３月 ５年  

第４期大田区次世代育成支

援行動計画、第２期大田区

子ども・子育て支援事業計

画 

【大田区子ども・子育て支

援計画】 

次世代育成支援対策推進法 

子ども・子育て支援法 
令和２年３月 ５年  

第４期大田区教育振興基本

計画【おおた教育ビジョ

ン】 

教育基本法 令和６年４月 ５年  

大田区こども読書活動推進

計画（第四次） 

子どもの読書活動の推進に

関する法律 
令和６年 10 月 

おおむね 

５年 
 

第２期大田区教育ＩＣＴ化

推進計画 

学校教育の情報化の推進に

関する法律 
令和５年３月 ５年  

大田区幼児教育振興プログ

ラム〈2024〉 
  令和６年４月 ５年  

大田区立学校における働き

方改革推進プラン 
  令和２年３月 ５年  

大田区学校施設個別施設計

画 

公共施設等総合管理計画の

策定等に関する指針  
令和６年６月 37 年  

大田区いじめ防止基本方針 いじめ防止対策推進法 令和３年４月 なし  

大田区不登校対策基本方針 

義務教育段階における普通

教育に相当する教育の確保

等に関する法律 

令和３年２月 なし  

基本目標２ 文化を伝え育み誰もが笑顔でいきいき暮らすまち 

大田区サイン整備基本方針  令和元年８月 なし  

大田区案内誘導サイン整備

指針 
 平成 29 年３月 なし  

大田区再犯防止推進計画 
再犯の防止などの推進に関

する法律 
令和３年３月 ５年  

大田区障がい者活躍推進計

画 

障害者の雇用の促進等に関

する法律 
令和２年８月 ５年  
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計画名 根拠法令 策定（改定）年月 計画期間 備考 

第８期大田区男女共同参画

推進プラン 

男女共同参画社会基本法 

配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護等に関する

法律 

女性の職業生活における活

躍の推進に関する法律 

令和３年３月 ５年 

大田区配偶者暴力の

防止及び被害者保護

等のための計画、大

田区女性の職業生活

における活躍推進計

画を包含 

大田区区民活動との連携・

協働に係る基本方針 
 平成 16 年 10 月 なし  

おおた生涯学習推進プラン  令和４年３月 ５年  

「国際都市おおた」多文化

共生推進プラン 

出入国管理及び難民認定法 

日本語教育の推進に関する

法律 等 

令和６年３月 ５年  

大田区文化振興プラン 文化芸術基本法 平成 31 年３月 
７年 

（当初５年） 
 

大田区スポーツ推進計画 

（改定版） 
スポーツ基本法 平成 30 年３月 

７年 

（当初５年） 
 

大田区国民健康保険 第３

期データヘルス計画 

国民健康保険法に基づく保

健事業の実施等に関する指

針 

令和６年３月 ６年  

大田区地域福祉計画・大田

区成年後見制度等利用促進

基本計画 

社会福祉法 

成年後見制度の利用の促進

に関する法律 

令和６年３月 ５年  

大田区ユニバーサルデザイ

ンのまちづくり基本方針 
 平成 23 年３月 なし  

大田区ユニバーサルデザイ

ンのまちづくり基本方針 

アクションプラン Ver.３ 

 令和６年３月 ５年  

ユニバーサルデザイン窓口

サービスガイドライン 
 平成 29 年３月 なし  

大田区高齢者福祉計画・第

９期大田区介護保険事業計

画 

【おおた高齢者施策推進プ

ラン】 

老人福祉法 

介護保険法 

高齢者の居住の安定を確保

する法律 

令和６年３月 ３年  
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大田区障害者計画、第７期

大田区障害福祉計画、第３

期大田区障害児福祉計画、

大田区発達障がい児・者支

援計画 

【おおた障がい施策推進プ

ラン】 

障害者基本法 

障害者総合支援法 

児童福祉法 

令和６年３月 ３年  

おおた健康プラン（第三

次） 

健康増進法 

食育基本法 

自殺対策基本法 

母子保健計画について（平

成 26 年６月 17 日雇児発

0617 第１号厚生労働省雇用

均等・児童家庭局長通知） 

等 

平成 31 年３月 
７年 

（当初５年） 

大田区食育推進計

画、大田区自殺対策

計画、大田区母子保

健計画を包含 

大田区感染症予防計画 

感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する

法律 

令和６年３月 ６年  

基本目標３ 豊かな環境と産業の活力で持続的に発展するまち 

大田区産業振興ビジョン   令和６年３月 10 年  

大田区観光案内サイン計画   平成 22 年１月 なし  

大田区環境アクションプラ

ン 

地球温暖化対策の推進に関

する法律 

生物多様性基本法 

気候変動適応法 

令和４年３月 ３年 

大田区地球温暖化対

策実行計画［区域施

策編］、大田区生物多

様性地域戦略、大田

区気候変動適法方針

を包含 

大田区脱炭素地域戦略   令和５年３月 なし  

大田区役所エコオフィス推

進プラン（第６次）(大田区

地球温暖化対策実行計画

［事務事業編］) 

地球温暖化対策の推進に関

する法律 
令和６年３月 ７年  

大田区役所グリーン購入ガ

イドライン 
 令和４年４月 なし  

庁有車等の調達に係る環境

配慮方針 
 令和４年４月 なし  

大田区電力の調達に係る環

境配慮方針 
 令和２年４月 なし  

大田区電力調達方針  令和２年４月 なし  

脱炭素化に向けた大田区公

共施設の整備に関する環境

配慮方針 

 令和６年９月 なし  
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大田区一般廃棄物処理基本

計画 

廃棄物の処理及び清掃に関

する法律 
令和３年３月 10 年  

大田区分別収集計画（第 10

期） 

容器包装に係る分別収集及

び再商品化の促進等に関す

る法律 

令和４年６月 ５年  

基本目標４ 安全・安心で活気とやすらぎのある快適なまち 

大田区国土強靱化地域計画 

強くしなやかな国民生活の

実現を図るための防災・減

災等に資する国土強靱化基

本法 

令和４年３月 ５年  

大田区地域防災計画 災害対策基本法 令和４年７月 なし  

大田区業務継続計画（震災

編） 
災害対策基本法 平成 30 年４月 なし  

大田区業務継続計画（新型

インフルエンザ編） 

新型インフルエンザ等対策

特別措置法 
平成 27 年３月 なし  

大田区要配慮者及び避難行

動要支援者支援計画（全体

計画） 

災害対策基本法 平成 29 年３月 なし  

大田区国民保護計画 

武力攻撃事態等における国

民の保護のための措置に関

する法律 

令和４年３月 なし  

大田区新型インフルエンザ

等対策行動計画 

新型インフルエンザ等対策

特別措置法 
平成 26 年 10 月 なし  

大田区都市計画マスタープ

ラン 
都市計画法 令和４年３月 

おおむね 

20 年 
 

おおた都市づくりビジョン   平成 29 年３月 2030 年代  

空港臨海部グランドビジョ

ン 2040 
  令和４年３月 

おおむね 

20 年 
 

大田区交通政策基本計画 交通政策基本法 令和６年３月 10 年  

大田区景観計画 景観法 平成 25 年 10 月 なし  

大田区色彩ガイドライン 景観法 平成 25 年 10 月 なし  

大田区建築物景観ガイドラ

イン 
景観法 平成 25 年 10 月 なし  

大田区緑の基本計画グリー

ンプランおおた 
都市緑地法 令和５年３月 20 年  

大田区グリーンインフラ事

業計画 
  令和６年 12 月 5 年  

大田区移動等円滑化促進方

針 

おおた街なか“すいすい”方

針 

高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法

律 

令和２年３月 10 年  
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大田区バリアフリー基本構

想 

おおた街なか“すいすい”プ

ラン 

高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法

律 

令和５年３月 10 年  

大田区バリアフリー基本構

想 

おおた街なか“すいすい”プ

ラン 特定事業計画 

高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法

律 

令和５年３月 10 年  

案内誘導サイン整備ガイド

ライン 
  平成 29 年３月 なし  

視覚障害者誘導用ブロック

整備ガイドライン（区道

編） 

  平成 29 年３月 なし  

大田区耐震改修促進計画 

建築物の耐震改修の促進に

関する法律 

東京における緊急輸送道路

沿道建築物の耐震化を推進

する条例 

平成 28 年３月 10 年  

大田区住宅マスタープラン 

住生活基本法 

マンションの管理の適正化

の推進に関する法律 

令和５年３月 10 年 

大田区マンション管

理適正化推進計画を

包含 

大田区営住宅等長寿命化計

画 
公営住宅法 等 平成 30 年３月 10 年  

大田区空家等対策計画 
空家等対策の推進に関する

特別措置法 
令和３年７月 ５年  

蒲田駅周辺地区グランドデ

ザイン 
 令和４年４月 20 年  

蒲田駅周辺地区基盤整備方

針 
 令和４年 10 月 20 年  

蒲田駅周辺再編プロジェク

ト 
 平成 25 年 12 月 20 年  

大森駅周辺地区グランドデ

ザイン 
 平成 23 年３月 15 年  

池上地区まちづくりグラン

ドデザイン 
 平成 31 年３月 なし  

洗足池駅周辺地区まちづく

り方針 
 令和２年３月 なし  

下丸子駅周辺地区まちづく

り構想 
 令和５年３月 20 年  

大田区鉄道沿線まちづくり

構想 
 令和６年３月 30 年  

大田区駐車場整備計画（蒲

田地区） 
駐車場法 令和６年 10 月 20 年  

羽田空港跡地利用基本計画  平成 20 年３月 なし  



203 

 

羽田空港跡地利用ＯＴＡ基

本プラン 
 平成 20 年 10 月 なし  

羽田空港跡地まちづくり推

進計画 
 平成 22 年 10 月 なし  

羽田空港跡地第１ゾーン整

備方針 
 平成 27 年７月 なし  

大田区自転車等総合計画 
自転車法 

自転車活用推進法 
令和４年３月 10 年  

大田区自転車等総合計画 

前期アクションプラン 

自転車法 

自転車活用推進法 
令和４年３月 ５年  

大田区自転車ネットワーク

整備実施計画 

自転車法 

自転車活用推進法 
平成 28 年８月 10 年  

第 11 次大田区交通安全計

画 
交通安全対策基本法 令和３年 11 月 ５年  

橋梁耐震整備計画 
地震防災対策特別措置法 

災害対策基本法 等 
令和２年３月 ５年   

橋梁長寿命化修繕計画 
道路法 

河川法 
令和２年３月 ５年   

大田区無電柱化基本方針 
無電柱化の推進に関する法

律 
令和２年３月 なし  

大田区無電柱化推進計画 
無電柱化の推進に関する法

律 
令和３年３月 10 年  

大田区災害廃棄物処理計画  令和２年３月 なし  

自治体経営 

大田区におけるＳＤＧｓ推

進のための基本方針 
 令和４年３月 なし  

大田区ＳＤＧｓ未来都市計

画 
 令和５年 12 月 ３年  

大田区アウトソーシング指

針 
 平成 23 年６月 なし  

大田区公民連携基本指針  令和４年１月 なし  

大田区職員定数基本計画  令和３年７月 
３年 

（当初 2 年） 
 

大田区外郭団体等に関する

基本方針 
 令和４年３月 なし  

大田区中長期財政見通し  平成 28 年４月 10 年  

大田区補助金適正化方針  平成 28 年３月 なし  

施設使用料の基本的な考え

方 
 令和６年７月 なし  

大田区情報化推進指針  令和６年 12 月 10 年  

大田区情報化推進計画  令和３年３月 ４年  

大田区公共施設等総合管理

計画 
 令和４年３月 20 年  

大田区公共施設個別施設計

画 
 令和３年３月 40 年  
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大田区公共施設改築・改修

等中期プラン 
 令和５年３月 10 年  

既存区有施設高効率照明導

入計画 
 令和４年３月 10 年  

マイナンバーの利活用に向

けた基本的な考え方 
 平成 28 年９月 なし  

大田区シティプロモーショ

ン戦略 
 令和元年５月 10 年  

大田区シティプロモーショ

ン戦略アクションプラン第

２期 

 令和５年５月 2 年  

大田区内部統制取組方針 地方自治法 令和元年６月 なし  

大田区情報セキュリティ基

本方針 
  平成 16 年１月 なし  

大田区人材育成基本方針   平成 31 年１月 なし  

大田区職員の「心の健康づ

くり計画」 
  令和４年 11 月 5 年  

2021-2025 職員のワーク・

ライフ・バランス推進プラ

ン－第二次・次世代育成支

援のための大田区特定事業

主行動計画（後期）－女性

活躍推進に関する大田区特

定事業主行動計画（後期）

－ 

【職員のワーク・ライフ・

バランス推進プラン】 

次世代育成支援対策推進法 

女性活躍推進法 
令和３年４月 ５年  
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４ 指標一覧 

※「区の施策検証等に向けた大田区区民意識調査」による令和６年度の数値は速報値 

No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

基本目標１ 未来を創り出すこどもたちが夢と希望をもって健やかに育つまち 

施策１－１ こどもの権利が守られ、こどもたちが自分らしく育つ環境づくり 

1 

相談できるとこ

ろを知っている

こどもの割合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「相談で

きるところを知っています

か。」という設問に対し、「知

っている」と回答したこども

の数/調査回答総数×100 

なし 

【参考値】 

小学生 74.0％ 

中学生 78.6％ 

高校生世代 82.9％ 

（令和５年度） 

(大田区子ども・子育て支

援計画改訂に向けたアンケ

ート調査「相談する所を知

っているこどもの割合」) 

85% 100% 

2 

自分らしく過ご

せたり、居心地

がよいと感じる

居場所があるこ

どもの割合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「あなた

には、自分らしく過ごせた

り、居心地がよいと感じる居

場所はありますか。」という

設問に対し、「ある」と回答

したこどもの数/調査回答総

数×100 

なし 
現状値把握 

次第設定 

現状値把握 

次第設定 

3 

居場所を複数箇

所選択したこど

もの割合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、指標②で

「ある」と回答したこどもの

うち、「あなたが、自分らし

く過ごせたり、居心地がよい

と感じる居場所は次のうちど

こですか。」という設問に対

し、複数回答したこどもの数

/調査回答総数×100 

なし 
現状値把握 

次第設定 

現状値把握 

次第設定 
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No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

4 

将来の夢や目標

をもっているこ

どもの割合 

全国学力・学習状況調査で、

「将来の夢や目標を持ってい

ますか。」という設問に対し、

「持っている」と回答したこ

どもの数/調査回答総数×

100 

小６ 80.7％ 

中３ 66.1％ 

（令和６年度） 

全国平均 

以上 

全国平均 

+1ポイント 

以上 

施策１－２ こども・子育て家庭を地域や社会全体で支える環境づくり 

5 

子育てに関して

孤独や孤立を感

じている区民の

割合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「あなた

は子育てに関して孤独や孤立

を感じていますか。」という

設問に対し、「強く感じる」

「やや感じる」と回答した区

民の数/調査回答総数×100 

なし 

【参考値】 

23.9% 

（令和５年度） 

(大田区子ども・子育て支

援計画改訂に向けたアンケ

ート調査「子育てに関して

孤独や孤立感を感じている

区民の割合」) 

※就学前児童の保護者対象 

22% 20% 

6 

妊娠・出産・子

育てについて相

談できる人がい

る、又は、相談

先を知っている

区民の割合 

乳幼児健康診査時（４か月児

健康診査）のアンケートで、

「妊娠・出産・子育てについ

て相談できる人はいますか、

又は、相談先を知っています

か。」という設問に対し、「は

い」と回答した区民の数／調

査回答総数×100 

なし 

【参考値】 

78.4％ 

（令和 4年度） 

（すこやか親子 21アンケ

ート（４か月児健康診査

時）「育てにくさを感じた

時に相談先を知っているな

ど何らかの解決方法を知っ

ている区民の割合」） 

85% 95% 

7 

子育てに悩んだ

り困ったりした

時に相談できる

人、又は、相談

できる場所があ

る区民の割合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「あなた

は子育てに悩んだり困ったり

した時に相談できる人、又

は、相談できる場所はありま

すか。」という設問に対し、

「ある」と回答した区民の数

/調査回答総数×100 

なし 
現状値把握 

次第設定 

現状値把握 

次第設定 
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No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

8 

地域に見守られ

てこどもが成長

していると感じ

る保護者の割合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「地域に

見守られてこどもが成長して

いると感じますか。」という

設問に対し、「強く感じる」

「やや感じる」と回答した保

護者の数/調査回答総数×

100 

なし 
現状値把握 

次第設定 

現状値把握 

次第設定 

9 

住んでいる地域

がこども・子育

て家庭をあたた

かく見守ってい

ると感じる区民

の割合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「お住ま

いの地域はこども・子育て家

庭をあたたかく見守っている

と感じますか。」という設問

に対し、「強く感じる」「やや

感じる」と回答した区民の数

/調査回答総数×100 

51.1% 

（令和６年度） 
54% 56% 

施策１－３ 豊かな人間性と確かな学力を身に付け、グローバル社会を創造的に生きるこどもの育成 

10 

５年生まで

（１、２年生の

とき）に受けた

授業では、課題

の解決に向け

て、自分で考

え、自分から取

り組んだ児童・

生徒の割合 

全国学力・学習状況調査（小

学校第６学年・中学校第３学

年）で、「５年生まで（１、

２年生のとき）に受けた授業

では、課題の解決に向けて、

自分で考え、自分から取り組

んでいましたか。」という設

問に対し、「当てはまる」「ど

ちらかといえば、当てはま

る」と回答した児童・生徒の

数/調査回答総数×100 

小６ 79.3％ 

中３ 81.4％ 

（令和６年度） 

全国平均以上 

全国平均 

＋1.5ポイント 

以上 

11 

地域や社会をよ

くするために何

かしてみたいと

思う児童・生徒

の割合 

全国学力・学習状況調査（小

学校第６学年・中学校第３学

年）で、「地域や社会をよく

するために何かしてみたいと

思いますか。」という設問に

対し、「当てはまる」「どちら

かといえば、当てはまる」と

回答した児童・生徒の数/調

査回答総数×100 

小６ 78.1％ 

中３ 73.9％ 

（令和６年度） 

全国平均以上 

全国平均 

＋2ポイント 

以上 
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No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

12 

自分とはちがう

文化や考えを持

つ外国の人など

と積極的に英語

でコミュニケー

ションをとって

話しあいたいと

思う児童・生徒

の割合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「自分と

はちがう文化や考えをもつ外

国の人などと積極的に英語で

コミュニケーションをとって

話しあいたいと思います

か。」という設問に対し、 

「そう思う」「どちらかとい

えば、そう思う」と回答した

児童・生徒の数/調査回答総

数×100 

なし 
現状値把握 

次第設定 

現状値把握 

次第設定 

13 

学級の児童（生

徒）との間で話

しあう活動を通

じて、自分の考

えを深めたり、

新たな考え方に

気付いたりする

ことができてい

る児童・生徒の

割合 

全国学力・学習状況調査（小

学校第６学年・中学校第３学

年）で、「学級の児童（生

徒）との間で話し合う活動を

通じて、自分の考えを深めた

り、新たな考え方に気付いた

りすることができています

か。」という設問に対し、「当

てはまる」「どちらかといえ

ば、当てはまる」と回答した

児童・生徒の数/調査回答総

数×100 

小６ 83.0％ 

中３ 84.6％ 

（令和６年度） 

全国平均以上 

全国平均 

＋1ポイント 

以上 

14 

自分には、よい

ところがあると

思う児童・生徒

の割合 

全国学力・学習状況調査（小

学校第６学年・中学校第３学

年）で、「自分には、よいと

ころがあると思いますか。」

という設問に対し、「当ては

まる」「どちらかといえば、

当てはまる」と回答した児

童・生徒の数/調査回答総数

×100 

小６ 83.4％ 

中３ 83.8％ 

（令和６年度） 

全国平均以上 

全国平均 

＋2ポイント 

以上 

15 

全国学力・学習

状況調査におけ

る国語の平均正

答率 

全国学力・学習状況調査（小

学校第６学年・中学校第３学

年）における、教科に関する

調査の結果（国語の平均正答

率） 

小６ 71％ 

中３ 59％ 

（令和６年度） 

東京都 

平均以上 

東京都平均 

＋1ポイント 

以上 
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No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

16 

全国学力・学習

状況調査におけ

る算数・数学の

平均正答率 

全国学力・学習状況調査（小

学校第６学年・中学校第３学

年）における、教科に関する

調査の結果（算数・数学の平

均正答率） 

小６ 68％ 

中３ 54％ 

（令和６年度） 

東京都 

平均以上 

東京都平均 

＋1ポイント 

以上 

施策１－４ 一人ひとりが自分らしく学べ、個性と能力を伸ばす教育環境の整備 

17 

障がいのある人

もない人も誰も

が平等に学べる

ようになってい

ると思う児童・

生徒の割合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「障がい

のある人もない人も誰もが平

等に学べるようになっている

と思いますか。」という設問

に対し、「そう思う」「どちら

かといえば、そう思う」と回

答した児童・生徒の数/調査

回答総数×100 

なし 
現状値把握 

次第設定 

現状値把握 

次第設定 

18 

困りごとや不安

がある時に、先

生や学校にいる

大人にいつでも

相談できる児

童・生徒の割合 

全国学力・学習状況調査（小

学校第６学年・中学校第３学

年）で、「困りごとや不安が

ある時に、先生や学校にいる

大人にいつでも相談できます

か。」という設問に対し、「当

てはまる」「どちらかといえ

ば、当てはまる」と回答した

児童・生徒の数/調査回答総

数×100 

小６ 64.4％ 

中３ 66.4％ 

（令和６年度） 

全国平均以上 
全国平均+2.5

ポイント以上 

19 

築年数が 80年を

超えない学校が

整備されている

割合（躯体
く た い

の健

全性調査結果を

踏まえ、80年を

超えて使用する

学校を除く） 

築年数が 80年を超えない区

立小中学校数（躯体の健全性

調査結果を踏まえ、80年を

超えて使用する学校を除く）

/全区立小中学校数（躯体の

健全性調査結果を踏まえ、

80年を超えて使用する学校

を除く）×100 

100% 

（令和５年度） 
100% 100% 
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No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

基本目標２ 文化を伝え育み誰もが笑顔でいきいき暮らすまち 

施策２－１ 高齢者一人ひとりが充実した暮らしを送るための環境の整備 

20 

地域とのつなが

りを実感してい

る高齢者の割合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「あなた

の日々の暮らしの中で、地域

とのつながり（住民同士の助

け合い・支え合い等）を実際

に感じることがあります

か。」という設問に対し、「感

じる」「どちらかといえば感

じる」と回答した 60歳以上

の区民の数/60歳以上の調査

回答総数×100 

46.7% 

（令和６年度） 
50% 55% 

21 

要介護・要支援

認定を受けてい

ない高齢者（75

歳以上 85歳未

満）の割合 

厚生労働省「介護保険事業状

況報告」で、介護保険第１号

被保険者（75歳以上 85歳未

満に限る）の内、要介護・要

支援認定を受けていない人の

数/介護保険第１号被保険者

（75歳以上 85歳未満に限

る）の数×100 

82.6% 

（令和５年度） 
82.8% 83.0% 

22 社会参加の状況 

大田区高齢者等実態調査で、

「以下のような会・グループ

等にどのくらいの頻度で参加

していますか。」という設問

に対し、「スポーツ関係のグ

ループやクラブ」「趣味関係

のグループ」「収入のある仕

事」で、「週４回以上」「週２

～３回」「週１回」「月１～３

回」「年に数回」と回答した

高齢者の数/調査回答総数×

100 

スポーツ関係 

22.7% 

趣味関係 

27.0% 

収入のある仕事 

32.3% 

（令和４年度） 

スポーツ関係 

24% 

趣味関係 28% 

収入のある 

仕事 35% 

スポーツ関係 

25% 

趣味関係 30% 

収入のある 

仕事 40% 

（令和 13 年度） 
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No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

23 
地域密着型サー

ビスの整備状況 

地域密着型サービス（認知症

高齢者グループホーム、定期

巡回・随時対応型訪問介護看

護、（看護）小規模多機能型

居宅介護）の拠点数と定員数 

認知症高齢者グループ 

ホーム 43拠点・844人 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 ５拠点 

（看護）小規模多機能型 

居宅介護 ８拠点 

（令和５年度） 

認知症高齢者 

グループホーム  

45拠点・880人 

定期巡回・随時 

対応型訪問 

介護看護 ８拠点 

（看護）小規模 

多機能型居宅 

介護 10拠点 

― 

24 

介護サービス従

事者の離職率の

縮小（定着率の

向上） 

介護サービス従事者の離職者

数/起算日に在籍していた職

員数×100 

16.3% 

（令和４年度） 

全国値を 

下回る 

全国値を 

下回る 

施策２－２ 本人の意思に寄り添う権利擁護の推進 

25 
成年後見制度の

理解度 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「『成年後

見制度』を知っています

か。」という設問に対し、「内

容まで知っている」と回答し

た区民の数/調査回答総数×

100 

 

32.8% 

（令和６年度） 
40% 45% 

26 
成年後見制度の

利用者数 

東京家庭裁判所の区市町村別

成年後見制度の利用者数 

 

1,293件 

（令和５年度） 
1,350 件 1,400件 

27 

大田区ＤＶ相談

ダイヤルの認知

度 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「区では、

『大田区ＤＶ相談ダイヤル』

を設置し、配偶者やパートナ

ーからの暴力（ドメスティッ

ク・バイオレンス＝ＤＶ）に

関する相談を受け付けている

ことを知っていますか。」と

いう設問に対し、「知ってい

る」と回答した区民の数/調

査回答総数×100 

 

30.0% 

（令和６年度） 
34% 38% 
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No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

施策２－３ 障がいの有無等にかかわらず、安心して暮らせる支援の充実 

28 

障害福祉サービ

ス等利用者の満

足度 

大田区障がい者実態調査で、

現在利用している障害福祉サ

ービスの満足度について、

「満足している」「ほぼ満足

している」と回答した人の数

/調査回答総数×100 

75% 

（令和４年度） 
85% 

90% 

（令和 13 年度） 

29 
障害者差別解消

法の理解度 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「『障害者

差別解消法』を知っています

か。」という設問に対し、「内

容まで知っていて、合理的配

慮を行った経験がある」「内

容まで知っているが、合理的

配慮を行った経験はない」と

回答した区民の数/調査回答

総数×100 

20.3% 

（令和６年度） 
28% 36% 

施策２－４ 人や地域とのつながりでお互いに支えあう体制づくり 

30 
自治会・町会へ

の加入世帯数 
自治会・町会への加入世帯数 

244,470世帯 

（令和５年度） 
244,000 世帯 244,000世帯 

31 

自治会・町会が

連携・協働した

地域の企業、団

体、ＮＰＯ等の

団体数 

地域力推進活動負担金の実績

報告により、地域の企業、団

体、ＮＰＯ等と連携・協働し

た件数 

1,951団体 

（令和５年度） 
2,125 団体 2,300団体 

32 

現在住んでいる

まちで何らかの

地域活動に参加

したいと思う区

民の割合 

大田区政に関する世論調査

で、「あなたは、現在住んで

いるまちで何らかの地域活動

に参加したいと思います

か。」という設問に対し、「現

在参加している」「ぜひ参加

したい」「きっかけや条件が

整えば参加してみたい」と回

答した区民の数/調査回答総

数×100 

47.9% 

（令和５年度） 
50% 55% 
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No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

33 
ユニバーサルデ

ザインの理解度 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「『ユニバ

ーサルデザイン』という言葉

を知っていますか。」という

設問に対し、「定義までよく

理解している」「定義はなん

となく理解している」と回答

した区民の数/調査回答総数

×100 

67.6% 

（令和６年度） 
70% 85% 

34 

普段の生活につ

いて、孤立感や

孤独感がないと

感じる区民の割

合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「普段の

生活について、『孤立感や孤

独感がない』はどの程度あて

はまりますか。」という設問

に対し、「あてはまる」「どち

らかといえばあてはまる」と

回答した区民の数/調査回答

総数×100 

 

66.7% 

（令和６年度） 
70% 72% 

施策２－５ 人々の相互理解と交流の促進 

35 

日本人と外国人

が互いに認めあ

い、暮らしてい

ると思う日本

人・外国人区民

の割合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査または大田区

多文化共生実態調査で、「あ

なたは、大田区では日本人と

外国人が互いに認め合い、と

もに地域社会の構成員として

暮らしていると思います

か。」という設問に対し、「と

ても思う」「どちらかといえ

ばそう思う」と回答した日本

人・外国人区民の数/調査回

答総数×100 

日本人 57.4% 

（令和６年度） 

外国人 79.8% 

（令和４年度） 

日本人 60.5% 

外国人 84.8% 

日本人 63.5% 

外国人 88.8% 
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No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

36 

現在住んでいる

まちが暮らしや

すいと感じてい

る外国人区民の

割合 

大田区多文化共生実態調査

で、「現在住んでいるまちは

暮らしやすいですか。」とい

う設問に対し、「とても暮ら

しやすい」「暮らしやすい」

と回答した外国人区民の数/

調査回答総数×100 

85.0% 

（令和４年度） 
88.5% 91.3% 

37 

家庭生活におけ

る男女の地位が

平等であると思

う区民の割合 

大田区政に関する世論調査

で、「家庭生活において、男

女の地位は平等になっている

と思いますか。」という設問

に対し、「平等になってい

る」と回答した区民の数/調

査回答総数×100 

46.1% 

（令和５年度） 
50% 55% 

38 

今の日本は、人

権が尊重されて

いる社会だと思

う区民の割合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「あなた

は、今の日本は、人権が尊重

されている社会だと思います

か。」という設問に対し、「そ

う思う」「どちらかといえば

そう思う」と回答した区民の

数/調査回答総数×100 

66.5% 

（令和６年度） 
68.5% 70.5% 

施策２－６ 地域全体での健康づくりの推進と地域医療の充実 

39 
65歳健康寿命

（要介護２） 

65歳の人が何らかの障がい

のために日常生活動作が制限

されるまでの年齢を平均的に

表したもの。本指標では、障

がいを要介護２以上とする。 

男性 82.35歳 

女性 85.75歳 

（令和４年） 

延伸 

（※65 歳平均

余命の延伸分

を上回る） 

延伸 

（※65歳平均

余命の延伸分

を上回る） 

40 

特定健診受診率

（国民健康保険

被保険者） 

40歳から 74歳の大田区国民

健康保険加入者のうち、特定

健康診査を受診した人の数

/40歳から 74歳の大田区国

民健康保険加入者数×100 

38.0% 

（令和４年度） 
39.8% 

40.0% 

（令和 11 年度） 
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No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

41 主観的健康感 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「現在の

あなたの健康状態はいかがで

すか。」という設問に対し、

「とてもよい」「よい」と回

答した区民の数/調査回答総

数×100 

64.5% 

（令和６年度） 
増やす 増やす 

42 

かかりつけ医、

歯科医、薬局い

ずれもある区民

の割合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「かかり

つけ医、かかりつけ歯科医、

かかりつけ薬局はあります

か。」という設問に対し、「か

かりつけ医、歯科医、薬局い

ずれもある」と回答した区民

の数/調査回答総数×100 

29.5% 

（令和６年度） 
31.0% 32.5% 

施策２－７ スポーツの楽しさが広がる環境の整備 

43 
区民スポーツ実

施率 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「スポー

ツや運動を実施した頻度は週

どのくらいですか。」という

設問に対し、「週３日以上

（年 151日以上）」「週２日

（年 101～150日）」「週１日

（年 51～100日）」と回答し

た区民の数/調査回答総数×

100 

66.5% 

（令和６年度） 
70% 72% 

44 

区のスポーツ環

境に対する満足

度 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「あなた

は区のスポーツ環境に満足し

ていますか。」という設問に

対し、「満足している」「やや

満足している」と回答した区

民の数/調査回答総数×100 

22.4% 

（令和６年度） 
26% 30% 
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No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

施策２－８ 心ときめく豊かな地域をつくる 文化資源の創造と継承 

45 

区の文化芸術環

境に対する満足

度 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「あなた

は、区の文化芸術に親しむ環

境に満足していますか。」と

いう設問に対し、「満足して

いる」「やや満足している」

と回答した区民の数/調査回

答総数×100 

19.2% 

（令和６年度） 
25% 40% 

46 

区の文化や歴史

に触れる機会が

あった区民の割

合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「あなた

は、これまでに区の文化や歴

史に触れる機会がありました

か。」という設問に対し、「あ

った」と回答した区民の数/

調査回答総数×100 

38.0% 

（令和６年度） 
40% 50% 

施策２－９ 生涯にわたる学びの支援 

47 

最近１年間に生

涯学習を行った

区民の割合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「あなた

は、最近１年間に生涯学習を

行ったことがありますか。」

という設問に対し、「ある」

と回答した区民の数/調査回

答総数×100 

40.5% 

（令和６年度） 
45% 50% 
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No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

48 

年１回以上図書

館を利用する区

民の割合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「１年間

で大田区立図書館又は文化の

森情報館（電子書籍貸出サー

ビスを含む）をどのくらい利

用しますか。」という設問に

対し、「週１回以上」「月２回

程度」「月１回程度」「２～３

か月に１回程度」「ほとんど

利用しない（年１～２回程

度）」と回答した区民の数/調

査回答総数×100 

48.5% 

（令和６年度） 
55% 60% 

基本目標３ 豊かな環境と産業の活力で持続的に発展するまち 

施策３－１ 脱炭素化の推進と豊かな自然の継承 

49 

大田区内におけ

る温室効果ガス

排出量の削減率 

オール東京 62市区町村共同

事業「みどり東京・温暖化防

止プロジェクト」の算定結

果。基準年度である平成 25

年と比較して算出。 

 

▲13.9% 

（令和３年度） 
▲44% ▲55% 

50 

大田区役所の温

室効果ガス排出

量の削減率 

大田区役所エコオフィス推進

プラン実績調査の算定結果。

基準年度である平成 25年と

比較して算出。 

 

▲31.5% 

(令和 5年度) 
▲45% ▲56% 

51 
「生き物の豊か

さ」の満足度 

大田区環境基本計画の策定に

係る区民アンケート調査で、

「あなたは、大田区の環境を

どのように感じていますか？

（項目：生き物の豊かさ）」

という設問に対し、「満足」

「やや満足」と回答した区民

の数／調査回答総数×100 

27.0% 

(令和 5年度) 

40.0% 

(令和 12年度) 
― 
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No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

52 みどり率 

みどりの実態調査で、航空写

真におけるみどりの覆われた

面積＋水面が占める面積＋公

園内の緑で覆われていない面

積／区面積×100 

25.30% 

(平成 30年度) 
27.86% 28.37% 

施策３－２ 持続可能な循環型社会の構築 

53 

区民１人１日当

たりのごみと資

源の総量 

大田区一般廃棄物組成分析調

査による算定結果。 

585g 

（令和５年度） 
560g 524g 

施策３－３ 区内企業の自己変革の促進 

54 
区内全産業の付

加価値額 

総務省・経済産業省「経済セ

ンサス－活動調査」の算定結

果。企業の生産活動によって

新たに生み出された価値のこ

とで、売上高（総生産額）か

ら原材料費・燃料費・減価償

却費などの中間投入額を差し

引くことによって算出。 

1,920,871 

百万円 

（令和３年度） 

1,988,101 

百万円 

(令和８年度) 

2,057,685 

百万円 

（令和 13 年度） 

55 

付加価値額が増

加した区内企業

の割合 

大田区の景況の調査で、「前

年に比べて付加価値額が増加

した」と回答した区内企業の

数／調査回答総数×100 

42.40% 

（令和６年度） 
45% 50% 

56 

デジタル化の取

組意向のある区

内の企業割合 

大田区の景況の調査で、「Ｉ

Ｔを活用した業務効率化・生

産性向上の取組状況」に,

「取り組んでいる」「まだ取

り組んでいないが、取り組む

予定がある」「取り組みたい

が、検討段階である」と回答

した区内企業の数／調査回答

総数×100 

 

57.8% 

（令和５年度） 
65% 70% 
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No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

施策３－４ ものづくりの次世代への承継と立地支援 

57 

新規採用人数が

充足している企

業の割合 

大田区の景況の調査で、製造

業の企業が希望する求人数に

対して、新規採用人数が「充

足している」と回答した区内

企業の数／調査回答総数×

100 

28.8% 

（令和６年度） 
30% 30% 

58 

事業承継の意向

のうち、事業承

継について考え

ていない企業の

割合 

大田区ものづくり産業等実態

調査において、「事業承継の

意向」のうち「事業承継につ

いて考えていない」と回答し

た区内企業の数／調査回答総

数×100 

34.2％ 

（令和元年度） 
30% 25% 

59 
区内製造業の粗

付加価値額 

総務省・経済産業省「経済セ

ンサス－活動調査」の算定結

果。売上高（総生産額）から

減価償却費を差し引かないで

算出した付加価値額のこと。 

1,850億円 

（令和３年度） 
1,850 億円 1,850億円 

60 

大田区のイメー

ジについて、も

のづくりのまち

を選んだ割合 

大田区シティプロモーション

調査で、「あなたは大田区に

ついて、どのようなイメージ

をもっていますか」という設

問に対し、「ものづくりのま

ち」と回答した区民及び区民

以外の数/調査回答総数×

100 

なし 
現状値取得 

次第設定 

現状値取得 

次第設定 

施策３－５ 新たな挑戦への支援と企業同士の交流・連携機会の創出 

61 
区内の新設法人

数 

大田区新設法人件数調査の結

果によって把握。 

1,051社 

（令和５年度） 
1,114 社 1,167社 

62 

羽田イノベーシ

ョンシティ及び

「HANEDA×

PiO」を活用した

交流・連携によ

る区内企業との

オープンイノベ

ーション創出数 

産業振興協会へのヒアリング

及び羽田イノベーションシテ

ィモニタリング報告書の結果

によって把握。 

２件 

（令和５年度） 
２件 ３件 
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No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

63 

羽田イノベーシ

ョンシティを起

点とした新技術

の区内実装数 

産業振興協会へのヒアリング

及び羽田イノベーションシテ

ィモニタリング報告書の結果

によって把握。 

１件 

（令和５年度） 
２件 ３件 

施策３－６ 活気あふれる商店街づくりと魅力ある観光資源の創出・発信 

64 

買い物や食事、

イベント等で商

店街を利用して

いる区民の割合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「買い物

や食事、イベント等で商店街

を訪れることがあります

か。」という設問に対し、「あ

る」と回答した区民の数/調

査回答総数×100 

89.8% 

（令和６年度） 
90% 90% 

65 

区内における年

間観光消費額の

推計値 

観光庁の「観光入込客統計調

査に関する共通基準及び調査

要領」に基づき算出。 

132,595百万円 

（平成 29年度） 

165,000 

百万円 

（令和 10 年度） 

172,000 

百万円 

（令和 14 年度） 

基本目標４ 安全・安心で活気とやすらぎのある快適なまち 

施策４－１ 災害に強く回復しやすい減災都市の実現 

66 
住宅の耐震化率

（旧耐震基準） 

平成 30 年住宅・土地統計調

査等に基づき算出した平成

30年９月末時点の耐震化率

をベースに、平成 30年９月

～算定年度末までの新築戸数

の加算及び解体戸数の減算に

より算出。 

91％ 

（令和２年度） 

約 98％ 

（令和７年度） 

※おおむね解消 

ー 

67 
住宅の耐震化率

（新耐震基準） 
検討中 調査中 

現状値取得 

次第設定 

現状値取得 

次第設定 

68 

東京都防災都市

づくり推進計画

の重点整備地域

における不燃領

域率（東京都推

計値） 

東京都の算定結果（空地率＋

（１-空地率/100）×不燃化

率（％））。 

大森中地区：64.3％ 

羽田二・三・六丁目

地区：49.4％  

補助 29号線沿道地

区（大田区）：

52.5％ 

 (令和４年度） 

ー 

大森中地区：

70％超 

羽田二・三・

六丁目地区：

60％超  

補助 29号線沿

道地区（大田

区）：70％超 

 (令和 12年度末） 

69 
耐震性能を把握

した橋梁数 

耐震性能照査が完了した橋梁

数 

39橋/156橋 

（令和 5年度） 
59 橋 75橋 
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No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

70 

耐震・強靱化を

進めた橋梁数

（落橋対策） 

耐震補強工事が完了した橋梁

数 

30橋/156橋 

（令和 5年度）  
35 橋 39橋 

71 
無電柱化整備延

長 

大田区が管理する区道の総延

長に対する無電柱化整備延長 

13.47㎞ 

（令和 2年度） 
17.53 ㎞ 

20.79㎞ 

（令和 12 年度） 

72 
高台避難場所の

充足率 

都市計画基礎調査等を活用

し、町丁目ごとに「避難対象

者数」と「収容可能人数」を

統計的に分析を行い、その差

分により算出。 

検討中 検討中 
100％ 

（検討中） 

施策４－２ 地域力を活かした防災対策の推進 

73 

総合防災訓練と

地域の自主防災

訓練との訓練成

果の共有率 

「総合防災訓練」と地域（区

内各地区）の「自主防災訓

練」を連携させ実施した数

と、その成果を共有すること

ができた地区の数の合計（累

計）/18地区×100 

0％ 

（令和 5年度） 
100% 100% 

74 

災害から身を守

るために取組を

している区民の

割合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「災害か

ら身を守るためにどのような

取り組みをしていますか」と

いう設問に対し、「特に何も

していない」と回答した区民

の数/調査回答総数×100

を、100から引いた割合 

85.6％ 

（令和 6年度） 
100% 100% 

75 

災害ケースマネ

ジメントを担う

関係機関との協

議数 

毎年１回以上、実装に向けて

協議した、「災害ケースマネ

ジメント」の実施に当たって

連携が想定される関係機関・

民間団体数 

２団体 

（令和 5年度） 
7団体 11団体 
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No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

施策４－３ 治安がよい美しいまちの実現 

76 

治安のよさの満

足度（体感治

安） 

大田区政に関する世論調査

で、「治安のよさ」という設

問に対し、「満足している」

「ほぼ満足している」と回答

した区民の数/調査回答総数

×100 

60.4％ 

（令和５年度） 
65% 70% 

77 
区内特殊詐欺被

害件数 

警視庁資料を基に算出した区

内特殊詐欺被害の件数。 

151件 

（令和５年） 
112件 72件 

78 
消費者相談の解

決率 

相談が解決した件数/相談件

数（処理不要・処理中除く）

×100 

98.6％ 

（令和 5年度） 
99% 99% 

79 

蒲田駅東西口の

喫煙禁止重点対

策地区における

路上喫煙者数 

蒲田駅東西口の喫煙禁止重点

対策地区内で、週１日平日

に、18 時から 20時までの

間、30 分間調査した人数の

平均値 

16人 

（令和５年度） 
11 人 7人 

施策４－４ 地域の魅力を活かした拠点づくり 

80 

住んでいるまち

が魅力的である

と感じる区民の

割合 

大田区政に関する世論調査

で、「住んでいるまちが魅力

的であると感じています

か。」という設問に対し、「感

じている」「やや感じてい

る」と回答した区民の数/調

査回答総数×100 

68.5％ 

（令和５年度） 
70% 72% 
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No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

81 

駅周辺の整備が

進んでいると感

じる区民の割合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「区は、

『大田区鉄道沿線まちづくり

構想』において示した、沿線

のまちの将来像やその実現に

向けた道筋に基づき、官民が

協働し、地域特性や限られた

空間を最大限有効に活用しな

がら、安全かつ快適で利便性

の高い個性的な都市空間を創

出するよう取り組んでいま

す。現在、大田区内の駅周辺

の整備が進んでいると感じま

すか。」 

という設問に対し、「感じて

いる」「やや感じている」と

回答した区民の数/調査回答

総数×100 

43.6％ 

（令和６年度） 
46% 48% 

施策４－５ 誰もが移動しやすく利便性の高い多様な交通ネットワークの形成 

82 

蒲田駅と京急蒲

田駅をつなぐ鉄

道路線の新設を

望む区民の割合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「早期に

実現してほしい大田区内の公

共交通対策」という設問に対

し、「鉄道路線の充実（蒲田

駅と京急蒲田駅をつなぐ鉄道

路線の新設を含む）」と回答

した区民の数/調査回答総数

×100 

35.9％ 

（令和６年度） 
45% 50% 
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No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

83 

大田区内の公共

交通機関が利用

しやすいと感じ

ている区民の割

合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「自宅の

近くにバス停や駅があるな

ど、公共交通機関が利用しや

すい環境ですか。」という設

問に対し、「とても利用しや

すい」「まあまあ利用しやす

い」と回答した区民の数/調

査回答総数×100 

89.2％ 

（令和６年度） 
91% 92% 

84 

「大田区バリア

フリー基本構想 

おおた街なか“す

いすい”プラン」

における特定事

業の進捗率 

毎年度末に行う特定事業の進

捗調査で、「事業が完了し

た」又は「継続して取り組ん

でいる」と回答のあった事業

の数/大田区バリアフリー基

本構想にて位置付ける特定事

業の総数×100 

※特定事業とは、バリアフリ

ー法第２条にて定める、ハー

ド整備又はソフト対策による

バリアフリー化に関する事業

のこと。 

75％ 

（令和５年度） 
ー 

100％ 

（令和 13 年度） 

施策４－６ 誰もが快適に暮らし過ごせる都市基盤と住環境の整備 

85 

住んでいるまち

の生活環境にお

ける、道路整備

に対する満足度 

大田区政に関する世論調査

で、住んでいるまちの生活環

境における「道路の整備」と

いう設問に対し、「満足」「ほ

ぼ満足」と回答した区民の数

/調査回答総数×100 

63.6% 

（令和５年度） 
65% 70% 

86 

狭あい道路の区

内総延長 261km

（両側 522km）

に対する延長及

び後退率 

狭あい道路の区内総延長に対

する、狭あい道路拡幅整備工

事が完了した延長及び後退率 

21.6％ 

（令和５年度） 
24.6% 27.0% 
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No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

87 

橋梁点検におけ

る健全性判定Ⅱ

以上の割合 

大田区が管理する橋梁（公園

管理橋は除く）に対して 5

年間に一回のサイクルとして

実施した定期点検の診断結果

の割合。 

※健全性判定Ⅱ以上とは、予

防保全の観点から対策が不要

な状態もしくは必要に応じて

対策の実施が望まれる状態で

あること。 

97％ 

（令和 5年度） 
100% 100% 

88 

住んでいるまち

の生活環境にお

ける、住宅事情

に対する満足度 

大田区政に関する世論調査

で、住んでいるまちの生活環

境における「あなたご自身の

住宅事情」という設問に対

し、「満足」「ほぼ満足」と回

答した区民の数/調査回答総

数×100 

71.5％ 

（令和５年度） 
76% 80% 

89 

区が把握してい

る適切に維持・

管理のできてい

ない空家等の件

数 

陳情等により課題のある空家

等として把握した現存数。 

742件 

（令和５年度） 
707件 679件 

90 放置自転車台数 

「駅前放置自転車等の現況と

対策調査」によって把握した

放置自転車台数。 

※例年 10月、晴天の平日の

うち任意の一日、おおむね午

前 11時ごろの駅周辺におけ

る放置自転車台数。 

307台 

（令和６年度） 
毎年減少 ー 
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No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

施策４－７ 世界と日本をつなぐ空港臨海部のまちづくり 

91 

空港臨海部に魅

力を感じる区民

の割合 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「遊ぶ場

所、働く場所として空港臨海

部に魅力を感じますか」とい

う設問に対し、「感じる」「や

や感じる」と回答した区民の

数/調査回答総数×100 

46.0% 

（令和 6年度） 
50% 55% 

92 

HANEDA
ハ ネ ダ

 

GLOBAL
グ ロ ー バ ル

 WINGS
ウ イ ン グ ズ

への来街者数

（１日当たり） 

携帯電話端末のＧＰＳ位置情

報データ（KDDI Location 

Analyzer）を用いて算出し

た、１日当たりの HANEDA 

GLOBAL WINGS への来街者

数 

8,885人 

 （令和５年度） 
10,800人 11,200人 

施策４－８ 多彩で魅力ある公園・緑地づくり 

93 
地域の拠点とな

る公園の満足度 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「野球

場、キャンプ場、アスレチッ

ク等がある大きな公園につい

て、どの程度満足しています

か。」という設問に対し、「満

足している」「やや満足して

いる」と回答した区民の数/

調査回答総数×100 

40.0% 

(令和６年度) 
50% 60% 

94 
身近な公園の満

足度 

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「住宅街

によくある小さな公園につい

て、どの程度満足しています

か。」という設問に対し、「満

足している」「やや満足して

いる」と回答した区民の数/

調査回答総数×100 

50.0% 

（令和６年度） 
60% 70% 
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No. 指標名 指標の説明 現状値 
目標値 

(令和 10 年度) 

目標値 

(令和 14 年度) 

施策４－９ 水とみどりのネットワークでやすらげる環境づくり 

95 

身近な場所で水

や緑に親しめる

と感じる区民の

割合 

大田区政に関する世論調査・

区の施策検証等に向けた大田

区区民意識調査で、「身近な

場所で水や緑に親しめると感

じていますか。」という設問

に対し、「感じている」「やや

感じている」と回答した区民

の数／調査回答総数×100 

58.8% 

（令和 6年度） 
60% 65% 

96 緑被率 

みどりの実態調査で、航空写

真におけるみどりに覆われた

面積／区面積×100 

18.32％ 

（平成 30年度） 
21% 

21.5% 

（令和 12 年度） 
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５ 施策の方向性とＳＤＧｓゴールとの関係 

（１）ＳＤＧｓ17 の目標 
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資料：「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」外務省仮訳 
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（２）関係性対応表 

各施策の方向性が SDGｓのどのゴールにつながっているかを一覧で示しています。 

  

ＳＤＧｓ 

                                  

1-1 こどもの権利が守られ、こどもたちが自分らしく育つ環境づくり 

  こども・若者の意見を尊重する取組の推進 〇 〇 〇 〇      〇      〇 〇 

こどもの命と安全を守る児童相談支援体制の構築 〇  〇 〇      〇      〇 〇 

こども・若者が安全・安心に過ごせる多様な居場

所づくり 
〇 〇 〇 〇              

「貧困の連鎖を断ち切る」相談支援体制の充実 〇 〇 〇 〇            〇 〇 

1-2 こども・子育て家庭を地域や社会全体で支える環境づくり 

  妊娠期から切れ目なく子育て家庭を支える支援の

充実 
    〇                          〇    

こどもの健やかな成長を支える保健体制の充実     〇                             

仕事と子育ての調和がとれた暮らしの実現     〇    〇      〇                〇    

こども・若者の健やかな成長と子育てを支える地

域づくり 
    〇  〇              〇          〇 〇 

1-3 豊かな人間性と確かな学力を身に付け、グローバル社会を創造的に生きるこどもの育成 

  予測困難な未来社会を創造的に生きる力の育成       〇        〇 〇  〇      〇 

世界とつながる国際都市おおたを担う人財の育成       〇  〇          〇  〇 〇 〇          

確かな学力・豊かな心・健やかな体の育成     〇  〇  〇         〇            〇    

こどもたちの可能性を引き出す学校力・教師力の

向上 
    〇  〇        〇                    

1-4 一人ひとりが自分らしく学べ、個性と能力を伸ばす教育環境の整備 

  自分らしくいきいきと生きるための学びの支援 〇     〇  〇          〇            〇    

柔軟で創造的な学習空間と安全・安心な教育環境

づくり 
  〇 〇  〇 〇  〇  〇    〇   
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ＳＤＧｓ 

                                  

2-1 高齢者一人ひとりが充実した暮らしを送るための環境の整備 

  高齢者の見守り体制の強化・推進   〇        〇      〇 

共生と予防を軸とした認知症高齢者への支援   〇       〇 〇       

高齢者の就労・地域活動の支援 〇  〇     〇   〇       

介護人材対策の推進と介護サービス基盤の充実   〇     〇   〇       

2-2 本人の意思に寄り添う権利擁護の推進 

  権利擁護の正しい理解と周知啓発   〇  〇     〇      〇  

地域の担い手の育成と相談体制の拡充   〇             〇  

地域連携ネットワークの強化   〇             〇  

2-3   障がいの有無等にかかわらず、安心して暮らせる支援の充実 

  相談支援体制の充実・強化   〇       〇        

障がい者等の地域生活の支援   〇       〇 〇       

障がいへの理解の推進   〇       〇 〇       

2-4 人や地域とのつながりでお互いに支えあう体制づくり 

  多様な主体が参加する支えあいのネットワークの

構築 
  〇        〇       

自治会・町会との連携・協働の更なる推進           〇       

 ユニバーサルデザインのまちづくりの推進   〇       〇 〇       

 分野横断の包括的な支援体制の強化 〇  〇        〇       

2-5 人々の相互理解と交流の促進 

  国際理解・国際交流の推進    〇 〇   〇 〇 〇 〇     〇 〇 

コミュニケーション支援及び外国人区民も暮らし

やすい生活環境整備 
〇  〇 〇      〇 〇      〇 

人権と多様性を尊重する意識の醸成     〇     〇        

2-6  地域全体での健康づくりの推進と地域医療の充実 

  生涯を通じた心身の健康づくりの推進   〇     〇         〇 

科学的根拠に基づく健康啓発の展開   〇 〇              

健康に関する安全・安心の確保   〇        〇       
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2-7 スポーツの楽しさが広がる環境の整備 

  誰もがスポーツを楽しめる機会づくり   〇 〇              

ニーズに即したスポーツ環境の整備   〇 〇              

2-8 心ときめく豊かな地域をつくる 文化資源の創造と継承 

  文化芸術に親しむ機会の創出    〇       〇       

地域の文化資源の保護・活用の推進    〇       〇       

2-9 生涯にわたる学びの支援 

  個人の学びの充実    〇      〇        

学びを通じたつながり・活用の場の創出    〇      〇        

地域の学びを支える環境整備    〇      〇        

図書館機能の充実    〇      〇        
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ＳＤＧｓ 

      

3-1 脱炭素化の推進と豊かな自然の継承 

  脱炭素ライフスタイルへの転換       〇  〇  〇 〇 〇    〇 

脱炭素まちづくりの推進       〇  〇  〇 〇 〇    〇 

豊かな自然の継承      〇     〇  〇 〇 〇   

3-2 持続可能な循環型社会の構築 

  ３R＋Renewable の推進           〇 〇 〇 〇   〇 

3-3  区内企業の自己変革の促進 

  変化への対応・高付加価値化        〇 〇         

脱炭素化・デジタル化の促進        〇 〇         

3-4 ものづくりの次世代への承継と立地支援 

  基盤技術の維持、次世代への承継とものづくり人

材育成・確保 
   〇    〇 〇         

立地・拡張ニーズへの対応、と産業と暮らしの調

和 
       〇 〇         

3-5 新たな挑戦への支援と企業同士の交流・連携機会の創出 

  新たな挑戦への支援（創業支援）        〇 〇         

産業交流拠点の形成        〇 〇  〇       

イノベーション創出の推進        〇 〇  〇       

3-6 活気あふれる商店街づくりと魅力ある観光資源の創出・発信 

  商店街の持続的な運営とにぎわい創出等の支援        〇 〇  〇       

区の魅力の発信と来訪者の利便性向上        〇   〇      〇 
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ＳＤＧｓ 

                                  

4-1 災害に強く回復しやすい減災都市の実現 
 

倒れないまちづくりの推進 〇        〇  〇  〇     

燃えない・燃え広がらないまちづくりの推進 〇        〇  〇  〇     

橋梁の強靱化による発災後の道路ネットワーク確

保、復旧の強化 

〇        〇  〇  〇     

多様な整備手法による無電柱化の推進 〇        〇  〇  〇     

水害から命を守る高台まちづくりの推進         〇  〇  〇    〇 

4-2 地域力を活かした防災対策の推進 

 区民の生命・身体を災害から保護する救命・救

助・救護体制の構築 
  〇        〇  〇    〇 

多くの区民が成果を共有できる普及環境の構築と

防災意識の高揚 
  〇  〇 〇     〇  〇    〇 

必要な方に物資を供給できる物流体制と生活系廃

棄物処理体制の構築 
  〇  〇 〇     〇  〇    〇 

災害ケースマネジメントの実施準備   〇  〇      〇  〇    〇 

4-3 治安がよい美しいまちの実現 
 

地域団体及び関係機関との連携・協力による区民

の安全・安心の確保 
          〇     〇  

特殊詐欺被害、消費者被害防止に向けた取組の強

化 
          〇     〇  

喫煙対策及び環境美化の推進   〇        〇       

4-4 地域の魅力を活かした拠点づくり 
 

蒲田駅周辺のまちづくり       〇 〇 〇  〇  〇    〇 

大森駅周辺のまちづくり       〇 〇 〇  〇  〇    〇 

身近な地域の魅力づくり       〇 〇 〇  〇  〇    〇 

4-5 誰もが移動しやすく利便性の高い多様な交通ネットワークの形成 
 

新空港線の整備促進        〇 〇  〇  〇    〇 

区内公共交通の改善   〇        〇  〇     

広域的な道路ネットワークの整備推進 〇        〇  〇  〇     
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誰もが安全で快適に自転車を利用できる環境の更

なる展開 
  〇        〇  〇     

街なかのバリアフリー化の推進   〇  〇     〇 〇      〇 

4-6 誰もが快適に暮らし過ごせる都市基盤と住環境の整備 

 生活道路等の整備 〇       〇 〇  〇  〇     

新技術等を活用した予防保全型の橋梁の維持管理         〇  〇       

安心で快適な住環境の確保 〇  〇       〇 〇  〇    〇 

空家等対策の推進           〇 〇     〇 

年齢層に合わせた交通安全教育機会の充実           〇       

自転車等利用総合対策の推進           〇       

4-7 世界と日本をつなぐ空港臨海部のまちづくり 
 

移動しやすく、働く場所・遊ぶ場所として魅力あ

る空港臨海部の形成 
       〇 〇  〇       

HANEDA GLOBAL WINGS のまちづくり         〇  〇 〇     〇 

4-8 多彩で魅力ある公園・緑地づくり 

 誰もが利用したくなる魅力ある公園の実現に向け

た仕組みづくり 
          〇      〇 

 

大規模公園・緑地の魅力向上           〇      〇 

身近な公園・緑地の魅力向上           〇       

4-9 水とみどりのネットワークでやすらげる環境づくり 
 

みどりの保全、創出、活用の推進   〇 〇     〇  〇  〇 〇 〇  〇 

魅力的な水とみどりのネットワークの形成・拡充           〇  〇  〇   

河川の水質浄化対策の推進           〇       
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（参考） 

大田区持続可能な自治体経営

実践戦略 
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第１章 策定の背景と目的 

区は、平成 20 年に策定した基本構想を実現するための基本計画の着実な推進に向け、大

田行政経営プラン（平成 21～23 年度）、大田区経営改革推進プラン（平成 24～26 年度）、

新大田区経営改革推進プラン（平成 27～30年度）を策定し、様々な経営手法を取り入れ

ながら不断の経営改革に取り組んできました。 

 その後、令和２年からの新型コロナウイルス感染症の拡大は、社会情勢や区を取り巻く

状況を一変させ、区民生活や区内経済に大きな影響を及ぼしました。そのような中、令和

３年７月に「持続可能な自治体経営に向けた取組方針」を定め、限りある経営資源を効果

的・効率的に配分し、新たな価値と魅力を生み出しながら、この大きな困難を乗り越えて

きました。 

 令和６年３月に新たな基本構想を策定し、区がめざすべき将来像実現のため、この度、

基本計画を策定し、基本目標を実現するための施策を定めたところです。その施策を推進

するために実施計画で定めた事業の実施に当たっては、区の経営資源を最適化し、最大限

に活用することで、持続可能な自治体経営を実践する必要があります。このため、持続可

能な自治体経営実践戦略（以下「本戦略」という。）を策定します。 
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第 2 章 経営理念 

 本戦略を進めるため、区として持続可能な自治体経営を実践する上で、最も大切にする

考え方や価値観としての「経営理念」を次のとおり定めます。 

 

すべての活動でＳＤＧｓに貢献 

✓ ＳＤＧｓ未来都市として、ＳＤＧｓとのつながりを重視し活動します。 

✓ 区民、地域団体、民間企業等、多様な主体とＳＤＧｓを共通目標とした連携・協働

を進めます。 

 

徹底した区民の目線で質の高いサービス提供 

✓ 区民ニーズを精緻に把握し、効果検証を徹底することで施策を研ぎ澄まし、区が持

つ経営資源を最大限活かして心あたたまる質の高いサービスを提供します。 

✓ 職員一人ひとりが高い倫理観を持って、区民の目線で考え行動し、区民からの信頼

感のもと区民満足度を向上させます。 

 

時流の変化をいち早く捉えたしなやかな対応 

✓ 庁内が連携し、スピード感を持って変化に対応することで、進化を続ける組織を構

築します。 

✓ 将来にわたり選ばれる自治体であるために、先を見据えた施策展開により、新たな

価値と魅力を生み出します。 

✓ これまでの経験を活かした備えを平時から徹底することで、災害や新たな感染症の

蔓延など突発的かつ緊急的な事態においても、柔軟かつ力強く対応します。 
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第３章 取組の柱 

 本戦略では、次の視点を柱に据えて、持続可能な自治体経営を実践します。 

 

１ 職員力に基づく組織力の向上と業務の効率化 

 

 

少子高齢化による労働力人口の減少に伴い、計画的な職員の確保がより困難になるこ

とが予想される中、区の施策を着実に推進するには、職員が高い意欲を持ち、いきいき

と働き続けられる環境が重要です。そのため、職員一人ひとりを重要な資本と捉える人

的資本経営の発想を取り入れ、職員が能力を最大限に発揮できるよう、エビデンスに基

づく政策立案（ＥＢＰＭ）能力の向上をはじめとした人材育成に取り組むとともに、働

きやすい環境を整備し、組織力の向上につなげ、質の高い区民サービスを提供します。 

また、区民サービスの向上に加え、業務の効率化に資する「自治体ＤＸ」やアウトソ

ーシング手法を活用するとともに、「効果（アウトカム）」を重視した事業の検証・評価

等により効果を最大化し、既存事業の統廃合を含めた事業の見直し・再構築を進めます。 

（取組の例）人材育成、自治体ＤＸ、ＥＢＰＭの推進、  

アウトソーシング手法の活用と検証、行政評価 など  

 

２ 多様な主体との連携・協働の推進と戦略的な情報発信 

 

 

満足度の高い区民サービスを提供するためには、区民の声を区政に反映するとともに、

大田区に関わる多様な主体それぞれが持つ特性や強みを活かすことが重要です。そのた

め、区民活動団体や民間企業等との連携・協働を更に推進し、複雑化・多様化する地域

課題の解決と地域の活性化を実現します。 

また、地域ブランディングを一新し、区内外にまちの魅力を発信する戦略的なシティ

プロモーションにより、区のイメージや価値を高め、人やモノ等を呼び込み、定住性の

向上、転入の促進等につなげるとともに、ＳＤＧｓの理念である「誰一人取り残さない」

社会の実現のため、ホームページやＳＮＳなど多様な媒体を活用し、様々な世代やター

ゲットに合わせた、誰にでも伝わる情報発信に取り組みます。 

（取組の例）区民協働、公民連携、シティプロモーションに資する情報戦略、  

誰にでも伝わる情報発信 など 
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３ 強靱な財政基盤の構築と公共施設マネジメントの推進 

 

 

質の高い区民サービスの提供を維持し、自然災害や新たな感染症の蔓延などの予期せ

ぬ財政需要への機動的な対応や、未来への投資を着実に推進するためには、財政の持続

可能性を確保することが不可欠です。そのため、絶えず施策の新陳代謝に取り組み、経

常収支比率の適正水準を維持するとともに、計画的な基金残高の確保や特別区債の戦略

的な活用など、財政対応力の堅持に向けた努力と工夫を行い、将来にわたり強靱な財政

基盤を構築します。 

また、公共施設全体の状況を把握し、長寿命化改修、既存施設の有効活用、複合化・

多機能化の推進、公民連携手法の活用など、人口構成や地域の状況の変化を捉えた効果

的・効率的な公共施設マネジメントを推進します。 

（取組の例）基金運用、受益者負担の適正化、補助金の適正化、  

施設マネジメント・施設評価 など 
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●用語解説 

用語 説明 

あ行 

アウトソーシング 
民間事業者等の有する事業運営上のノウハウを活用し、区民サ

ービスの向上をめざす取組。 

アウトリーチ 
「手を伸ばすこと」を意味する英語から派生した言葉で、公的

機関や文化施設などによる地域への出張サービスのこと。 

空家等 

空家等対策の推進に関する特別措置法第２条第１項に定められ

た、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使

用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木

その他の土地に定着するものを含む。）をいう。 

イノベーション 

「技術の革新にとどまらず、これまでとは全く違った新たな考

え方、仕組みを取り入れて、新たな価値を生み出し、社会的に

大きな変化を起こすこと」など定義は多岐にわたるが、総合計

画では地域課題解決につながる新たな技術等のことをいう。 

 

インバウンド 
外国人が訪れてくる旅行のこと。日本へのインバウンドを訪日

外国人旅行または訪日旅行という。 

ウェルビーイング 

身体的・精神的・社会的によい状態にあることで、短期的な幸

福のみならず、将来にわたる持続的な幸福を含むもの。また、

個人のみならず、地域、社会が持続的によい状態であることを

含む包括的な概念。 

 

雨水の浸透機能 
緑地、植栽、農地等の土壌や透水性の舗装等により、雨水を浸

透・貯留させる機能。 

埋立島部 平和島、東海、昭和島、京浜島、城南島を指す。 

オープンイノベーション 

「技術を求める組織と、技術を持つ組織が出会い、新しい価値

を創造するための手段」など定義は多岐にわたるが、総合計画

では単なる受発注関係にとどまらず、新たに生み出したい価値

を共有した上で多様な主体と区内企業とが連携して新製品等の

開発に取り組むことをいう。 

 

オープンスペース 一般に開放されている公共性の高い空間。 

温室効果ガス 

太陽光線によって暖められた地表面から放射される赤外線を吸

収して大気を暖め、一部の熱を再放射して地表面の温度を高め

る効果を持つガス（二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化

二窒素（N2O）、フロンガス等）。 
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用語 説明 

か行 

カーボンハーフ 

温室効果ガス排出量を 50％削減すること。温室効果ガスの排出

量と吸収量を均衡させることによって、排出量を実質ゼロにす

るカーボンニュートラルに向けた中期目標として設定されるこ

とが一般的である。大田区では「大田区脱炭素戦略（令和５年

３月策定）」において、令和 12（2030）年度までに平成 25

（2013）年度比でカーボンハーフをめざすことを定めた。 

回遊促進 
地域内を渡り歩き移動する・歩き回るといった行動を促すこ

と。 

かかりつけ医 

健康に関することを相談できる上、最新の医療情報を熟知し

て、必要な時には専門医、専門医療機関を紹介してくれる、身

近で頼りになる地域医療、保健、福祉を担う総合的な能力を有

する医師。 

核家族化 
夫婦のみの世帯、または夫婦（ひとり親の場合も含む）と未婚

のこどものみの世帯が増加する現象。 

仮想空間 

インターネット上に構築された三次元の仮想世界。ユーザーが

アバターを通じて自由に活動し、他者と交流することが可能。

メタバースともいう。 

管理不全空家 

空家等対策の推進に関する特別措置法第 13条第１項で謳われて

いる、適切な維持管理が行われていないことによりそのまま放

置すれば特定空家に該当することとなるおそれのある状態にあ

る空家等をいう。 

基幹財源等 
区の歳入の基幹となる特別区税・特別区交付金・税連動交付金

等のこと。 

基金 

特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定額

の資金を運用するために設けられるものであり、財源の年度間

調整を図る機能の一つのこと。 

技能系 自動車運転・介護指導・警備・調理・用務等の職務。 

旧耐震基準 昭和 56年５月 31日まで用いられていた耐震基準。 

狭あい道路 
建築基準法第 42 条第 2項の規定により指定された幅員４ｍ未

満の道路のこと。 

協働 

区民をはじめ自治会・町会、団体・ＮＰＯ、事業者及び区が共

通の目的を持って、相互に自主性を尊重しつつ、それぞれが持

つ知識、技術などの資源を提供しあい、協力して取り組むこ

と。 
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用語 説明 

共同化 

総合計画では、複数の宅地を一つの宅地（敷地）にまとめて建

物を整備し、複数の権利者が一体的に建物を利用することをい

う。 

協働的な学習 

探究的な学習や体験活動などを通じ、こども同士で、あるいは

地域の方々をはじめ多様な他者と協働しながら行う学びのこ

と。 

拠点 

まちづくりにおける拠点とは、その都市や地域の中心的な役割

を果たすエリアのことで、商業、文化、行政などの主要な機能

が集積している地区のことを指す。 

緊急医療救護所 

区内で震度６弱以上の地震が発生した場合、発災直後からおお

むね 72時間までの間、災害拠点病院等病院の敷地内等に開設

し、地域医療関係者と連携してトリアージ（傷病者の状態の重

症度や緊急度を判定して治療の優先度を付けること）と軽症者

の治療を行う場所。 

緊急輸送道路 

東京都地域防災計画に定める、高速自動車国道、一般国道及び

これらを連絡する幹線的な道路並びにこれらの道路と知事が指

定する拠点（指定拠点）とを連絡し、又は指定拠点を相互に連

絡する道路のこと。 

グランドデザイン 
めざすべきまちの姿とその実現に向けたまちづくりの方向性と

取組を示したもの。 

グリーンインフラ 

住みやすいまちをつくる社会基盤施設（インフラ）に、海、河

川、池、緑地等の自然環境（グリーン）が有する機能を活用す

ることで、まちづくりの課題解決につなげる取組。 

（仮称）グリーン基金 

区民・事業者と連携し、「大田区らしさを表すみどり」の保全・

活用やグリーンインフラの事業推進など区内のみどりの魅力向

上につなげることを目的とした基金。 

経営資源 
継続的・計画的に事業を実施するために必要となる、ヒト・モ

ノ・カネ・情報などの資源。 

軽症者救護所 

区内で震度６弱以上の地震が発生した場合、発災直後からおお

むね 72時間までの間、学校の敷地内等に開設し、地域医療関係

者と連携してトリアージ（傷病者の状態の重症度や緊急度を判

定して治療の優先度を付けること）と軽症者の治療を行う場

所。 

経常収支比率 

人件費、扶助費、公債費等のように容易に縮減できない経常的

経費に、地方税等の経常一般財源等がどの程度充当されている

かによって財政構造の弾力性を測定するものであり、歳入構造

と歳出構造をリンクさせた総合的な指標のこと。 



245 

 

用語 説明 

現員数 
現に在職する職員数から休職、育児休業などの大田区職員定数

条例で定める定数外職員を除いた職員数。 

健全性判定 損傷の種類や範囲、数などから橋の健康状態を判定すること。 

権利擁護支援検討会議 

支援者が権利擁護に関して悩むケースや複雑な課題のあるケー

スに対して、専門的な知見と法的根拠を基に多角的な視点で今

後の支援方針や意思決定支援、チーム支援のあり方等を検討

し、専門職等から助言を得ることを目的とした会議。 

広域連携軸 
幹線道路及び鉄道等を骨格とした都市間の連携や交流の促進及

び強化に資する広域交通ネットワーク。 

高規格堤防 

従来の堤防より幅が広く（堤防の高さの 30倍程度の長さを堤防

として整備）、災害発生時において壊滅的な被害を防ぐことがで

きる堤防のこと。高規格堤防の上には、新たに良好な住環境が

形成でき、周辺住民等の避難場所としての機能を発揮する。 

公共交通不便地域 
大田区では、鉄道駅から 500ｍ以上かつバス停からも 300ｍ以

上離れている地域を、公共交通不便地域と設定している。 

公共施設マネジメント 
自治体経営の視点から、公共施設を総合的かつ計画的に管理・

運用及び利活用する仕組みのこと。 

合計特殊出生率 
１人の女性（15 歳から 49歳）が一生の間に出産するこどもの

平均人数。 

交通結節点 
異なる交通機関（又は同じ交通機関）が相互に連絡し、乗換え

や乗継ぎができる駅などの場所。 

高度利用 

都市計画又は建築基準法に基づき、道路、公園、広場等の適正

な整備と併せて建築物の容積率又は高さの制限を緩和すること

により、土地をより高度に利用すること。都市部など土地利用

が限られる場所で、土地や建物を最大限に活用するための方

法。 

公募設置管理制度（Park-PFI） 

都市公園の質の向上・公園利用者の利便の向上を図る整備・管

理手法として、飲食店・売店等の設置と、そこから生じる収益

を活用してその周辺の園路・広場等の整備・改修等を一体的に

行う民間事業者を公募により選定する制度。民間事業者の資金

の活用により、公園管理・運営に関する行政の財政負担軽減も

期待できる。 
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用語 説明 

合理的配慮 

障がいのある人が、障がいのない人と同じように活動すること

ができるように、物の形やルールなどを変えたり、支援する人

を置いたりする行為のこと。 

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」における

「合理的配慮」は、障がいのある人や家族等から、何らかの配

慮を求める意思の表明があった場合において、その実施に当た

り、過重な負担がないものとされている。 

コーホート要因法 

年齢別人口の加齢に伴って生じる年々の変化をその要因（死

亡、出生及び人口移動）ごとに計算して将来の人口を求める方

法。 

国際都市おおた 

大田区では、「世界中の人々が訪れたくなる魅力やおもてなしの

心と、誰もが暮らしやすく平和で豊かな生活、そして羽田空港

を通じた世界との多彩な連携により生み出される産業や文化の

にぎわいを、地域力を活かして創造する都市」と定義してい

る。 

心のバリアフリー 
様々な心身の特性や考え方を持つすべての人々が、相互に理解

を深めようとコミュニケーションをとり、支えあうこと。 

子育ち こどもが主体的に育つこと。 

こども（・若者）の最善の利益 こども・若者にとって最もよいこと。 

こども施策 

こどもの健やかな成長に対する支援や子育てに伴う喜びを実感

できる社会の実現のための支援を主な目的とする施策に加え、

これらと一体的に行われる施策を含む、こどもや若者に関する

幅広い取組。 

こどもの権利 

日本を含む世界 196の国・地域が締結している「児童の権利に

関する条約」では、18歳未満の児童（こども）を権利を持つ主

体と位置付け、大人と同様、一人の人間としての人権を認める

とともに、成長の過程で特別な保護や配慮が必要なこどもなら

ではの権利も定めている。４つの大切な考え方として、①差別

の禁止、②こどもの最善の利益、③命を守られ成長できるこ

と、④こどもの意見の尊重、がある。 

こどもまんなか社会 

全てのこども・若者が、日本国憲法、こども基本法及びこども

の権利条約の精神にのっとり、生涯にわたる人格形成の基礎を

築き、自立した個人としてひとしく健やかに成長することがで

き、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、ひとしく

その権利の擁護が図られ、身体的・精神的・社会的に将来にわ

たって幸せな状態（ウェルビーイング）で生活を送ることがで

きる社会。 
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個別避難計画 

災害発生時に避難行動要支援者が避難できるよう「避難先」、

「避難経路」、「避難の支援をしてくれる方」等を記入する計

画。 

コロナ禍 
新型コロナウイルス感染症の流行による災難や危機的状況を指

す言葉。 

さ行 

サーキュラーエコノミー 

製品、素材、資源の価値を可能な限り長く保全・維持し、生産

と消費における資源の効率的な利用を促進することによって資

源利用に伴う環境影響を低減し、廃棄物の発生及び有害物質の

環境中への放出を最小限にする経済システムのこと。 

災害ケースマネジメント 

被災者一人ひとりの被災状況や生活状況の課題等を個別の相談

等により把握した上で、必要に応じ専門的な能力を持つ関係者

と連携しながら、当該課題等の解消に向けて継続的に支援する

ことにより、被災者の自立・生活再建が進むようにマネジメン

トする取組。 

再生可能エネルギー 

自然界の中から繰り返し取り出すことのできるエネルギー（自然エネ

ルギー）のこと。石油、石炭などの化石エネルギーと異なり、CO2

（二酸化炭素）を排出しないクリーンなエネルギー。 

サプライチェーン 

商品の企画・開発から、原材料や部品などの調達、生産、在庫

管理、配送、販売、消費までのプロセス全体を指し、商品が最

終消費者に届くまでの「供給の連鎖」のこと。 

参加支援 
本人や世帯の状態に寄り添い、社会とのつながりを段階的に回

復する支援。 

産業集積 
一つ、あるいは複数の産業に携わる企業群が地理的に集積し

て、一つの産業構造を形づくること。 

自己肯定感 
自分をかけがえのない存在として感じ、自分を大切にし、自分

らしさを力強く実現していこうとする態度や考え方。 

次世代クリーンエネルギー 

有限な資源である化石燃料に代わり、CO2 排出量が少ない、ま

たは CO2を排出しない新しいエネルギーのこと。再生可能エネ

ルギーや将来的に社会実装が期待される水素エネルギー等を含

む。 

次世代モビリティ 
自動運転に代表される先端テクノロジーを活用した進化型の移

動手段。 

自然共生社会 

生物多様性の維持・回復と持続可能な利用を通じて、生物多様

性の状態を現状以上に豊かなものとするとともに、生態系サー

ビスを将来にわたって享受できる「自然と共生する社会」のこ

と。 
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自治会・町会 

住民が住んでいるその土地（地域）を仲立ちとして近隣関係に

ある住民が、お互いの助けあいと協力のもと住みよい環境をつ

くることを目的とし、自主的に結成する組織。 

自治体ＤＸ 
行政手続のデジタル化や行政内部のデータ連携などを通じて、

住民の利便性向上と業務効率化を図るもの。 

自治体ＳＤＧｓモデル事業 

ＳＤＧｓ未来都市の中で実施予定の先導的な取組として選定さ

れるもので、地方公共団体によるＳＤＧｓの基本的・総合的取

組の中でも特に注力的に実施する事業。また、ＳＤＧｓの理念

に沿った統合的取組により、経済・社会・環境の三側面におけ

る新しい価値創出を通して持続可能な開発を実現するポテンシ

ャルが高い先導的な取組であって、多様なステークホルダーと

の連携を通し、地域における自律的好循環が見込める事業のこ

と。 

自治体経営 
自治の権能を与えられた公の団体について、持てる資源を効果

的・効率的に配分し、活動を持続させること。 

指定管理者制度 

公共的団体に限らず民間事業者やＮＰＯ法人なども、地方自治

体の指定を受けて「公の施設」の管理を行うことができる制

度。施設の運営に民間の保有する多様な人材やノウハウを活用

することで、区民サービスの向上と効率的な運営を図ることを

目的としている。 

シティプロモーション 

区の直面している現状や課題を踏まえて地域ブランドを捉え直

し、内外にまちの魅力を発信することで、区のイメージや価値

を高め、人やモノなどを呼び込み、地域経済の活性化や住民協

働の醸成などにつなげる活動。広報活動やＰＲ活動を行うこと

などがその内容である。 

自転車ネットワークのミッシングリ

ンク 

自転車ネットワーク計画路線のうち、未整備区間によりネット

ワークが途切れ、連続性が確保されていない箇所のこと。 

児童虐待 

保護者によってこどもに加えられた行為の中で、こどもの心身

を傷つけ、健やかな成長発達を損なう行為。大きく４つ（①身

体的虐待、②育児放棄（ネグレクト）、③心理的虐待、④性的虐

待）に分類される。 

児童相談所 

区市町村と適切な役割分担・連携を図りつつ、こどもに関する

家庭その他からの相談に応じ、こどもが有する問題又はこども

の真のニ－ズ、こどもの置かれた環境の状況等を的確に捉え、

個々のこどもや家庭に最も効果的な援助を行い、もってこども

の福祉を図るとともに、その権利を擁護することを主たる目的

として都道府県等に設置される行政機関。 
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シニアクラブ 
老後の生活を健全で豊かなものにするため、ボランティア、健

康の増進、生きがいを高めるための活動等を行う団体。 

社会的包摂（ソーシャルインクルー

ジョン） 

貧困や失業など様々な事情を背景に、社会から結果的に排除さ

れている人々の他者とのつながりを回復し、社会の相互的な関

係性の中に引き入れていこうという考え方。「社会的排除」の解

消を表す言葉。 

住工の調和 
工業の発展を図りながらも住環境への影響にも配慮して、工場

と住宅が共存し、調和した環境を築くこと。 

重層的支援会議 

社会福祉法に基づき、一つの制度利用や支援機関だけでは解決

が難しい課題を持つ区民（世帯）に対して、関係支援機関が集

まり、チームで支援する体制を検討する会議。 

重層的支援体制整備事業 

令和２年６月の社会福祉法の改正に伴い、地域住民の複雑化・

複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築する

ため、「包括的相談支援」「参加支援」「地域づくり支援」を一体

的に実施する事業のこと。 

住宅確保要配慮者 

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律

第２条で定められた低額所得者、被災者、高齢者、障がい者、

子育て世帯、その他住宅の確保に特に配慮を要する者をいう。 

修復型まちづくり 

地域コミュニティを壊さずにまちづくりを着実に進めるため、

個別の事情を尊重し、協力が得られたところから道路拡幅や、

不燃化建替え等の事業を推進するまちづくり手法。 

終末期医療 

病気や老衰で余命がわずかな人たちの残りの人生を充実した豊

かなものにするケアのこと。人生の最期を自分らしく過ごし、

満足してそのときを迎えることを目的としている。 

受益者負担 

公共サービスの提供を行うには、施設の維持管理費や人件費な

どの経費が伴うため、サービスを利用する人（受益者）に応分

の対価を負担いただく考えのこと。 

主観的健康感 
医学的な健康状態ではなく、自らの健康状態を主観的に評価す

る指標。 

主体的な学習 

学ぶことに興味や関心を持ち、自己のキャリア形成の方向性と

関連付けながら、見通しを持って粘り強く取り組み、自己の学

習活動を振り返って次につなげていくような学び。 

循環型社会 

第一に製品等が廃棄物等となることを抑制し、第二に排出され

た廃棄物等についてはできるだけ資源として適正に利用し、最

後にどうしても利用できないものは適正に処分することが徹底

されることにより実現される、「天然資源の消費が抑制され、環

境への負荷ができる限り低減された社会」のこと。 
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省エネ 

「省エネルギー」の略。石油や石炭、天然ガスなど、限りある

エネルギー資源を守るため、エネルギーを無駄なく効率よく使

うこと。 

情操 

美しいもの、すぐれたものに接して感動する、情感豊かな心。

道徳的・芸術的・宗教的など、社会的価値を持った複雑な感情

のこと。 

食育 
様々な経験を通じ、「食」に関する知識と「食」を選択する力を

習得し、健全な食生活を実践できる人を育てること。 

食品ロス 

本来食べられるにもかかわらず廃棄される食べ物のこと。食品

ロスは、食品の生産、製造、販売、消費、廃棄等の各段階にお

いて発生する。食品ロス削減は、単に「まだ食べられるのにも

ったいない」だけではなく、ごみ量の削減や廃棄処理に伴う温

室効果ガス発生抑制など多くの課題解決につながる。 

新空港線 

平成 28年の交通政策審議会答申第 198号に示された「国際競

争力の強化に資する鉄道ネットワークのプロジェクト」に位置

付けられた鉄道路線の１つ。 

区内の東西交通の移動利便性向上、沿線まちづくりへの寄与、

羽田空港及び都心部、埼玉方面へのアクセス強化などの効果が

期待される。 

人工知能 

コンピューターで、記憶・推論・判断・学習など、人間の知的

機能を代行できるようにモデル化されたソフトウェア・システ

ム。ＡＩ。 

人口ピラミッド 国や地域の人口分布を、男女別・年齢別にグラフにしたもの。 

新耐震基準 昭和 56年６月１日に導入された耐震基準。 

垂直避難 
浸水位よりも建物等の床が高く、浸水に対する安全性の高い場

所に移動すること。 

スカム 

川底に堆積した汚濁物質が、有機物の分解などによって発生す

る硫化水素やメタンガスの浮力によって水面上に浮上したも

の。 

スタートアップ 新しい技術等を有し、成長をめざす企業のこと。 

ステークホルダー 利害関係を持つ人や組織。 

スポーツ健康都市 

区がめざすまちの姿を広く意思表示するために示した宣言の名

称。区民がスポーツを通じて健康で豊かに暮らし、賑わいと活

力に満ちているまちのこと。 

スポーツ推進委員 

スポーツ基本法に基づき、区におけるスポーツ推進のため、ス

ポーツ推進事業の実施に係る連絡調整並びにスポーツの実技指

導その他スポーツに関する指導及び助言を行う非常勤職員。 
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３ R
スリーアール

 

「リデュース（Reduce：ごみの発生抑制）」、「リユース

（Reuse：再使用）」、「リサイクル（Recycle：再生利用）」の頭

文字を取ったもので、「ごみを出さない」、「一度使って不要にな

った製品や部品を再び使う」、「出たごみはリサイクルする」こ

とを指す。 

生活習慣病 
食事や運動、休養、喫煙、飲酒などの生活習慣が深く関与し、

それらが発症の要因となる疾患の総称。 

生成ＡＩ 
大量のデータを学習し、文章や画像などを自動生成する人工知

能技術。新しいコンテンツを人間のように作り出す。 

成年後見制度 

認知症等により判断能力が低下した高齢者や知的障がい者、精

神障がい者に、本人の契約や各種手続を法律面で支援するとと

もに、適切な福祉サービスにつなげるなど生活面でも支援し、

本人の権利や財産を守る制度。 

生物多様性 

様々な生態系が存在すること、及び生物の種間・種内に様々な

差異が存在すること。今日、地球上には、多様な生物が存在す

るとともに、これを取り巻く大気、水、土壌等の環境の自然的

構成要素との相互作用によって多様な生態系が形成されてい

る。 

ゼロエミッション 
あらゆる廃棄物や原材料などを有効活用することにより、人間

の活動から発生する排出物を限りなくゼロにすること。 

創エネ 
太陽光発電、水力発電、風力発電等により電気を自ら創ること。

「創エネルギー」の略。 

た行 

体感治安 
刑法犯認知件数などでは測れない、区民の治安に関する認識の

こと。 

退職不補充 退職者に代わる新規採用を行わないこと。 

耐震性能照査 
地震に対して構造物の安全性がどの程度確保できているのかを

確認すること。 

高台 
浸水位よりも地盤や建物等の床が高く、浸水に対する安全性の

高い場所。 

脱炭素 
人の活動に伴って発生する温室効果ガスの排出量と森林等によ

る吸収量を均衡させ、排出量を実質ゼロにすること。 

多文化共生 

国籍や民族などが異なる人々が、互いの文化的違いを認めあ

い、対等な関係を築きながら、地域の中でともに暮らしていく

こと。 

団塊ジュニア世代 昭和 46年（1971年）から昭和 49年（1974 年）生まれの人。 
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男女共同参画 

男女がお互いに人権を尊重しあい、男性も女性も性別にかかわ

らず、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に

参画する機会が確保され、男女が均等に政治的、経済的、社会

的及び文化的利益を享受することができ、かつ、ともに責任を

担うこと。 

単独地中化 

各電線管理者が自らの費用で管路設備を敷設し、無電柱化する

方式のこと。管路等は道路占用物件として、電線管理者が管理

する。 

地域共生社会 

平成 28年６月に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」

において示された考え方で、高齢者・障がい者・こどもなどす

べての人々が地域、暮らし、生きがいをともに創り、高め合う

ことができる社会のこと。 

地域コミュニティ 地域における協働意識を持った住民による社会。 

地域づくり支援 
地域における活動の活性化等を通じた、多様な地域活動が生ま

れやすい環境を整備する支援。 

地域包括ケアシステム 

高齢者等が、住み慣れた地域で自立した日常生活を送れるよ

う、医療、介護、介護予防、住まい、生活支援を一体的に提供

する仕組み。 

地域包括支援センター 

介護や生活支援が必要な高齢者等が住み慣れた地域で暮らし続

けられるように、医療、介護、保健の専門職が連携してサポー

トするための相談機関。 

地域旅客運送サービス 
路線ネットワークの構築や、運賃・ダイヤの改善の取組等を通

じて、地域公共交通の利用者の利便増進を図る事業。 

地域連携ネットワーク 

地域において、専門職団体や関係機関が連携体制を強化し、権

利擁護に関する支援の必要性や適切な支援内容の検討、支援等

を専門的な観点により多角的に行うネットワーク。 

蓄エネ 蓄電池等により電気を蓄えること。「蓄エネルギー」の略。 

中央図書館 

図書館サービス網の中核として地域図書館を統括するととも

に、時代の変化に応じたサービス向上に取り組めるよう、図書

館全体を牽引していくセンター的役割を持つ図書館。 

デジタル受発注プラットフォーム 

大田区企業の強みである「仲間まわし」及び試作・研究開発力

を活かしてより良質な案件獲得をめざす、デジタルツールを活

用した受発注相談の仕組みのこと。 

デジタルデバイド 
情報通信技術を利用できる活用能力や活用機会の有無によって

生じる格差のこと。 

テストベッド 新技術の開発における実証実験の場のこと。 

デマンド型交通 利用者のニーズに応じて柔軟な運行を行う公共交通の一形態。 
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用語 説明 

電線共同溝 
設置及び管理を行う二以上の電力線、通信線等を収容するため

道路管理者が道路の地下に設ける施設のこと。 

東京ベイｅＳＧプロジェクト 
東京都が推進している、ベイエリアを舞台とした大規模な都市

開発及び再開発プロジェクト。 

特定空家 

空家等対策の推進に関する特別措置法第２条第２項に定められ

た、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれ

のある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適

切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なってい

る状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置すること

が不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

特定健診 

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、40歳～74歳の方

を対象として、保険者が実施することになっている健診。メタ

ボリックシンドロームの対策が目的の一つとなっているため

に、俗に「メタボ健診」と言われることもある。 

特別会計繰出金 
一般会計から特別会計に資金を繰り出す場合に、会計間の振替

支出の性格を持つ経費のこと。 

特別区交付金 

都及び特別区並びに特別区相互間の財源の均衡化を図り、特別

区の行政の自主的かつ計画的な運営を確保するため都が交付す

るもの。 

特別区債 

施設整備等の資金調達に伴い負担する債務（一会計年度を超え

るもの）、財政支出と財政収入の年度間調整や、住民負担の世代

間の公平のための調整を図ることを目的とするもの。 

都市計画 

適正な制限のもとに土地の合理的な利用が図られるべきことを

基本理念として、都市の健全な発展と秩序ある整備を図るため

の土地利用、都市施設の整備及び市街地開発事業に関する計

画。 

な行 

仲間まわしネットワーク 

金属加工において、切削、穴あけ、研磨、メッキなどの各工程

を近くの工場にまわして、発注された製品を納品できる、工場

集積を特徴とした大田区ならではのネットワーク。 

認知症高齢者グループホーム 

認知症の高齢者に対して、家庭的な環境と地域住民との交流の

もと、入浴・排せつ・食事等の介護など日常生活上の世話及び

機能訓練を行い、能力に応じ自立した日常生活を営めるように

する共同生活住居。 
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ネイチャーポジティブ 

自然を回復軌道に乗せるため、生物多様性の損失を止め、反転

させること。凄まじい速度で生き物が絶滅しているなど「ネガ

ティブ」の状態を、生物の種の数が回復していくなど「ポジテ

ィブ」な状態にしていくこと。生物多様性国家戦略 2023-2030

（令和５年３月閣議決定）においては、令和 12年（2030年）

までにネイチャーポジティブを達成するという目標が掲げられ

ている。 

は行 

配分定数 各部局の所管する事務事業に係る職員数の合計。 

8 0 5 0
はちまるごーまる

問題 

ひきこもりの長期化により、こどもと親がともに高齢化し、社

会的孤立から生活が立ち行かなくなる問題のこと。80代の親が

ひきこもりの 50 代の子の生活を支える状況に代表される。 

羽田イノベーションシティ 

大田区が、羽田みらい開発株式会社と公民連携によりまちづく

りを進め、開業したまち（令和２年７月まち開き、令和５年 11

月グランドオープン）。 

羽田エアポートライン株式会社 

新空港線整備事業（第一期整備：矢口渡～京急蒲田間）の整備

主体となることを想定し、大田区と東急電鉄株式会社の出資に

より設立された会社。 

羽田空港跡地 

羽田空港の沖合展開事業及び再拡張事業の実施に伴い発生した

跡地。戦前までは行楽地として栄え、多くの人々が暮らすまち

があったが、戦後には連合国軍の接収によりこの地に暮らす

3,000人あまりの人々が 48時間以内に強制退去を強いられた歴

史がある。現「HANEDA
ハ ネ ダ

 GLOBAL
グ ロ ー バ ル

 WINGS
ウ イ ン グ ズ

」のこと。 

バリアフリー 
障がい者、高齢者などが社会生活を営む上で支障となる物理

的、社会的、制度的、心理的な様々な障壁を取り除くこと。 

ヒートアイランド現象 

都市独特の気象現象で、都市中心部の気温が局地的に高くなる

現象のこと。人口の都市への集中による大気を冷やす森林や畑

の減少、エアコンなどの人工的な排熱の増加で、都市部に熱が

溜まるために起こる。 

避難行動要支援者 

高齢者や障がいのある方など、災害が発生し、又は災害が発生

するおそれがある場合に自ら避難することが困難で、その円滑

かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する人。 

標準化死亡比 

人口構成の違いを除去して死亡率を比較するための指標。ある

集団の死亡率が、基準となる集団と比べてどのくらい高いかを

示す比。 
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福祉教育 

身の回りの人々や地域との関わりを通して、そこにどのような

福祉課題があるかを学び、その課題を解決する方法を考え、解

決のため行動する力を養うことを目的として行われる教育のこ

と。 

扶助費 
社会保障制度の一環として、生活困窮者の生活維持を図る目的

で支出される経費のこと。 

不燃化特区制度 

都内の木造住宅密集地域のうち、特に重点的・集中的に改善を

図る地区として東京都から指定された地区について、区と東京

都が連携し、建替え等の助成により不燃化を強力に推進して

「燃え広がらない・燃えない」まちづくりを進める制度。 

不燃領域率 

市街地の「燃えにくさ」を表す指標。建築物の不燃化や道路、

公園などの空地の状況から算出し、不燃領域率が 70％を超える

と市街地の焼失率はほぼゼロとなる。 

ふれあいパーク活動 

地域住民及び企業等のボランティアが、区と協働して公園を自

主的に管理することにより、公園が地域の財産として愛され、

有効に活用されることを目的とした活動。 

包括的相談支援 
本人や世帯の属性を問わず、包括的に相談を受けとめ、支援関

係機関全体で行う支援。 

法指定踏切 
踏切道改良促進法に基づき、「改良すべき踏切道」として指定さ

れている踏切。 

訪日リピーター 訪日回数が２回以上の外国人の来訪者のこと。 

ポストコロナ 
新型コロナウイルス感染症の拡大が収束した後の社会、経済、

文化、生活様式などを指す概念。 

ま行 

マーケティング力 

商品が大量かつ効率的に売れるように、市場調査・製造・輸

送・保管・販売・宣伝などの全過程にわたって行う企業活動の

総称。市場活動。販売戦略。 

マイクロプラスチック 

一般的に 5mm 未満とされる微細なプラスチック。不法投棄や

ポイ捨てされたプラスチック製品は、紫外線や海の波の力など

様々な自然環境によって劣化し、細かく砕かれてマイクロプラ

スチックとなる。マイクロプラスチックは非常に細かく、海中

や海岸から回収することは困難な上分解されないため、半永久

的に自然界に残る。海洋生態系への影響が懸念されており、世

界的な課題となっている。 
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みどり 

大田区緑の基本計画グリーンプランおおたで用いる「みどり」

は、樹木、樹林、草地、草花などの「植物の緑」だけでなく、

河川や海、池沼などの「水辺空間」、さらには公園や広場、道

路、学校などの「公共空間」、家々の玄関先や庭、工場事業所、

農地などの「民間の緑の空間」に加え、そこに息づく様々な生

き物、まちなかの歴史・文化資源など、都市の環境、暮らし及

び文化などを支える幅広いもの。 

みどり率 

緑被率に、水面が占める面積の割合と公園内の緑で覆われてい

ない面積の割合を加えた割合。平成 12（2000）年 12月に東京

都が策定した「緑の東京計画」に取り入れられた指標。 

民生委員 

厚生労働大臣の委嘱により、高齢者、障がい者、ひとり親家庭

等の相談に応じ、援助を行い、社会福祉の増進に努める方々。

児童委員を兼ねる。 

や行 

ヤングケアラー 

本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常

的に行っているこどものこと。責任や負担の重さにより、学業

や友人関係などに影響が出てしまうことがある。 

ユニバーサルデザイン 

あらかじめ障がいの有無、年齢、性別、国籍等にかかわらず、

多様な人々が利用しやすいように考えて、都市や生活環境をデ

ザインすること。 

要介護・要支援認定 

介護保険サービスの利用希望者が、介護が必要な状態である

か、どれくらいの介護を必要としているかを介護認定審査会が

審査判定し、区が認定すること。介護保険の対象外の「非該

当」、予防的な支援が必要な「要支援１・２」、介護が必要な

「要介護１～５」の区分に分けられ、要介護５が最も介護が必

要な状態。 

要配慮者 

高齢者、障がいのある方、妊産婦、乳幼児・児童、日本語に不

慣れな外国人など、災害発生時に必要な情報の把握や一人で避

難することが難しく避難行動が遅れたり、慣れない避難生活に

よる病状等の悪化の可能性があるなど、避難生活などに配慮を

要する人。 

ら行 

ライフサイクルコスト 
建築物の企画・設計から解体までの間に発生する費用の合計の

こと。 

リーマンショック 
平成 20年に米国の投資銀行リーマン・ブラザーズが経営破綻し

たことをきっかけに起きた世界的な経済危機のこと。 



257 

 

用語 説明 

り災証明書 

地震、水害、風害など自然災害により住家に被害が生じた場

合、申請に基づき区が被害状況の確認のため現地調査等を行

い、確認できた被害の程度を証明する書類。 

緑被率 

緑の総量を把握する方法の一つで、航空写真等によって上空か

ら見たときのみどりに覆われている面積の割合のこと。森林・

樹林地のほか、草地や農地、公園や道路、学校などの公共公益

施設のみどり、住宅、工場などの民有地のみどり等が含まれ

る。 

レファレンス 

図書館利用者が学習・研究・調査を目的として必要な情報・資

料などを求めた際に、図書館員が情報そのものあるいは必要と

される資料を検索・提供・回答することによって、調査等を手

伝うこと。 

65 歳健康寿命 

65歳の人が何らかの障がいのために日常生活動作が制限される

までの年齢を平均的に表したもの。本指標では、障がいを要介

護２以上とする。 

65 歳平均余命 
65歳の人が平均してあと何年生きられるかの期待値。 

 

アルファベット 

ＡＩ 

人工知能のことをいい、判断や予測などの人間が行う知的な作

業をコンピューター上で実現する技術。Artificial Intelligence

の略。 

ＢＯＤ 

河川の水質汚濁の指標。水を汚している有機物を微生物が分解

するときに消費する酸素量の値。生物化学的酸素要求量

（Biochemical Oxygen Demand）の略。 

ＤＶ 

配偶者（同居の交際相手も含む）など親密な関係にある者、又

は以前親密な関係にあった者からふるわれる暴力のこと。身体

的暴力のほか、精神的暴力、経済的暴力、性的暴力などもＤＶ

に含まれる。ドメスティックバイオレンス（Domestic 

Violence）の略。 

ＤＸ 

デジタル技術の浸透により、人々の生活があらゆる面でよりよ

いものに変化していくこと。デジタル・トランスフォーメーシ

ョン（Digital Transformation）の略。 

ＥＢＰＭ 
合理的な根拠に基づいて政策を立案すること。Evidence-Based 

Policy Makingの略。 

HANEDA
ハ ネ ダ

 GLOBAL
グ ロ ー バ ル

 WINGS
ウ イ ン グ ズ

 

羽田イノベーションシティや都市計画公園をはじめとした羽田

空港及び市街地との近接性を有する「第１ゾーン」と、羽田エ

アポートガーデンやソラムナード羽田緑地など、国際線地区に

直結する「第２ゾーン」から成るエリアを指す。 
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HANEDA×PiO 

大田区が羽田イノベーションシティ内に設置したイノベーショ

ン拠点。コワーキングスペースやイベントスペースの機能があ

り、交流からイノベーションを創出するためのスペース PiO 

PARK（交流空間）と社会課題の解決や新たなチャレンジに取

り組む企業等が入居するテナントゾーンがある。 

ＩＣＴ 
情報（Information）や通信（Communication）に関する技術

（Technology）の総称で、それぞれの頭文字を取ったもの。 

ＮＰＯ 

自発的、継続的に社会貢献活動を行う、営利を目的としない市

民活動団体やボランティア団体。特定非営利活動団体（Non 

Profit Organization）の略。 

ＰＢ 

公債費以外の歳出が、特別区債以外の歳入で賄われているかど

うかを見るものであり、基礎的財政収支とも呼ばれるもの。プ

ライマリーバランス（Primary Balance）の略。 

ＰＤＣＡ 

政策立案（Plan）、事業執行（Do）、検証・評価（Check）、見

直し（Action）のことで、それぞれの頭文字を取ったもの。Ｐ

ＤＣＡサイクルは典型的なマネジメントサイクルの一つであ

る。 

Recycle 廃棄物等を原材料やエネルギー源として有効利用すること。 

Reduce 
製品をつくる時に使う資源の量を少なくすることや廃棄物の発

生を抑制すること。 

Renewable 

再生可能な資源に替えること。例えば、プラスチック製の袋や

容器を、植物由来の素材で微生物により分解される性質も持つ

バイオマスプラスチック製に替えることなどを指す。 

Reuse 使用済み製品やその部品等を繰り返し使用すること。 

ＳＤＧｓ未来都市 

ＳＤＧｓの理念に沿った基本的・総合的取組を推進しようとす

る都市・地域の中から、特に、経済・社会・環境の三側面にお

ける新しい価値創出を通して持続可能な開発を実現するポテン

シャルが高い都市・地域として選定される内閣府の制度。 

ＳＮＳ 

インターネット上で社会的ネットワークを構築可能にするサー

ビス。ソ－シャルネットワーキングサービス（Social 

Networking Service）の略。 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大田区基本計画（素案） 

令和６年 12 月 

 

事務局 大田区 企画経営部 企画課 

〒144-8621 

東京都大田区蒲田五丁目 13番 14号 

電話：０３－５７４４－１７３５（直通） 

ＦＡＸ：０３－５７４４－１５０２ 


	表紙
	第１章　計画の基本的な考え方
	第２章　計画策定の背景
	第３章　８年後の大田区
	第４章　計画実現のために共有すべき大田区の課題（共通課題）
	第５章　施策（施策の体系～基本目標１）
	第５章　施策（基本目標２）
	第５章　施策（基本目標３）
	第５章　施策（基本目標４）
	第６章　資料編
	（参考）大田区持続可能な自治体経営実践戦略
	用語解説

